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信用金庫職員の事業性評価能力は向上しているか？

　筆者は、独立行政法人経済産業研究所（RIETI）のファカルティー・フェローとして、2019年

5月に全国の地域金融機関の支店長7,000人に対して「自然災害に対する中小企業の備えと地域金

融機関による支援についての調査」を実施した。調査の主たる目的は、事業性評価の中に自然災

害リスクがどのように組み込まれているかという点であったが、同時に、2017年1月に実施した

「現場から見た地方創生にむけた地域金融の現状と課題に関する実態調査」（詳しくは、家森信

善編著『地方創生のための地域金融機関の役割』中央経済社2018年）のフォローアップも目的

としていた。ここでは、事業性評価に関する部分を紹介したい。

　この調査では2,623人から回答を得た（全体の回収率37.5％）が、とくに1,303人の信用金庫支

店長（厳密には、副支店長、次長を含む）が回答してくださり、信金の回収率は48.2％の高率で

あった。多くの信金支店長が協力してくださったことに、改めて感謝を申し上げたい。

　さて、この調査では、「貴支店の法人営業担当者の持つ事業性評価の能力は、3年前（2016年3

月期末）と比べてどう変化したか」と尋ねてみた。回答者全体（地銀、第二地銀、信金、信組の

合計）では、「かなり向上」が7.7％、「やや向上」が52.4％であった。この両方の合計を「向上」

とすると60.1％である。全く同じ質問をした前回調査の結果では「かなり向上」が5.3％、「やや

向上」が38.2％で、両者を合計した「向上」は43.5％に過ぎなかったので、この2年半ほどの間

に、事業性評価の能力が「向上」したと感じる支店長が非常に増えていることになる。

　金融庁は、『金融行政のこれまでの実践と今後の方針』（2019年　金融行政方針）において、

「事業性評価に基づく融資について・・・一定の進展が見て取れる」とコメントしていたが、金

融機関の営業現場でも同様の認識を持っていることが確認できた。つまり、各金融機関の努力に

よって、地域金融全体として事業性評価の能力の底上げが進んでいると評価できよう。

　ただ、信用金庫業界に関しては若干の留保が必要である。実は、「かなり向上」と「やや向上」

をあわせると、確かに信用金庫では42.0％から56.0％に14％ポイント増加しているのであるが、

「かなり向上」の比率だけに絞ると、地方銀行が16.8％（前回は6.3％）と大きく伸ばしているの

に対して、信用金庫は5.0％（前回は5.2％）とむしろ前回を下回っているのである。

　また、この調査では、「営業現場で事業性評価の考え方は定着してきている」という文に対す

信金中金月報掲載論文編集委員

家森　信善
（神戸大学 経済経営研究所教授）
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る共感度を尋ねている。先の質問が変化を聞いているのに対して、こちらは現在の水準を聞いて

いることになる。「強く共感する」が20.4％（前回調査では6.1％）、「ある程度共感する」が68.5％

（同　63.0％）であり、前回調査と比べて、事業性評価が定着しているという見方が広がってい

る。ただし、「強く共感する」の比率を業態別に見ると、地方銀行が29.2％（前回調査7.8％）、第

二地方銀行が27.5％（同　8.6％）と20％ポイント程度の大きな増加を示している一方で、信用金

庫は15.8％（同　4.7％）で、信用金庫の改善幅は銀行ほどではない。

　このように、今回の調査からは、あくまでも支店長の主観的な判断ではあるが、信用金庫職員

の事業性評価能力は向上しているものの、他の業態（特に地方銀行）での伸びが著しいために信

用金庫業界全体としては優位に立てていない状況がうかがえる。

　その理由の一つは、信用金庫の人事評価が、事業性評価への取り組みのインセンティブを与え

る方向に十分に変わっていない可能性が指摘できる。実際、今回の調査で、「人事評価や人事政

策に過去3年以内にどのような変化があったか」を尋ねたところ、「大きな変化があった」比率

は、地方銀行では29.5％と高い値であったが、信用金庫では12.5％にとどまっており、逆に「変

化していない」との回答は地方銀行が16.2％であるのに対して、信用金庫では35.3％にも達して

いる。つまり、地方銀行に比べると、信用金庫の多くが、人事評価の仕組みを新しい環境に十分

に適応したものに改革できていないことになる。

　最後に、非常に心配で気になる回答結果を紹介しておきたい。それは、「現在の仕事にどの程

度のやりがいを感じますか」という質問への回答である。全体では、「非常に強く感じる」が

22.8％と前回の25.0％から低下しているが、その主因は、信金支店長の回答が前回の26.8％から

21.4％に大幅に悪化しているためであり、他の業態ではこのような大きな落ち込みは見られない。

第二地銀や信用組合ではむしろ増加しており、減少している地方銀行でも0.7％ポイントの減少

である。信用金庫の支店長のやりがいが低下している理由の一つは、信用金庫で小型店の比率

が高まっており、支店長の繁忙化が進んでいることが影響しているのかもしれない。支店は営業

の拠点であると同時に、人材育成の拠点でもある。しかし、小規模な店舗ではOJTの機会も乏し

くなるし、支店としての戦略を立てて実践することも難しくなる。これは、支店長レベルだけで

はなく、一般職員についても当てはまることであろう。営業拠点だけではなく、人材育成の拠点

としての小規模支店のあり方について検討することが必要である。

　そのほかにも多くの興味深い点が明らかになっている。既に経済産業研究所のホームページで

結果を公表しているが、さらに、今年中に、書籍の形でも公表する予定である。参考にしてもら

えれば幸いである。
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調 査

第178回全国中小企業景気動向調査
（2019年10～12月期実績・2020年1～3月期見通し）

10～12月期業況は2四半期続けて低下
【特別調査－2020年（令和2年）の経営見通し】

信金中央金庫
地域・中小企業研究所

調査の概要
1．調査時点：2019年12月2日～6日
2．調査方法：全国各地の信用金庫営業店の調査員による、共通の調査表に基づく「聴取り」調査
3．標 本 数：15,372企業（有効回答数　14,250企業・回答率　92.7％）
※　有効回答数のうち従業員数20人未満の企業が占める割合は　71.4％

4．分析方法：各質問項目について、「増加」（良い）－「減少」（悪い）の構成比の差＝判断D.I.に基づく分析

（概　況）
1	．19年10～12月期（今期）の業況判断D.I.は△7.8、前期比3.1ポイント低下と、2四半期続けて
の低下となった。
　収益面では、前年同期比売上額判断D.I.が△9.4と前期比5.9ポイント低下、同収益判断
D.I.は△11.9と同5.8ポイント低下した。販売価格判断D.I.は同2.7ポイント上昇してプラス6.7
となった。人手過不足判断D.I.は△27.4と前期比0.4ポイント人手不足感が強まった。設備投
資実施企業割合は0.3ポイント低下して22.6％となった。業種別の業況判断D.I.は、全6業種
で低下した。地域別では、全11地域中、改善は4地域にとどまり、7地域が低下した。
2	．20年1～3月期（来期）の予想業況判断D.I.は△12.3、今期実績比4.5ポイントの低下を見
込んでいる。業種別には、全6業種で､ 地域別には全11地域で、それぞれ低下する見通しに
ある。

業種別天気図
時　期

業種名
2019年
7～9月

2019年
10～12月

2020年
1～3月
（見通し）

総 合

製 造 業

卸 売 業

小 売 業

サービス業

建 設 業

不 動 産 業

地域別天気図（今期分）
地　域

業種名

北
海
道

東

北

関

東

首
都
圏

北

陸

東

海

近

畿

中

国

四

国

九
州
北
部

南
九
州

総 合

製 造 業

卸 売 業

小 売 業

サービス業

建 設 業

不 動 産 業
（この天気図は、過去1年間の景気指標を総合的に判断して作成したものです。）	

→低調好調←
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1．全業種総合

◯10～12月期としては11年ぶりの低下

　19年10～12月期（今期）の業況判断D.I.は

△7.8と、前期比3.1ポイント低下した（図表1）。

なお、10～12月期の業況が低下したのは、

リーマンショック時の2008年10～12月期

（前期比11.0ポイント低下）以来、11年ぶり

のことである。

　収益面では、前年同期比売上額判断D.I.が

△9.4、前期比5.9ポイント低下、同収益判断

D.I.が△11.9、同5.8ポイント低下となった。

また、前期比売上額判断D.I.は△2.8、前期比

2.4ポイント低下、同収益判断D.I.は△6.6、

同2.5ポイント低下となった。

　販売価格判断D.I.はプラス6.7と、前期比

2.7ポイント上昇した（図表2）。小売業や

サービス業の上昇（それぞれ7.8ポイント、

7.0ポイントの上昇）が全体を押し上げた。

なお、仕入価格判断D.I.は、プラス23.8と、

同4.8ポイント上昇した。

　雇用面では、人手過不足判断D.I.が△27.4

（マイナスは人手「不足」超、前期は△27.0）

と前期比0.4ポイントのマイナス幅拡大とな

り、高水準ななかで4四半期ぶりに人手不足

感が強まった（図表3）。

　資金繰り判断D.I.は△7.8、前期比1.1ポイ

ント低下と、2四半期続けての低下となった。

　設備投資実施企業割合は22.6％と、前期比

0.3ポイント低下したものの、高水準を持続

した。

　業種別の業況判断D.I.は、全6業種で低下

した。最も低下幅が大きかったのは小売業

（5.0ポイント）で、次いで不動産業（4.2ポイ

ント）、製造業（3.4ポイント）の順だった。

　地域別の業況判断D.I.は、全11地域中、東

北、四国、九州北部、南九州で小幅改善した

ものの、それ以外の7地域では低下した。と

14.12 15.12 16.12 17.12 18.12 19.12

△7.8
△9.4
△11.9

△50

△40

△30

△20
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（D.I.）

前年同期比収益判断D.I.

前年同期比売上額判断D.I.

業況判断D.I.

図表1　主要判断D.I.の推移

図表2　販売価格・仕入価格判断D.I.の推移
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図表3	　設備投資実施企業割合、資金繰り	
判断D.I.等の推移
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人手過不足判断D.I.
（左目盛）

設備投資実施企業割合
（右目盛）
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△7.8  

△27.4
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りわけ、北海道、関東、東海の低下幅は6ポ

イント超と、相対的に低下幅が大きかった。

○すべての業種･地域で低下の見通し

　来期の予想業況判断D.I.は△12.3、今期実

績比4.5ポイントの低下を見込んでいる。実

現すれば、3四半期連続の低下はリーマン

ショック時以来、11年ぶりのこととなる。

ただ、今回の予想低下幅は、過去10年の平

均（5.6ポイントの低下見通し）に比べれば、

わずかに小幅なものとなっている。

　業種別の予想業況判断D.I.は、全6業種で

低下する見通しとなっている。相対的には建

設業の低下幅（7.7ポイントの低下見通し）

が最も大きくなっている。一方、地域別で

も、全11地域で低下の見通しとなっている。

2．製造業

○業況は3年半ぶりの水準まで低下

　今期の業況判断D.I.は△11.1、前期比3.4ポ

イントの低下と、およそ3年半ぶりの水準ま

で低下した（図表4）。

　前年同期比売上額判断D.I.は△14.3、前期

比9.1ポイント低下、同収益判断D.I.は△16.5、

同7.5ポイント低下した。また、前期比売上額

判断D.I.は前期比2.0ポイント低下して△5.3、

同収益判断D.I.は同1.8ポイント低下して

△9.4と、ともに低下となった。

○人手不足感が4四半期続けて小幅緩和

　設備投資実施企業割合は25.4％、前期比

1.2ポイント低下と、およそ2年前の水準まで

低下した。

　人手過不足判断D.I .は△22.6（前期は

△23.2）と、人手不足感は4四半期続けて小

幅緩和したが、依然として厳しい水準での推

移となっている。

　販売価格判断D.I.はプラス3.6と、前期比

1.3ポイント上昇し、11四半期続けてプラス

水準（「上昇」という回答が「下降」を上回

る）を維持した。一方、原材料（仕入）価格

判断D.I.はプラス22.4と、前期比2.4ポイント

の上昇となった。

　なお、資金繰り判断D.I.は△8.4、前期比

0.5ポイント低下と、2四半期続けての低下と

なった。

○業種別にはまちまち

　業種別業況判断D.I.は、製造業全22業種

中、改善ないし横ばいが10業種、低下が12

業種とまちまちだった（図表5）。

　素材型業種は､ 紙パルプなど3業種が改善

したものの、非鉄金属や化学など4業種では

低下した。

　部品加工型業種は、全3業種で低下した。

△11.1
△14.3
△16.5

14.12 15.12 16.12 17.12 18.12 19.12

（D.I.）

前年同期比売上額

業況

△50

△40

△30

△20

△10

0

10

20

30

前年同期比収益

図表4　製造業　主要判断D.I.の推移
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とりわけ、金属製品は10ポイント超の大幅

低下となった。

　建設関連型業種は、全4業種中、改善・低

下2業種ずつとまちまちだった。

　機械器具型業種は、電気機械が小幅改善し

たものの、それ以外の3業種では低下した。

とりわけ、輸送用機器は10ポイント超の大

幅低下となった。

　消費財型業種は、全4業種中、食料品など

3業種で改善したほか、玩具･スポーツは横

ばいだった。

○100人以上が4年ぶりのマイナス転換

　販売先形態別の業況判断D.I.は、問屋商社

型で若干の改善がみられたものの、それ以外

の4形態では低下した。低下幅の大きさは、

中小メーカー型（4.7）、大メーカー型（4.6）

の順だった。

　輸出主力型の業況判断D.I.は、前期比2.4ポ

イント低下して△10.2、内需主力型も同3.2

ポイント低下して△10.2となった。

　従業員規模別の業況判断D.I.は、50～99人

で小幅の改善がみられたものの、それ以外の

階層では低下した。とりわけ、100人以上の

階層は10ポイント超の低下となり、およそ4

年ぶりのマイナス水準へ転じた。

○全11地域中､ 8地域で低下

　地域別の業況判断D.I.は、全11地域中、東

北、九州北部、南九州で改善がみられたもの

の、それ以外の8地域では低下した（図表6）。

とりわけ、東海では前期比10ポイント超の

大幅な低下となった。なお、水準面でプラス

を維持しているのは、北海道と九州北部の2

地域のみとなった。

○一段と低下の見通し

　来期の予想業況判断D.I.は、今期実績比5.6

ポイント低下の△16.7と、一段の低下を見込

んでいる。

　業種別には、全22業種中、電気機械や輸

送用機器など5業種が改善ないしは横ばい見
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図表6　地域別業況判断D.I.の推移
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図表5　業種別業況判断D.I.の推移
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通しにあるものの、それ以外の17業種では

低下見通しとなっている。

　また、地域別には、全11地域で低下の見

通しとなっている。とりわけ、北海道、東

北、四国では10ポイント超の大幅な低下見

通しとなっている。		

3．卸売業

○業況は2四半期続けての低下

　今期の業況判断D.I.は△13.5、前期比1.4ポ

イントの低下と、2四半期続けての低下と

なった（図表7）。

　なお、前年同期比売上額判断D.I.は△14.7、

前期比7.6ポイントの低下、同収益判断D.I.は

△15.4、同7.0ポイントの低下となった。

○全15業種中､ 7業種が低下

　業種別の業況判断D.I.は、全15業種中、医

薬･化粧品や貴金属など8業種で改善したも

のの、それ以外の7業種では低下した。一

方、地域別には、全11地域中、北陸など5地

域で改善したものの、それ以外の7地域では

低下した。

○低下の見通し

　来期の予想業況判断D.I.は△18.9、今期実

績比5.4ポイントの低下を見込んでいる。業

種別には、全15業種中、4業種で改善が見込

まれている一方で、それ以外の11業種では

低下見通しとなっている。また、地域別に

は、全11地域中、横ばい見通しの九州北部

以外の10地域で低下が見込まれている。

4．小売業

○業況は低下

　今期の業況判断D.I.は△22.7、前期比5.0ポ

イントの低下となった（図表8）。

　なお、前年同期比売上額判断D.I.は△21.3、

前期比6.8ポイントの低下、同収益判断D.I.は

△22.9、同8.5ポイントの低下となった。

○全11地域中、9地域で低下

　業種別の業況判断D.I.は、全13業種中、9

業種で低下した。とりわけ、家具、家電、自

動車が10ポイント超の大幅低下となった。

また、地域別では全11地域中、9地域で低下

となった。なかでも、北海道、関東が10ポ

△13.5
△14.7
△15.4
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（D.I.）

前年同期比収益 前年同期比売上額
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図表7　卸売業　主要判断D.I.の推移
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図表8　小売業　主要判断D.I.の推移
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イント超の大幅低下となった。

○低下の見通し

　来期の予想業況判断D.I.は△24.3、今期実

績比1.6ポイントの低下を見込んでいる。

　業種別には、全13業種中、木建材や家電

など6業種で低下の見通しとなっている。ま

た、地域別では全11地域中、四国や南九州

など6地域で低下の見通しとなっている。

5．サービス業

○業況は低下

　今期の業況判断D.I.は△7.6、前期比3.3ポ

イントの低下となった（図表9）。

　なお、前年同期比売上額判断D.I.は△7.0、

前期比3.3ポイントの低下、同収益判断D.I.は

△9.7、前期比4.5ポイントの低下となった。

○全11地域中、6地域で低下

　業種別の業況判断D.I.は、全8業種中、7業

種で低下した。とりわけ、娯楽業では10ポイ

ント超の低下となった。地域別では全11地

域中、6地域で低下となった。なかでも、北陸、

東海が10ポイント超の大幅低下となった。

○低下の見通し

　来期の予想業況判断D.I.は△10.7、今期実

績比3.1ポイントの低下を見込んでいる。

　業種別には、全8業種中、5業種で低下の

見通しとなっている。また、地域別では全

11地域中、四国や南九州など9地域で低下の

見通しとなっている。

6．建設業

○業況は低下

　今期の業況判断D.I.は、前期比1.0ポイント

低下のプラス14.4となった（図表10）。

　なお、前年同期比売上額判断D.I.はプラス

10.3、前期比1.3ポイント低下し、同収益判

断D.I.はプラス3.4、同2.7ポイントの低下と

なった。

○4請負先中、3請負先で低下

　業況判断D.I.を請負先別でみると、全4請

負先のうち、官公庁を除く3請負先で低下と

なった。

（D.I.）

△7.0
△7.6
△9.7

14.12 15.12 16.12 17.12 18.12 19.12

前年同期比売上額

業況

前年同期比収益
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図表9　サービス業　主要判断D.I.の推移 図表10　建設業　主要判断D.I.の推移
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　地域別では、全11地域中、6地域で低下と

なり、1地域では横ばい、4地域では改善と

なった。なお、南九州では10ポイント超の

大幅改善となった。

○低下の見通し

　来期の予想業況判断D.I.は、今期実績比7.7

ポイント低下のプラス6.7を見込んでいる。

　請負先別では、全4請負先で低下、地域別

には全11地域中、9地域で低下の見通しと

なっている。

7．不動産業

○業況は低下

　今期の業況判断D.I.は、前期比4.2ポイント

低下のプラス3.6となった（図表11）。

　なお、前年同期比売上額判断D.I.はプラス

2.3、前期比1.7ポイントの低下、同収益判断

D.I.はプラス2.1、同0.9ポイントの低下と

なった。

○全11地域中、8地域で低下

　業況判断D.I.を業種別でみると、全5業種

中、貸事務所を除く4業種で低下した。

　地域別では、全11地域中、8地域で低下と

なった。なかでも、北海道では10ポイント

超の大幅低下となった。

○低下の見通し

　来期の予想業況判断D.I.は、今期実績比1.6

ポイント低下のプラス2.0を見込んでいる。

　業種別では、全5業種中、貸家では改善を

見込んでいるものの、貸事務所は横ばい、建

売や仲介など3業種は低下の見通しとなって

いる。地域別では全11地域中、8地域で低下

の見通しとなっている。

図表11　不動産業　主要判断D.I.の推移

3.6
2.3
2.1
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（D.I.）

前年同期比売上額 業況

前年同期比収益
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○景気見通しは2年連続で低下

　2020年の我が国の景気見通しについては、

「良い」（「非常に良い」･「良い」･「やや良い」

の合計）と回答する割合が14.6％、「悪い」

（「やや悪い」･「悪い」･「非常に悪い」の合計）

が42.3％となった。この結果、「良い－悪

い」は△27.7と、1年前の調査（△11.6）と比

べて16.1ポイントの低下となった（図表12）。

2年連続の低下となったものの、1992年の同

調査開始以来の平均（△55.2）は大きく上

回った。

　地域別では、北陸、東海、関東などで、や

特別調査
2020年（令和2年）の経営見通し

図表12　2020年の我が国の景気見通し	 （単位：%）

良い
普通

悪い
（A）-（B）

（A） 非常に良い 良い やや良い （B） やや悪い 悪い 非常に悪い

全
　
　
　
　
体

2020年見通し 14.6 0.3 2.8 11.5 43.0 42.3 33.1 8.2 1.1 △	27.7
2019年見通し 20.2 0.3 3.6 16.3 48.0 31.8 25.2 5.9 0.7 △	11.6
2018年見通し 22.7 0.3 3.6 18.8 50.1 27.2 20.9 5.5 0.8 △	4.5
2017年見通し 11.7 0.2 1.6 9.9 43.8 44.5 34.2 9.3 1.1 △	32.8
2016年見通し 15.1 0.2 1.8 13.0 45.1 39.9 31.2 7.7 1.0 △	24.8
2015年見通し 13.7 0.2 1.8 11.6 36.0 50.3 37.5 11.3 1.5 △	36.6

地
　
域
　
別

北 海 道 19.9 0.2 4.8 15.0 43.6 36.5 30.5 5.5 0.4 △	16.6
東 北 13.1 0.0 2.3 10.8 38.2 48.7 37.0 9.7 2.0 △	35.6
関 東 12.6 0.2 1.8 10.6 36.3 51.1 38.3 11.4 1.3 △	38.6
首 都 圏 13.6 0.4 2.6 10.6 48.6 37.7 28.5 8.1 1.1 △	24.1
北 陸 11.0 0.3 2.4 8.3 37.5 51.6 40.9 9.9 0.7 △	40.6
東 海 11.4 0.4 2.0 9.0 37.5 51.1 40.8 9.2 1.2 △	39.7
近 畿 17.8 0.5 3.7 13.6 39.7 42.5 33.6 8.1 0.8 △	24.7
中 国 12.9 0.0 1.8 11.1 42.5 44.6 35.8 7.5 1.4 △	31.7
四 国 14.0 0.0 1.6 12.4 46.0 40.0 32.5 6.4 1.1 △	26.1
九 州 北 部 17.2 0.2 2.6 14.5 47.8 35.0 27.6 6.0 1.3 △	17.7
南 九 州 16.3 0.1 4.1 12.0 49.9 33.8 26.6 6.6 0.7 △	17.5

規
　
模
　
別

1 ～ 4 人 12.4 0.3 2.2 9.8 44.4 43.2 31.7 10.2 1.3 △	30.8
5 ～ 9 人 14.5 0.2 3.0 11.2 42.5 43.1 33.5 8.3 1.2 △	28.6
10 ～ 19 人 15.4 0.2 3.2 11.9 42.2 42.4 34.1 7.5 0.8 △	27.1
20 ～ 29 人 15.8 0.1 2.8 13.0 43.7 40.5 33.0 6.8 0.7 △	24.7
30 ～ 39 人 17.0 0.4 4.1 12.5 40.2 42.8 35.5 6.2 1.1 △	25.8
40 ～ 49 人 17.9 0.5 3.4 14.1 42.5 39.6 33.0 6.2 0.3 △	21.7
50 ～ 99 人 18.2 0.4 3.2 14.6 40.4 41.4 34.5 5.7 1.3 △	23.2
100 ～ 199人 16.8 0.3 3.0 13.5 41.8 41.4 37.0 4.0 0.3 △	24.6
200 ～ 300人 15.0 0.9 1.8 12.4 54.0 31.0 24.8 5.3 0.9 △	15.9

業
　
種
　
別

製 造 業 13.0 0.3 2.4 10.3 40.4 46.6 35.7 9.6 1.3 △	33.6
卸 売 業 14.8 0.3 2.7 11.8 40.9 44.4 34.3 9.2 0.8 △	29.6
小 売 業 13.7 0.2 2.7 10.8 41.1 45.1 34.3 9.5 1.4 △	31.4
サービス業 14.3 0.4 2.7 11.2 46.5 39.2 30.5 7.5 1.3 △	24.9
建 設 業 18.4 0.2 3.6 14.6 47.7 33.8 28.6 4.6 0.6 △	15.4
不 動 産 業 16.2 0.4 3.8 12.0 46.5 37.3 30.8 5.9 0.6 △	21.2
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や慎重な見通しとなっている。また、従業員

規模別にみると、規模が大きいほどやや強気

の傾向があった。業種別では、製造業、小売

業で慎重な見通しが目立った。

○業況見通しも2年連続で低下

　2020年の自社の業況見通しについては、

「良い－悪い」が△22.2となり、1年前の調

査（△8.6）に比べて13.6ポイント低下した

（図表13）。2年連続の低下となったものの、

1992年の同調査開始以来の平均（△40.9）は

大きく上回った。

　地域別では、北陸、東北、関東で慎重な見

通しが目立った。また、従業員規模別では、

我が国の景気見通しと比較して、規模の大き

い企業ほど強気の傾向があった。業種別で

は、昨年に引き続いて小売業で慎重な見通し

が目立った。

図表13　2020年の自社の業況見通し	 （単位：%）

良い
普通

悪い
（A）-（B）

（A） 非常に良い 良い やや良い （B） やや悪い 悪い 非常に悪い

全
　
　
　
　
体

2020年見通し 13.4 0.2 2.3 10.8 51.1 35.6 28.2 6.2 1.1 △	22.2
2019年見通し 19.3 0.3 3.5 15.6 52.7 28.0 22.4 4.7 0.8 △	8.6
2018年見通し 19.9 0.3 3.2 16.4 52.3 27.8 22.2 4.8 0.9 △	7.9
2017年見通し 14.7 0.2 2.4 12.2 50.2 35.1 27.7 6.5 0.9 △	20.3
2016年見通し 16.8 0.3 2.4 14.2 49.2 33.9 26.5 6.3 1.1 △	17.1
2015年見通し 15.3 0.2 2.3 12.7 44.9 39.9 30.4 8.1 1.4 △	24.6

地
　
域
　
別

北 海 道 15.0 0.2 2.6 12.2 52.0 33.1 27.2 4.9 1.0 △	18.1
東 北 11.9 0.1 2.0 9.8 44.6 43.5 33.0 8.4 2.1 △	31.5
関 東 11.9 0.2 1.2 10.4 45.1 43.0 32.4 9.9 0.7 △	31.1
首 都 圏 12.1 0.3 2.0 9.8 54.7 33.2 25.4 6.7 1.1 △	21.1
北 陸 10.2 0.1 1.5 8.6 47.0 42.7 36.4 5.5 0.9 △	32.5
東 海 11.9 0.2 1.7 10.0 48.1 40.0 33.0 5.9 1.1 △	28.2
近 畿 17.5 0.3 3.9 13.4 49.0 33.4 26.8 5.2 1.4 △	15.9
中 国 12.8 0.2 2.7 9.9 49.0 38.2 29.7 6.8 1.7 △	25.4
四 国 11.2 0.0 0.9 10.3 52.9 35.9 30.0 5.7 0.2 △	24.7
九 州 北 部 14.8 0.5 2.4 11.9 57.7 27.5 22.6 3.7 1.1 △	12.7
南 九 州 13.9 0.3 2.1 11.5 58.4 27.7 22.8 4.6 0.4 △	13.8

規
　
模
　
別

1 ～ 4 人 8.9 0.3 1.8 6.9 51.0 40.0 29.8 8.5 1.6 △	31.1
5 ～ 9 人 12.7 0.3 2.0 10.4 52.7 34.6 28.3 5.1 1.2 △	21.9
10 ～ 19 人 15.4 0.3 2.5 12.6 51.3 33.3 26.8 5.7 0.7 △	17.9
20 ～ 29 人 15.4 0.0 2.8 12.6 51.6 33.0 27.4 4.8 0.9 △	17.7
30 ～ 39 人 17.3 0.1 3.6 13.6 48.4 34.3 28.0 5.2 1.1 △	17.0
40 ～ 49 人 18.1 0.3 2.8 15.0 50.1 31.7 27.4 3.7 0.6 △	13.6
50 ～ 99 人 20.8 0.1 3.4 17.3 47.9 31.3 26.1 4.3 0.9 △	10.5
100 ～ 199人 19.2 0.0 2.7 16.5 48.8 32.0 26.9 5.1 0.0 △	12.8
200 ～ 300人 18.6 0.9 0.0 17.7 54.9 26.5 22.1 3.5 0.9 △	8.0

業
　
種
　
別

製 造 業 13.1 0.3 1.8 11.0 48.0 38.9 30.2 7.3 1.3 △	25.7
卸 売 業 13.6 0.3 2.6 10.8 47.9 38.4 31.1 6.2 1.1 △	24.8
小 売 業 9.7 0.2 1.6 7.9 48.4 42.0 32.1 8.2 1.7 △	32.3
サービス業 12.4 0.2 2.5 9.7 53.4 34.2 26.5 6.5 1.2 △	21.8
建 設 業 17.7 0.3 3.1 14.4 56.8 25.5 21.4 3.5 0.5 △	7.7
不 動 産 業 14.6 0.3 3.2 11.1 59.8 25.7 23.3 2.0 0.4 △	11.1
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○売上額見通しは5年ぶりのマイナス

　2020年の自社の売上額見通し（伸び率）

を「増加－減少」でみると、13.2ポイント低

下の△3.9となった（図表14）。減少が増加を

上回ったのは5年ぶりとなった。

　地域別では、近畿、九州北部、南九州を除

く8地区でマイナスとなった。とりわけ東

北、北陸では他地区と比較して慎重な見通し

となっている。

　従業員規模別では、9人以下でマイナスと

なる一方、10人以上の階層では軒並みプラ

スとなった。また、総じて規模が大きいほど

強気の傾向がみられた。業種別では、建設

業、不動産業でプラスとなった。

○「業況改善の見通しなし」が過去最多

　自社の業況が上向く転換点については、

「すでに上向いている」とする回答割合が4.1

図表14　2020年の自社の売上額対前年比伸び率	 （単位：%）

増加 変化
なし

減少
（A）-（B）

（A） 30%以上 20～29% 10～19% 10%未満 （B） 10%未満 10～19% 20～29% 30%以上

全
　
　
　
　
体

2020年見通し 24.8 0.6 1.0 5.6 17.6 46.4 28.8 20.6 5.9 1.4 0.9 △	3.9
2019年見通し 31.8 0.7 1.3 7.7 22.0 45.7 22.5 16.6 4.2 1.0 0.7 9.3
2018年見通し 31.6 0.8 1.5 7.2 22.1 46.4 22.0 16.4 4.1 0.9 0.6 9.6
2017年見通し 28.1 0.6 1.2 6.7 19.6 45.3 26.6 19.2 5.4 1.1 0.8 1.5
2016年見通し 29.9 0.9 1.2 7.1 20.7 44.3 25.9 18.8 5.1 1.2 0.8 4.0
2015年見通し 27.9 0.7 1.5 6.6 19.2 42.3 29.8 21.6 5.8 1.4 0.9 △	1.8

地
　
域
　
別

北 海 道 24.7 0.5 0.4 6.1 17.7 45.4 29.9 21.5 6.5 1.0 1.0 △	5.2
東 北 22.8 0.6 0.4 4.5 17.3 38.4 38.8 26.3 10.0 1.8 0.8 △	16.0
関 東 23.4 0.3 0.4 5.0 17.6 44.5 32.1 22.0 7.7 1.7 0.8 △	8.8
首 都 圏 22.1 0.5 1.1 5.0 15.6 52.3 25.6 18.2 5.3 1.0 1.1 △	3.5
北 陸 22.7 0.6 0.7 4.8 16.6 44.0 33.3 24.2 7.0 1.8 0.3 △	10.6
東 海 26.0 0.7 0.8 5.4 19.1 40.2 33.8 24.1 6.0 2.3 1.4 △	7.8
近 畿 30.7 0.9 1.6 7.3 21.0 43.2 26.1 18.0 5.6 1.6 0.9 4.6
中 国 26.1 0.3 1.5 5.5 18.8 41.8 32.1 23.8 5.3 1.7 1.2 △	6.0
四 国 21.1 0.5 1.4 4.3 14.9 49.4 29.5 24.3 4.3 0.2 0.7 △	8.5
九 州 北 部 25.5 0.5 0.7 6.3 18.0 52.4 22.1 18.7 2.4 0.3 0.7 3.4
南 九 州 24.2 0.9 1.2 5.9 16.2 52.2 23.6 17.9 5.0 0.5 0.1 0.7

規
　
模
　
別

1 ～ 4 人 16.5 0.6 0.8 4.2 10.9 51.4 32.1 22.1 6.7 1.8 1.4 △	15.5
5 ～ 9 人 23.6 0.6 1.3 5.6 16.1 49.0 27.4 19.6 6.1 1.0 0.7 △	3.8
10 ～ 19 人 29.0 0.8 1.0 6.5 20.7 43.9 27.1 19.4 5.9 1.0 0.8 2.0
20 ～ 29 人 29.9 0.6 1.0 6.2 22.1 43.4 26.7 19.0 5.7 1.3 0.6 3.2
30 ～ 39 人 30.4 0.6 1.8 5.2 22.8 40.7 28.9 21.0 5.4 1.5 1.0 1.5
40 ～ 49 人 32.3 0.3 0.9 6.9 24.2 39.6 28.0 22.5 4.4 0.7 0.5 4.3
50 ～ 99 人 38.2 0.3 0.6 8.2 29.1 36.3 25.5 19.1 4.0 1.8 0.6 12.6
100 ～ 199人 38.4 0.3 1.7 7.1 29.3 36.4 25.3 20.9 3.0 1.3 0.0 13.1
200 ～ 300人 35.4 0.0 0.9 4.4 30.1 40.7 23.9 20.4 2.7 0.0 0.9 11.5

業
　
種
　
別

製 造 業 26.0 0.5 0.9 5.4 19.2 44.2 29.9 20.3 6.6 1.9 1.1 △	3.9
卸 売 業 26.2 0.4 1.2 5.2 19.4 42.6 31.3 23.8 5.6 1.0 0.8 △	5.1
小 売 業 18.4 0.5 0.6 3.6 13.8 46.5 35.1 26.4 6.7 1.0 0.9 △	16.6
サービス業 24.1 0.4 1.0 4.8 17.9 49.2 26.7 20.4 5.1 0.8 0.5 △	2.5
建 設 業 28.8 1.0 1.4 8.2 18.2 47.8 23.3 15.3 5.6 1.4 1.1 5.5
不 動 産 業 24.9 1.1 1.6 7.1 15.2 54.1 21.0 15.1 3.7 1.4 0.8 3.9
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ポイント低下し、15.2％となった（図表15）。

過去最高となった昨年から一転し、3年ぶり

の減少となった。

　一方、「業況改善の見通しは立たない」と

する回答割合は、前年から2.9ポイント上昇

し、34.2％となった。2002年の調査開始以

来、最多となった。

　従業員規模別にみると、従業員40人以上

の階層では、軒並み「すでに上向き」が「業

況改善の見通しは立たない」を上回っている

ものの、39人以下の階層では正反対の結果

となっている。業況改善は、規模による二極

化の様子が大きいといえよう。

○7割が「消費増税の影響は見通し通り」

　消費税率引上げについて、引上げ前の見通

しと比べてどのような影響を受けたかについ

ては、「見通しと変わらない」が70.7％とな

図表15　自社の業況が上向く転換点	 （単位：%）

すでに上向き 6か月以内 1年後 2年後 3年後 3年超 業況改善の
見通しなし

全
　
　
　
　
体

2020年見通し 15.2 9.1 14.8 8.9 8.9 8.8 34.2
2019年見通し 19.3 8.5 13.3 10.2 8.6 8.7 31.3
2018年見通し 17.9 8.4 14.5 9.0 9.8 9.4 31.0
2017年見通し 14.0 8.9 15.0 10.5 10.3 9.6 31.6
2016年見通し 14.9 9.1 14.5 9.8 10.5 10.3 30.8
2015年見通し 14.1 8.9 14.6 10.7 9.9 10.2 31.6

地
　
域
　
別

北 海 道 17.9 6.2 10.9 7.5 8.3 10.1 39.1
東 北 13.2 9.7 13.6 8.2 9.2 9.3 36.8
関 東 12.9 10.7 18.4 9.1 9.2 9.4 30.2
首 都 圏 13.6 7.5 13.2 8.6 8.1 9.5 39.4
北 陸 14.0 9.5 19.2 8.3 8.9 8.4 31.6
東 海 15.3 10.3 18.6 11.6 9.3 6.2 28.8
近 畿 18.0 12.8 16.0 9.3 9.6 7.8 26.5
中 国 16.8 9.8 13.9 8.4 9.6 9.2 32.2
四 国 13.6 5.2 13.6 6.6 8.9 11.9 40.3
九 州 北 部 19.0 6.9 13.3 7.7 10.8 10.2 32.1
南 九 州 13.2 8.4 13.6 8.6 7.6 8.9 39.7

規
　
模
　
別

1 ～ 4 人 8.9 6.1 11.2 6.5 7.5 9.2 50.5
5 ～ 9 人 14.8 9.2 14.8 7.8 9.2 9.2 35.0
10 ～ 19 人 16.3 10.6 16.9 11.1 10.5 9.0 25.5
20 ～ 29 人 21.4 11.3 15.3 9.8 10.2 9.3 22.7
30 ～ 39 人 21.5 9.1 19.3 10.9 8.3 7.6 23.3
40 ～ 49 人 21.6 12.7 17.8 11.1 9.9 8.0 18.8
50 ～ 99 人 23.9 12.3 19.4 12.2 8.6 7.2 16.3
100 ～ 199人 23.9 13.3 21.8 11.9 9.2 6.5 13.3
200 ～ 300人 28.8 17.1 16.2 11.7 9.0 7.2 9.9

業
　
種
　
別

製 造 業 14.7 10.8 16.9 9.8 8.9 8.4 30.6
卸 売 業 14.3 8.6 16.3 10.0 9.7 9.2 32.0
小 売 業 9.3 7.5 10.3 8.4 7.7 8.6 48.1
サービス業 13.6 8.8 13.8 7.4 8.6 9.6 38.1
建 設 業 24.2 7.3 13.5 8.3 9.7 8.4 28.7
不 動 産 業 16.8 10.8 18.2 8.0 9.1 10.3 26.9
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り、多数を占めた。「見通しより悪い影響」

は24.9％、「見通しより良い影響」は4.4％と

なった。「見通しより悪い影響」の内訳をみ

ると、「売上の減少（14.0％）」「利幅の縮小

（6.7％）」が続いた（図表16）。

　業種別にみると、すべての業種で「見通し

と変わらない」が過半数を占めたものの、小

売業では「見通しより悪い影響」「見通しよ

り良い影響」とも、回答が比較的多かった。

図表16　10月以降の自社の経営（消費税率引上げ前の見通しとの比較）	 （単位：%）

見通しより良い影響
見通し
と変わ
らない

見通しより悪い影響

ポイント	
還元
制度

食品等	
の軽減
税率

自動車・
住宅等の
各種税制
優遇措置

特需の	
発生 その他 売上の

減少
利幅の
縮小

事務
負担の
増加

その他

全　　　　体 4.4 1.8 0.7 1.0 0.6 0.2 70.7 24.9 14.0 6.7 4.0 0.2

地
　
域
　
別

北 海 道 5.0 2.2 0.8 1.0 0.8 0.2 71.5 23.5 11.8 6.5 5.0 0.3
東 北 3.6 1.3 0.4 0.4 0.9 0.4 65.9 30.6 16.0 8.9 5.2 0.4
関 東 4.1 1.3 0.3 1.1 0.9 0.4 69.4 26.5 15.6 6.0 4.7 0.2
首 都 圏 3.8 1.6 0.7 0.7 0.6 0.2 72.9 23.3 12.5 7.1 3.6 0.2
北 陸 5.3 2.3 0.6 1.5 0.6 0.3 67.9 26.8 15.8 6.9 3.8 0.3
東 海 4.3 1.8 0.4 1.5 0.5 0.2 70.9 24.7 15.0 5.8 3.7 0.2
近 畿 4.1 1.5 0.7 1.4 0.4 0.2 72.2 23.6 14.7 5.4 3.4 0.2
中 国 4.6 2.3 0.6 1.2 0.2 0.3 68.5 26.9 15.1 6.1 5.2 0.5
四 国 3.9 1.6 1.4 0.7 0.0 0.2 69.4 26.7 12.9 9.9 3.7 0.2
九 州 北 部 3.6 1.3 0.7 0.7 0.8 0.2 70.7 25.7 13.5 8.5 3.7 0.0
南 九 州 8.7 4.3 1.6 1.2 1.3 0.3 65.6 25.7 14.4 6.2 4.7 0.4

規
　
模
　
別

1 ～ 4 人 4.6 2.3 0.6 0.9 0.5 0.3 67.1 28.3 16.7 7.5 3.7 0.3
5 ～ 9 人 4.5 1.7 0.7 1.2 0.6 0.2 70.3 25.2 14.4 7.5 3.2 0.1
10 ～ 19 人 4.3 1.5 0.6 1.0 0.8 0.3 71.5 24.3 13.2 6.8 3.9 0.3
20 ～ 29 人 4.3 1.2 1.1 0.9 0.7 0.3 74.1 21.6 10.5 5.9 4.9 0.2
30 ～ 39 人 4.1 1.9 0.5 0.8 0.5 0.3 75.7 20.2 12.1 4.3 3.7 0.1
40 ～ 49 人 5.5 2.6 0.7 1.6 0.6 0.0 71.8 22.7 12.3 6.4 3.9 0.1
50 ～ 99 人 3.4 0.6 1.1 1.0 0.6 0.0 76.5 20.1 10.8 3.7 5.6 0.1
100～199人 2.4 0.7 0.0 1.0 0.7 0.0 80.3 17.3 7.1 3.7 6.4 0.0
200～300人 1.8 0.9 0.9 0.0 0.0 0.0 75.2 23.0 4.4 2.7 15.0 0.9

業
　
種
　
別

製 造 業 2.7 0.6 0.6 0.5 0.7 0.3 75.1 22.2 12.8 6.0 3.3 0.2
卸 売 業 4.4 1.6 1.4 0.5 0.6 0.4 66.9 28.7 16.8 6.6 5.0 0.3
小 売 業 8.7 5.6 1.5 0.7 0.5 0.3 55.5 35.8 22.4 7.7 5.3 0.3
サービス業 4.2 2.6 0.2 1.0 0.2 0.1 71.4 24.4 13.0 7.3 3.8 0.3
建 設 業 3.2 0.5 0.1 1.7 0.9 0.1 78.0 18.8 7.4 6.9 4.4 0.0
不 動 産 業 4.5 0.3 0.2 3.5 0.5 0.1 76.4 19.0 10.6 6.0 2.0 0.4
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「調査員のコメント」から
　全国中小企業景気動向調査表には、「調査員のコメント」として自由記入欄を設けている。ここで
は、本調査の調査員である全国の信用金庫営業店職員から寄せられた声の一部を紹介する。

（1）活況、新しい取組み
・以前のように高価で大きな仏壇が売れなくなっている中で、コンパクト化、洋風化するなどして販路拡
大を模索するとともに、お寺にも積極的に接触し、仏具のリフォームや顧客紹介を依頼している。
	 （仏壇、仏具製造　秋田県）
・台風等の自然災害の影響により、需要が増加している。	 （コンクリートブロック製造　三重県）
・東京オリンピックの仕事から戻ってきた従業員が職場内勉強会を開き、東京での仕事のやり方等、作業
効率向上に向けた取組みも行っている。	 （看板製造　岡山県）
・大手ジーンズメーカーとデニム家具の試作開発を進めていたが、販売にめどがついたことから、事業展
開を図る。必要な設備について、補助金申請を行う予定である。	 （家具製造　岡山県）
・10月以降、消費増税に伴い大手工場が設備投資を鈍化させており、売上に悪影響が出ている。
	 （建築資材卸　滋賀県）
・大阪府内においては、2025年の万博までは建設業界多忙と予想している。	 （生コン、建材卸　大阪府）
・低燃費車やEV車の台頭により、採算が悪化している。一部ガソリンスタンドを閉鎖し、主要仕入れ先で
ある石油元売りの協力を得て小規模介護施設を開設した。	 （石油等小売　長野県）
・静岡にプロバスケットチームが発足し、NBAで日本人が活躍したことから、バスケットボール関連が
好調。	 	 （スポーツ用品小売　静岡県）

・フラワーアレンジメントの教室を開催して新規獲得するほか、商品を長持ちさせて在庫破棄を減らす努
力をしている。	 （生花一般　三重県）
・新型設備導入により、新規顧客を獲得。仕事量が増加しているが、働き方改革により労働時間を抑えね
ばならず、業務効率化の方法を模索中。	 （クリーニング　神奈川県）

（2）苦境、将来への懸念
・先日の豪雨災害で部品会社が被災したため、元受け企業から生産を一時停止してほしいとの依頼あり。
復旧のめどが立っておらず、納品できない製品が山積み状態となっている。	（農機具部品製造　新潟県）
・昆布を含め北海道の水産物が不漁で、仕入れ価格が上昇している。気候変動が影響しており、短期的な
改善が見込めない。	 （昆布加工　福井県）

・廃プラスチック問題に頭を抱えている。	 （プラスチックトレー製造　静岡県）
・地場産業の衰退に歯止めがかからない。業態転換等は、従業員も多く抱えているため大きなリスクが取
れないので検討できない。	 （瓦製造　兵庫県）
・台風19号による被害を受け、工場内の在庫が売り物にならない状態になった。12月中に機械は直る予定
だが、従来通りにまで回復するには時間がかかる。	 （米穀卸　静岡県）
・2018年の災害後の観光客激減から徐々に回復の兆しがあったものの、消費増税後に売上げが減少に転じ
た。販売先からの値下げ交渉に日々追われている。	 （土産物卸　岡山県）
・キャッシュレス化の弊害として、事務負担の増加、粗利の低下、代金回収サイトの長期化が起きている。
	 	 （タバコ、宝くじ小売　静岡県）
・消費増税に伴い、レジなど設備資金が必要となったうえ、顧客の購入単価が低下した。
	 （パン小売　広島県）
・台風19号の影響で売上げが減少。地元鉄道の再開通までは落ち込みが予想される。	 （旅館　長野県）
・地元大手企業の低迷を受け、手掛けていた工場の清掃受注を失ったことで売上げが減少している。リス
トラを進めて収益を確保している。	 （清掃業　三重県）
・年間9,000人位いた韓国人宿泊客が実質ゼロとなり、収益に大きく影響している。	 （旅館　山口県）
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※	本稿の地域区分のうち、関東は茨城、栃木、群馬、新潟、山梨、長野の6県。首都圏は埼玉、千葉、
東京、神奈川の1都3県。東海は岐阜、静岡、愛知、三重の4県。九州北部は福岡、佐賀、長崎の3県。
南九州は熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄の5県。

（3）特別調査のテーマ（2020年（令和2年）の経営見通し）
・新幹線の延伸や高速・高規格道路の工事が多いことから、向こう数年は安定して受注が発生する見通し
である。	 （生コン製造　北海道）
・オリンピック後の仕事の減少を予想し、従業員数を削減した。	 （建築材製造　静岡県）
・消費増税前の想定ほどは数字が下がらなかったものの、見通しには懸念を抱いている。
	 （管材、外構資材卸　宮城県）
・台風19号の影響により、店舗浸水や交通網障害などが発生したものの、一過性のものであり2020年の業
況見通しは明るい。人材確保が当面の課題。	 （観光土産品卸　長野県）

・消費増税前と受注の変動に大きな変化は見受けられない。戸建ての建築数に陰りがみられるため、在庫
管理を慎重に行う。	 （建築資材卸　静岡県）
・販売先である食料店でのキャッシュレスが進んだことで、販売量は増税前とほぼ変わらなかった。ポイ
ント還元終了後は予測ができない。	 （食肉卸　静岡県）
・訪日外国人によるインバウンド消費の影響はあるものの、国内市場はブライダル市場の縮小や消費増税
による節約志向が避けられない。	 （真珠、貴金属加工販売　三重県）

・消費増税の影響はないものの、2020年の見通しは少し悪くなると想定。	 （スポーツジム運営　静岡県）
・今後、ウィンドウズ7のサポート終了に伴う受注増が期待されている。	 （情報サービス業　岡山県）
・増税およびオリンピック後についても経営に懸念ない。新工場を建設する予定。
	 （プラント工事　千葉県）
・オリンピックや万博誘致などの影響から、観光業関係からの受注が非常に多く、ここ数年は続くと予想
している。	 （型枠工事　大阪府）

・以前はオリンピックごろには業況が上向くと見通していたが、現在は業況改善の見通しは立たないと感
じている。	 	 （不動産の売買・仲介　茨城県）
・2020年以降は景気が後退するとの先入観を持っている人が多いが、景気は大部分が人の「気」である。
購入する「気」が上向くように、政策企画を官民一体で発信していきたい。	 （不動産分譲　愛知県）

（4）その他
・東京オリンピックについては、海外からの観光客が浴衣を買うという見方がある一方で、警備員が東京
に集中してしまって地方の花火大会が中止となり、浴衣の需要が減少するのではないかとの見方がある。
	 （浴衣製造　静岡県）

・人手不足解消のため、外国人労働者のみならず、障がい者採用も検討している。	 （米菓製造　愛知県）
・台風15号の影響で受注が増加するも、材料が不足している。	 （アルミ建材等卸　千葉県）
・カタログギフトを販売しているが、一度単価を決めると1年間価格変更ができないため、仕入れの値上が
りが利幅の縮小に直結する。	 （海苔等食料品卸　新潟県）
・大阪万博開催に伴い、資材や機材が仕入れ困難になる可能性がある。	 （住宅サッシ外壁卸　滋賀県）
・消費増税に伴い、包装フィルムなどの仕入れ額が上昇したため、商品の値上げを検討している。税率の
内訳など、レジでの負担も増えた。	 （菓子小売　青森県）
・消費増税に伴い、販売価格を7～8％程度値上げしたが、売上の落ち込みはなかった。
	 （洋菓子小売　群馬県）
・韓国人客が減っているが、東南アジアからの旅行客が増えている。		 （旅館　北海道）
・従業員の福利厚生を図りたいと考えており、中退共や財形預金を検討している。
	 （内装仕上工事　岩手県）
・後継者がいないため、新規採用を控えている。M＆Aも視野に入れている。	 	 （土木工事　大阪府）
・業界全体が人材不足で日々多忙だが、それによって利益が増しているというわけではないように感じる。
	 	 （土木一式総合建設　岡山県）
・2018年の豪雨災害から1年経過し、人口が戻りつつある。地元に戻ってこない方から、土地を売りたい
との相談がある。	 （不動産仲介　岡山県）
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（キーワード）　�事業承継、ファミリービジネス、ファミリーガバナンス、同族経営、継続力

（視　点）
　中小企業経営者の平均引退年齢が、後継者確保の困難性などを背景に長期的な上昇傾向にあ
るなか、事業を継続していくうえでの事業承継問題の重要性をあらためて認識する動きが広
がっている。こうした背景のなかで、本年度は、年度間を通じて、「中小企業の「継続力」を考
える」を調査研究テーマとして取り上げている。
　本稿では、「中小企業の「継続力」を考える②	～ファミリービジネスの“後継者”としての意
識が醸成されるプロセスとは～」（信金中金月報2019年11月号）に引き続き、とりわけ近年脚
光を浴びつつある“ファミリービジネス”のガバナンス面に焦点を当てている。長寿企業が備
えているとみられる“ファミリーガバナンス”という切り口を中心に、企業へのヒアリング調
査も重ねながら「継続力」の源泉との関連性を探ってみた。

（要　旨）
⃝	一般に、ファミリービジネスのオーナー経営者といえば、すべて独断で意思決定している
のではないかといったイメージもありがちだが、実際には、経営に参画している親族役員
や後継者なども含めた協議を経て一定のバランスを保ちながら意思決定を進めていると
いった、いわば“ファミリーガバナンス”ともいえるような状況が相応に機能している
ケースも少なくない。

⃝	一方、「家族の協力」を重視するファミリービジネスの後継者は、経営の意思決定にかかる
プロセスなどにおいて“ファミリーガバナンス”の存在を認識することができれば、次代
を担う後継者は、それを「家族の協力」と受け止め、真の後継者としてのモチベーション
向上という好循環へつなげていけるという面もあるとみられる。

⃝	ファミリービジネスにおける“ファミリーガバナンス”の存在は、次代を担う後継者を生
み出す原動力であり、中小企業にとっての「継続力」の源泉のひとつであることは間違い
ないとみられる。　

調 査

中小企業の「継続力」を考える③
−ファミリービジネスにおける“ファミリーガバナンス”の力−

信金中央金庫 地域・中小企業研究所主任研究員

曽根　翔太

信金中央金庫 地域・中小企業研究所主任研究員

鉢嶺　実
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はじめに

　中小企業経営者の平均引退年齢は、後継者

確保の困難などを背景に長期的な上昇傾向に

あり（図表1）、事業を継続していくうえで

の事業承継問題の重要性をあらためて認識す

る動きが広がっている。こうした背景のなか

で、本年度は、年度間を通じて「中小企業の

「継続力」を考える」を調査研究テーマとし

て取り上げている。

　本稿では、「中小企業の「継続力」を考え

る②	～ファミリービジネスの“後継者”と

しての意識が醸成されるプロセスとは～」

（信金中金月報2019年11月号）に引き続き、

とりわけ近年脚光を浴びつつある“ファミ

リービジネス”のガバナンス面に焦点を当て

ている。長寿企業が備えているとみられる

“ファミリーガバナンス”という切り口を中

心に、企業へのヒアリング調査も重ねながら

「継続力」の源泉との関連性を探ってみた。

1	．ファミリービジネスの継続力に繋
がる“ファミリーガバナンス”

（1	）オーナー系企業の意思決定に垣間みえ

る“ファミリーガバナンス”

　（一財）商工総合研究所の調査によると、

中小企業の実質的な意思決定機関として「取

締役会」と回答した企業の割合は67.7％と、

「経営者のみ」という回答（20.0％）を大き

く上回っている。また、これをファミリービ

ジネスの概念に近い「オーナー系企業」に

限ってみると、「経営者のみ」という回答は

36.0％にも及び、「取締役会」（52.3％）を上

回る状況ではないものの、オーナー一族の経

営者が迅速に意思決定しているケースの多い

ことがうかがえる（図表2）。

　ところが、同じ調査で中小企業の意思決定

の方法をみてみると、「経営者が単独で意思

決定」という回答は、全体で5.5％、オー

ナー系企業に限っても8.7％に過ぎず、「意見

を参考にして専ら経営者が決定」や「メン

バーが議論後に経営者が決定」など、何らか

図表1　経営者の平均引退年齢の推移
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（歳）

（備考）中小企業庁『事業承継ガイドライン（2016年12月版）』をもとに信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成
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の形で“他者”からの情報のインプットも交

えて経営者としての判断（意思決定）を下し

ているようなケースが圧倒的に多いのが実情

となっている（図表3）。

　一般に、ファミリービジネスのオーナー経

営者といえば、すべて独断で意思決定してい

るのではないかといったイメージもありがち

だが、実際には、経営に参画している親族役

員や後継者なども含めた協議を経て一定のバ

ランスを保ちながら意思決定を進めていると

いった、いわば“ファミリーガバナンス”と

もいえるような状況が相応に機能している

ケースも少なくないものと推察される。

（2	）“ファミリーガバナンス”が生み出す後

継者のモチベーション向上

　一方、「経営者の世代交代」に焦点を当て

た2019年版の『中小企業白書』では、事業

承継を受ける側である後継者たる人材が、事

業を「継ぎたい」あるいは「継いでもよい」と

考える理由に着目した調査を実施している。

　これをみると、事業の拡大を指向している

「拡大型」の後継者の場合、「事業がなくなる

と困る人がいるから」あるいは「事業に将来

性があるから」といったような、本業にまつ

わる理由が回答の上位を占めている。これに

対し、現状維持を指向するタイプである「維

持型」の後継者に限ってみると、一転して

「自分の家族が協力的だから」という回答が

34.4％と最も多く、他のタイプとは異なる傾

向を示している（図表4）。

　長期的な事業の「継続力」を備えた老舗企

業（ファミリービジネスであることが多い）

の多くが、「事業の成長・拡大」よりもむし

図表2　中小企業の実質的な意思決定機関

20.020.0
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その他

図表3　中小企業の意思決定の方法
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多数決
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（備考	）図表2とも（一財）商工総合研究所『コーポレートガバナンスと中小企業』（2017年12月）をもとに信金中央金庫	地
域・中小企業研究所作成
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ろ「事業の長期存続」を指向する傾向にある

ことを勘案すれば（注1）、この「維持型」という

タイプの中にはファミリービジネス的な企業

が相対的に多く含まれているものと推察され

る。こうした「維持型」企業の後継者の視点

から見た「家族の協力」とは、前述したよう

な先代経営者による“ファミリーガバナンス”

と密接に関連しているのではないかと推察さ

れる。すなわち、経営の意思決定にかかるプ

ロセスに対し、ファミリービジネスといえど

もオーナー経営者の独断で決めているわけで

はなく、後継者本人はもちろんのこと先代世

代の経営幹部や従業員も巻き込みながら進め

ているような状況がみられれば（図表5）、

次代を担う後継者候補はそれを「家族の協

力」と受け止め、真の後継者としてのモチ

ベーション向上という好循環につながってい

くのではないかと思われる。

　ファミリービジネスの「継続力」の源泉を

探っていくうえで、“ファミリーガバナン

ス”の存在は、極めて大きなカギを握ってい

るものと推察される。

（注）1	．信金中金月報2010年8月号「「老舗」の経営が示唆するものは何か　－なぜ「老舗」は長く存続できるのか－」を参照

図表4　後継決定者が事業を継ぎたい・継いでもよい理由（事業承継後の事業規模に対する意向別）
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（備考）1	．事業承継後の事業規模に対する意向について、「拡大型」とは「新しい事業分野への進出・新商品やサービスの開
発をしたい」又は「新しい顧客・取引先を開拓したい」者を、「維持型」とは「現状を維持していきたい」者を、
「縮小型」とは「事業規模を縮小のうえ経営したい」者を、それぞれタイプ分けした。
2．中小企業庁『中小企業白書（2019年版）』をもとに信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成

図表5　先代経営者から後継者への事業承継

先代世代の
経営幹部と従業員

先代
経営者

後継者

（備考）　『ファミリービジネス白書（2018年版）』をもとに
　　　	信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成
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（3	）規模の大きなファミリービジネスにも

みられる“ファミリーガバナンス”

　ファミリービジネスについての統一的な定

義はないとされているが（注2）、仮にこれを

「創業家など親族の影響下にある企業（同族

企業）」と定義付けたとすれば（注3）、その対

象は、中小企業・小規模事業者に限ることな

く、わが国を代表するような大手企業もその

範疇に含まれると考えることができる（注4）。

　そうしたなかで、前述してきたような

“ファミリーガバナンス”が企業としての

「継続力」を支えているような状況は、中小

企業・小規模事業者のみならず、“規模の大

きなファミリービジネス”においても、その

存在を認識することができる（図表6）。

　例えば、“樫尾四兄弟”が1957年に設立し

たことでも知られるカシオ計算機㈱（本社：

東京都渋谷区、東証第1部上場）の経営を引

き継いでいる現社長の樫尾和宏氏は、日経

BP社「日経ビジネス」の取材に対し、創業

家がつくってきたものをいい形で継承しなけ

ればならないという使命感を抱きつつ、「た

またま自分が代表して社長をしているだけと

いう意識である」とも語っている。また、社

外取締役を迎えるにあたっても「経営のアド

バイスももちろんのこと、自分が間違ったら

いつでも代えてくださいということだ」など

とも語っており、前述してきたような“ファ

ミリーガバナンス”の精神を自ら率先して実

践しているような状況をうかがい知ることが

（注）2	．信金中金月報2019年8月号「中小企業の継続力を考える①」（p21）参照
3	．信金中金月報2019年11月号「中小企業の継続力を考える②」（p34）参照
4	．日本経済大学大学院特任教授の後藤俊夫氏が監修している『ファミリービジネス白書2018』によれば、ファミリービジネ
スの占める割合は東証第1部上場企業でも46.9％に及ぶとされている。

図表6　ファミリービジネスにおける“ファミリーガバナンス”（大手企業の事例）

カシオ計算機㈱	
（創業1946年）	
（設立1957年）

　現社長樫尾和宏氏は、創業家がつくってきたものをいい形で継承しなければならないという使
命感の下、親族が社内に複数名いる中で、「たまたま自分が代表して社長をしているだけ」とい
う意識を抱いている。「ファミリービジネスオーナーが『裸の王様』にならないように自分が仮
に間違ったとしても、正してくれる仕組みが必要である」と認識している。トップダウンの独断
ではなく、一族で力を合わせて経営力を強化し、創業期から幾多の危機を乗り越えてきた。

小林製薬㈱
（創業1886年）
（設立1919年）

　現会長の小林一雅氏は「同族同士で派閥ができる可能性がある」と指摘している。自身は弟で
ある豊氏に社長業をバトンタッチして会長になったが、「絶対に派閥ができないようにものすご
く気を使った」という。
　カリスマ性で経営を引っ張った一雅氏と、意見を聞くのが得意な豊氏は全く違うタイプの経営
者。週1回1時間、一雅氏、豊氏、一雅氏の息子で現社長の章浩氏と役員1人を入れたミーティン
グを開き、重要な課題を話すようにした。感情的にも「お互いが立て合って、相手を傷つけない
ように気を付けていた」と話し、一族の団結力を最優先に考えていた。

オタフクソース㈱
（創業1922年）
（設立1952年）

　オタフクホールディングスの現社長・佐々木茂喜氏は創業者の孫にあたる。孫は21人（社内
には8人）もいるが、「個の力は弱いから団結せよ」という意義でファミリー憲章を制定した。
　父は創業者（祖父）の後を継ぎ、父の後は父の弟である叔父3人が年長順に社長を務めた。　
　1人目はコンピュータ導入の推進など進取の気性に富むタイプ。2人目は製造畑で職人肌。3人
目は現在の会長で、営業出身で全国展開を推進した。兄弟の役割分担が明確で、ファミリービジ
ネスの力を存分に発揮した。
　佐々木社長自身、従兄弟たちと「一人一人は大きな器ではないため、みんなで協力して頑張る
しかない」と、年4回のファミリー会で食事会、勉強会を行っている。親族での初詣とお盆旅行
は50年ほど続いており、創業以来、事業承継等での揉め事はなく一族の団結力を維持している。

（備考）1	．創業、設立年はそれぞれの企業のホームページより引用。なお、オタフクソース㈱の創業・設立年は、グループ
を統括しているオタフクホールディングス㈱の創業・設立年を掲載
2	．日経BP「日経ビジネス」（2019年6月10日号）「知られざる実像、同族経営」、同『星野佳路と考えるファミリー
ビジネスの教科書』（2019年11月）などをもとに信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成
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できる（注5）。

　企業規模の大小にかかわらず、「継続力」

を発揮しているようなファミリービジネスの

多くは、先祖代々で継承してきた会社に対

し、親族関係者が愛着や思い入れを抱きつ

つ、損得勘定を超越して、会社を存続、繁栄

させていこうという共通認識が醸成されてい

るなど、まさに“ファミリーガバナンス”を

実践している状況にあると考えられる。

　こうした共通認識の下、親族関係者がそれ

ぞれの得意分野を活かして経営に参画しなが

ら力を合わせることで、事業の将来性を確か

なものとしていくと同時に、事業承継を円滑

に進めていける環境を作っているものと思わ

れる。

　以下、第2章では、一族の団結力で“ファ

ミリーガバナンス”を発揮しているような

ケースも含めて、代々にわたって事業承継を

成し遂げているファミリービジネスの事例を

紹介する。

2	．ファミリーガバナンスによって継
続力を発揮する中小企業事例紹介

（1	）有限会社岩切美巧堂（鹿児島県霧島市、

従業員11名）

　同社は、1916年（大正5年）に「岩切錫
すず

器
き

製作所」として創業したことに始まる、鹿児

島県霧島市で業歴100年超に及ぶ老舗企業で

ある。主力事業は鹿児島の伝統工芸品である

薩摩錫器（錫を原材料とした酒器、茶器、置

物などの日用品）の製造販売で、本社・霧島

市を中心に、同社製品は鹿児島市内、霧島市

内、指宿市内などのホテルや旅館、道の駅の

みならず、全国の百貨店、東京の「かごしま

遊楽館」（注6）等、全国で広く取り扱われてい

る。また、ふるさと納税返礼品として扱われ

る薩摩錫器の大半は同社によってまかなわれ

ているなど、鹿児島の伝統産業振興の一翼も

担っているような状況にある（図表7）。

（注）5．日経BP「日経ビジネス」（2019年06月10日号）「特集	知られざる実像　同族経営」参照
6	．東京・有楽町にある鹿児島県のアンテナショップで、薩摩錫器のギャラリー（販売所）も併設されている。

図表7　㈲岩切美巧堂の概要

同社の概要

法 人 名
代 表
所 在 地
創 業
社 員 数
事 業 内 容

有限会社岩切美巧堂
岩切	薫
鹿児島県霧島市
1916年（大正5年）
11名（パート含む）
薩摩錫器の製造

（備考）1	．写真（上）は岩切薫代表取締役	
　写真（下）は薩摩錫器工芸館
2．信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影
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　ちなみに、鹿児島県霧島市を代表する伝統

工芸品で、鹿児島県の伝統的工芸品にも指定

されている薩摩錫器は、明治以降どの家庭に

も数種類の錫器があるといわれるほどに、伝

統的生活文化の1アイテムとして、鹿児島の

庶民に親しまれてきた経緯がある。鹿児島市

内にかつて錫鉱山があったことから、錫器の

製造を手がける事業者は最盛期に10件以上

にも及ぶなど、地域の特性に根ざした産業を

形成していた時代もあった。

　同社においても、1933年のシカゴ万博へ

の出品、1962年の皇太子両殿下への献上

（図表8）、1984年の天皇陛下への献上などを

経て数々の賞を受賞し、地域のトップ企業と

して、常に業界をリードしながら100年以上

にわたって事業を継続してきた経緯がある。

　現在、同地で薩摩錫器の製造を手がける事

業者は、ほぼ同社のみとなりつつあるが、近

年のわが国の伝統工芸品を見直す動きもフォ

ローとなって、目下の業況は堅調に推移して

いる。

　現・代表取締役（5代目）の岩切薫氏（56）

（以下「岩切社長」という。）は、大学入学当

時は教員を志望していたものの、就職活動時

には一転して“家業”を継ぐ意思が芽生え、

知人のツテを通じて関西の大手錫器メーカー

に入社し、3年間、見習いとして勤務してき

た。そこでは、錫器の製造工程などの基本的

なことから、時間内に一定の品質、数量の製

品を完成させるなどの生きた生産管理を学

び、その経験は現在にも活かされている。そ

の後、父親（3代目）の経営する岩切美巧堂

に入社し、同社が脈々と受け継いできた製造

のノウハウを修得していく傍らで、全国の百

貨店や物産展、ホテル等への営業活動も行っ

ていた。近年では、市や県の伝統工芸品とし

てのPRや、旅行会社の体験ツアーを通じて

売上増大を実現するなど、同社の躍進に貢献

している。2016年には、会社創立100周年を

記念して同社敷地内に体験・体感型のミュー

ジアムショップ「薩摩錫器工芸館」を開設、

中学生の社会科見学や団体旅客の受入れなど

にも取り組んでいる（図表9、10）。そうし

た新しい活動の軌道化が見えてきた2018年4

月に、叔父（4代目）の跡を継いで代表取締

役となり現在に至っている。

　なお、現在の同社では、岩切社長を中心に

事業を推進しているが、製造現場を得意とす

る岩切社長の実弟（52）や、ホームページ

作成と営業活動を得意とする岩切社長の従兄

弟（46）も経営に参画している。また、先

代社長ら（岩切社長の父親など）も引き続き

製造現場の一翼を担うなど、同族企業として

の“チーム力”を存分に発揮している。岩切

図表8	　皇太子両殿下（1962年当時）に献上
された同社の錫器（レプリカ）

（備考）信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影
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社長の息子たち（大学生2名）も含めて、次

代を担う可能性を秘めた人材が層を成す同社

の躍進が期待されよう。

（2	）株式会社土用亭（栃木県鹿沼市、従業

員14名）

　同社は、1951年（昭和26年）に現社長・福

田輝雄氏（77）、（以下「福田社長」という。）

の父親・真澄氏（故人）が、栃木県鹿沼市の中

心街で大衆食堂「ますみや」として創業以来、

約70年を経て、現在ではうなぎ料理店「土

用亭」を営んでいる老舗の飲食店である。本

格的にうなぎ料理店を始めたのは1967年で、

愛知県西尾市一色町から仕入れた、裂きた

て、焼きたてのうなぎの提供にこだわりを

持っている。1990年に鹿沼市中心部から東

北自動車道・鹿沼IC（インターチェンジ）

近くの現在地へ移転し、同時に「土用亭」へ

店名変更して現在に至っている（図表11）。

　福田社長は、学校卒業後は、東京の証券会社

に勤務していたが、当時65歳の父・真澄氏

より店を継ぐよう懇願され、結婚を機に家業

を継いだ。そうしたなかで、福田社長は証券会

社在籍時に、勤務先の近くで食べたうなぎの

図表9　薩摩錫器工芸館のギャラリー

（備考）信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影

図表10　霧島市のメダル

（備考）信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影

図表11　㈱土用亭の概要

同社の概要

法 人 名
代 表
所 在 地
創 業
社 員 数
事 業 内 容

株式会社土用亭
福田	輝雄
栃木県鹿沼市
1951年（昭和26年）
14名（パート含む）
飲食業

（備考）1．写真（上）は福田桐子取締役
2．信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影
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味が忘れられず、大衆食堂「ますみや」を継い

でから間もなく、近隣の川で獲った天然うな

ぎを使った料理も提供するようになっていた。

　うなぎ料理を提供するにあたっては、父・

真澄氏の弟にあたる叔父が東京でうなぎ料理

店を営んでいたため、叔父から捌き方や焼き

方、タレの調合など、うなぎ料理店について

の基本的なことを学ぶことができた。その

後、独自に研究を重ね、うなぎのタレと白米

のタレを分ける等の工夫を加え、“秘伝のタ

レ”として今日の同店の人気を支えている。

　1990年には鹿沼IC近くの現在の場所に、

本格的なうなぎ料理店として移転し、新たな

店名を「土用亭」と改称して現在に至ってい

る。広い駐車場も擁している現在の店舗

（60席）は、近隣のゴルフ場帰りの顧客や地

元の常連客などを取り込みながら、業況は順

調に推移している。

　福田社長の次女で同社取締役の福田桐子氏

（47）（以下、「福田取締役」という。）は学校

卒業後、携帯ショップ勤務などを経て、25

歳で今の夫を福田家の婿養子として迎える形

で結婚すると同時に、夫（調理師）と共に家業

に入り、現在に至っている。2008年、36歳

で子育てが一段落したタイミングで、本格的

に“若女将”としてホールを切り盛りする傍

らで経営全般を担うようになっていった。当

時、苦戦していた店の収益を建て直すため、

テーブル席をメインにバリアフリーを取り入

れるなどの大規模改装を行った（図表12）。

家族連れを意識した小上がりや個室など、

様々な用途にも対応できるように変更し、最

大80人を収容できる宴会場を増築し、団体

客も受け入れ可能とした。同時に、「うな

ぎ」の大きなイラスト入りの看板を通り沿い

に立て、駐車場も広げることで鹿沼ICの利

用者を着実に取り込めるようになっていっ

た。うなぎをメインとしたわかりやすいメ

ニューに変更し、ホームページも立ち上げな

図表13　看板メニューのうな重

（備考）同社提供

図表12　「土用亭」の店内

（備考）信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影
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がら各種メディアの取材へも積極的に対応、

地元ラジオでCMも流すなど、劇的に経営を

好転させた経営手腕は内外から高い評価を受

けるに至っている。

　福田取締役は、学生時代から店を手伝って

いた経緯もあり、厳しい環境下でも家業を何

とか立て直したいという想いが人一倍強かっ

た。また、「父親（福田社長）のうなぎ料理

の味を幼いころから大変美味しく感じながら

育ってきた」と語っており、この味をより多

くの人に伝え、広めたいという強い想いが事

業意欲を根底から支える原動力となってい

る。その活躍ぶりは「栃木県女性経営者100

人すみれ会」のwebサイトでも紹介されてお

り、近い将来の代表取締役就任（事業承継）

も視野に入っている。

　次代を担う福田取締役は、今後も調理人で

ある夫や2人の大学生の息子たちとも適宜

連携を強めながら、家族の力で繁盛店とし

ての地位を確たるものにしていきたいと考え

ている。

（3	）日東香料株式会社（東京都目黒区五本

木、従業員7名）

　同社は、1969年（昭和44年）の創業以来、

約50年間、各種香料、シーズニング、食品

添加物、食品素材の開発、製造及び販売を

行っている（図表14、15、16）。

　香料には大きく分けて天然香料と合成香料

があり、複数の香料を独自の配合率で調合す

ることによって、新たな香りを作り出す事が

できる。同社は約50年にわたるノウハウの

蓄積によって開発された独自の調合香料を多

数保有しており、これが同社の大きな強みに

なっている。食品に使用される「フレー

バー」は実際の食品の香りをベースに創造し

たもので、菓子、飲料、パン、加工食品など

に広く使用され、製造後長時間経っても新鮮

な香りを保つ等、商品開発上欠かす事ができ

ない原料となっている。一方、シャンプー、

洗剤、芳香剤、香水などに使われている香料

は総称して「フレグランス」といい、天然に

は存在しない空想上の香りを作り出すことも

図表14　日東香料㈱の概要

同社の概要

法 人 名
代 表
所 在 地
創 業
社 員 数
事 業 内 容

日東香料株式会社
今井	佳代子
東京都目黒区
1969年（昭和44年）
7名（パート含む）
香料製造販売

（備考）1．写真（上）は今井清会長（左）佳代子社長（右）
2．信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影
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可能である。同社はフレーバー、フレグラン

ス双方の調香が可能であり、顧客の要望に合

わせた繊細な調香と、小ロット短納期対応、

確かな実績とノウハウによって支持を得てき

た。付随サービスとして始めた香料以外の食

品添加物や、機能性食品素材の卸売も好調

で、大手食品メーカーから小規模メーカーま

で幅広い顧客のニーズに対応している。

　同社は現・社長（3代目）である今井佳代

子氏（42）（以下、今井社長という。）の祖

父・今井惣寿氏（故人）が当時の勤務先（大

手化学メーカー）から分離独立し、香料メー

カーとして創業したのがその始まりである。

ちなみに創業者・惣寿氏は、会社設立当時の

社長方針として「1、今日の仕事を明日に延

ばすこと勿れ　1、段取りを考えて計画行動

せよ　1、見本の収集・迅速なる提出・連絡

確認、中間報告、最終報告を怠ること勿れ　

1、商品知識・努力・熱意・行動・反省・得

意先への感謝が成功の鍵なり　1、友愛・愛

社精神が即ち家庭の幸福なり」を掲げてお

り、今日においても社訓として引き継がれて

いる状況にある。

　今井社長の父親でもある2代目社長（現・

会長）の清氏（72）（以下、「今井会長」と

いう。）は、大学在学中に人手が足りないこ

とを理由に父・惣寿氏より懇願され、事業を

父と共同で行うことになり大学を中退して家

業に入った。学生時代よりおぼろげながら

「自分が継ぐ事になるだろう」という意識も

あったため、ごく自然な流れで家業の“手伝

い”へ入っていった。その後、今井会長が

35歳の時に父・惣寿氏が63歳で急逝したた

め、それをきっかけに事業承継することとな

る。今井会長は、弟2人とも力を合わせて研

究開発に注力することなどで着実に製品ライ

ンナップを広げ、現在では名だたる大手食品

メーカー等にとっても必要不可欠な存在と

なっている。

　今井会長の長女である今井社長は、大学卒

業後、幼少期から家業としてなじみのあった

バターやクッキー等の香りもイメージしなが

ら、いったんは同社に入社したものの、家業

独特の“甘え”を断ち切るため、その2年後

には某食品素材メーカーに転職、約6年間の

“修行”を経て32歳の時に同社に戻ってき

た。その後、将来の事業承継も視野に入れ、

図表16　同社の香料

（備考）同社提供

図表15　同社のエントランス

（備考）信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影
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事業に従事する傍らで大学院（夜間）にも通

いながら経営学を学び、2014年、開発・製

造を担う3歳年下の弟との役割分担も意識し

ながら37歳の時に3代目社長に就任した。

　ちなみに、勉強熱心な今井社長は、社長就

任直前のタイミングで、取引金融機関である

城南信用金庫の若手経営者育成塾「未来塾」

にも参加、自分と同じような境遇にいる若手

経営者との交流が、今日においても貴重な糧

となっている。「未来塾」に参加していた時

期は、まだ事業承継前であったため、他の参

加者の事業承継時の苦労話なども大いに参考

になった。今井社長は、自らの事業承継につ

いて、「未来塾への参加は、事業を引き継ぐ

決断をする上で大きな後押しとなった」と

語っている。また、「未来塾」の卒業生で構

成されるOB会にも積極的に参加しながら交

流を深める中で、経営者仲間との共同開発が

得意先である大手企業との取引拡大につなが

るなど、ビジネスの面でも具体的な成果を上

げられるような場ともなっている。今井社長

は、今後も「未来塾」などで得た人的ネット

ワークをフルに活用しながら、グローバルな

マーケットでの展開を一段と強めていく意向

で、今後の更なる躍進が期待されよう。

（4	）株式会社黒川商会・伊万里運輸株式会

社（佐賀県伊万里市､ 従業員160名〈グルー

プ含む〉）

　同社は、代表取締役（2代目）である黒川

隆太氏（68）（以下、「黒川社長」という。）の

父親が、1954年（昭和29年）、コンクリート

用細骨材（海砂）の採取販売や土木工事など

を手掛ける「黒川商会」を個人創業したのが

その始まりである。その後、この「黒川商

会」を軸として、同社の細骨材運搬を手掛け

る伊万里運輸㈱の設立（1968年）、自動車整

備業を営む㈱アイケイ自動車のグループ企業

化（1994年）更に木材輸送の波多津運輸

（有）の子会社化（2019年）など、企業グ

ループとして発展を遂げながら現在に至って

いる。

　現在の従業員規模は、グループ総勢で約

図表17	　㈱黒川商会・伊万里運輸㈱の概要

同社の概要

法 人 名
代 表
所 在 地
創 業
社 員 数
事 業 内 容

株式会社黒川商会		伊万里運輸株式会社
黒川	隆太
佐賀県伊万里市
1954年（昭和29年）
160名（グループ含む）
細骨材の販売、土木建設、運輸業

（備考）1．写真（上）は黒川隆太代表取締役
2．信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影
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160名にも及んでいる。その主な内訳は、細

骨材（海砂）の採取販売と公共土木工事を手

掛ける㈱黒川商会が約25名、細骨材、重機、

一般貨物、食料品などの運搬と給食配送事業

を手掛ける伊万里運輸㈱が約95名、自動車

整備、板金塗装、中古車販売などと併せて携

帯電話代理店も営む㈱アイケイ自動車が約

30名、波多津運輸㈲が約10名などとなって

おり、黒川社長が前出3社の代表取締役を務

めている状況にある（図表17〜21）。

　黒川社長は、大学の土木工学科を卒業後、

ひとまず中堅ゼネコンにエンジニアとして入

社した。しかしそのおよそ3年後、結婚を機

に父親（先代社長）の強い勧めもあって家業

へ入ることを決断した。黒川社長は長男で、

きょうだいは妹2人という状況にあったた

め、いずれは自分が家業を継ぐものなのだろ

うと考えていた。そのため、大学進学に際し

ても自らの意思で家業と関連した土木関係の

学科を選択しており、卒業後の就職先が中堅

ゼネコンであったことも「いつかは家業を継

ぐ」という思いがあってのことであった。

　入社からおよそ20年が経過した1996年、

当時77歳だった父親の後を受けて2代目社長

に就任（当時45歳）したものの、土木建設

業界をとりまく事業環境が極めて厳しい時期

にあたり、就任直後の2年間は赤字を余儀な

くされていた。バブル時代の営業手法で契約

を取りに行くスタイルには限界がみられたこ

ともあり、古参社員を中心にやむなくリスト

ラを断行、経営の抜本的な立て直しを図って

いった。今日に至っては同社と競合する企業

図表18	　伊万里運輸㈱が取得しているISO	
9001

（備考）信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影

図表19	　同社の主力であるコンクリート用細
骨材

（備考）信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影

図表20　伊万里運輸㈱のトラック

（備考）信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影

図表21　企業理念	

「いい仕事、味あるサービスで、
地域と自分に誇れる会社を創る」

（備考	）同社ホームページを基に信金中央金庫	地域・中小
企業研究所作成
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が少なくなっていることもあり、地域経済を

支える企業グループとして事業基盤を着実に

固めながら現在に至っている。

　黒川社長は、社長就任の以前から商工会議

所青年部の活動等にも積極的に参加し、そこ

で培われていく人々の「和」を重視してき

た。また、それらの活動の一環で事業計画や

経営計画を熱心に学んできたことを活かし、

毎年度ごとに同社の経営計画を自らの手で作

成、それを社員一人ひとりの目標と共有化し

ていくなど、経営意識を高められるような活

動にも精力的に取り組んでいる。ちなみに、

伊万里運輸㈱では、運送業では珍しいISO	

9001の認証を取得しており、黒川社長の経

営意識の高さがうかがえよう。

　黒川社長には3人の娘がいるものの、男性

社会の色彩が強い業種でもあることから、娘

たちへの事業承継は想定しづらいのではない

かと考えていた。また、こうした状況下に

あっても「事業を引き継いでくれる婿をも

らってほしい」という話へは展開させず、事

業の継続へ向けては、第三者への事業譲渡も

視野に入れざるを得ないと考えていた。

　こうしたなかで黒川社長の長女・亜紀子氏

が、結婚に際して自らの意思で「夫を婿養子

とし、家業の後継者候補として迎え入れて欲

しい」という旨を黒川社長（父親）へ打診、

黒川社長はこれを受け入れることを決断し

た。娘婿（黒川淳一氏（43）現・専務取締

役）は、もともと取引先の中堅ゼネコンに勤

めていたエンジニアではあったものの、経営

者としての能力が当時は未知数でもあったこ

とから、商工会議所や運送関係の業界団体の

青年部などへ積極的に参画させることなどで

“後継者育成”に努め、地元の経営者仲間と

の人脈が構築されていくなど、活動の成果も

目に見えるようになっていった。

　今日では経営計画の策定など中枢的な業務

の引継ぎも順調に進んでおり、近い将来の娘

婿への事業承継（実現すれば3代目）はほぼ

現実のものとなっている。

　今後へ向けては、次代を担う黒川専務を中

心に、運送業で培ってきたノウハウを活かし

た物流業務の拡充を軸に、更なる業務の安定

化を図っていく意向である。

（5	）株式会社大和三光製作所（東京都新宿

区西新宿、従業員約100名）

　同社は、現社長・大和輝明氏（71）（以下

「大和社長」という）の祖父・大和哲三氏

（故人）が1915年（大正4年）に創業して以

来、ほぼ一貫して各種工業用の乾燥装置、熱

処理装置、焼却装置および関連プラントの製

造を手がけてきた、業歴100年超の長寿企業

である。化学、食品、繊維、建材、電気電

子、その他幅広い産業分野に納入実績があ

り、国内では累計で約7,000基、海外では累

計約40カ国に約200基の納入実績を有してい

る（図表22）。

　例えば、同社の主力製品である乾燥装置

は、食品関連では某有名食品メーカーのス

ナック菓子やあられ、ふりかけ、インスタン

トラーメン、農産物、ペットフードなどの製

造工程で用いられている。また、食品や製紙
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の工場などから発生する各種の産廃汚泥や下

水汚泥等の熱乾燥処理も可能であり、シンガ

ポールの汚泥処理場に納入した実績もあるな

ど、社会インフラの一翼を担っている。な

お、日本初の本格的な器械製糸の工場である

富岡製糸場（注7）（群馬県富岡市）（図表23）で

も同社の乾燥装置が納入されていた実績があ

る。2014年に富岡製糸場が世界遺産に正式

登録された際には、同社の乾燥装置7台も含

めて世界遺産に認定されるなど、社会インフ

ラを担う長寿企業ならではのエピソードも持

ち合わせている。

　ちなみに、大和三光製作所の「三光」に

は、創業者である祖父・哲三氏の「太陽、

月、そして星の光」という意味が込められて

いる。哲三氏は、これらの光が人間社会にも

たらす深遠な意義を感じ取り、地球上の全て

の生物に平等に与えられる大きな恵みの力を

信じていた。そこで、社名に「三光」の名を

冠し、自分たちの進むべき方向を定め、事業

の運営を通して社会に貢献することが自分た

ちの生き方であるとの思いを表現した。

　なお、創業者の哲学は社訓「熱・誠意・努

力」として社内の各所に掲げられており、当

社の社名「大和三光」とともに創業者の思い

として受け継がれている。

　大和社長は、幼少期から工場が遊び場のよ

うなものだったことに加え、創業者である祖

父（初代）から、父（2代目）、叔父（3代目）と

事業承継が行われてきたため、自身もいつか

図表22　㈱大和三光製作所の概要

同社の概要

法 人 名
代 表
所 在 地
創 業
社 員 数
事 業 内 容

株式会社大和三光製作所
大和	輝明
東京都新宿区西新宿
1915年（大正4年）
100名（パート含む）
製造業

（備考）1．写真（上）は大和輝明代表取締役
2．信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影

図表23　富岡製糸場

（備考）同社提供

（注）7	．明治政府が掲げた「殖産興業」の一翼を担うべく、1872年（明治5年）に群馬県富岡市で操業した、世界最大規模の官営
の製糸工場。国産生糸の需要減少などから、1987年には操業を停止しているが、2014年6月には主要な建造物等が「富岡製
糸場と絹産業遺産群」としてユネスコの世界文化遺産に登録された。
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は事業を継ぐのであろうとの思いをごく自然

に抱いており、1971年の大学卒業後、その

まま当社に入社した。その後、本社経理や海

外営業などに従事しながら、技術畑だった叔

父の後を継いで1986年に4代目社長に就任し

た。社長就任当時は、自身を幼少期から知る

大先輩たちに囲まれ“お手並み拝見”といっ

た空気も感じられたが、結果的に多くの大先

輩たちが“よき師”としてサポートしてくれ

たことは大きな心の支えとなっていった。

　今後も引き続き大和社長体制の下で、当面

は現在の経営体制を維持しながらも、次代を

担う後継者については、海外事情に明るい大

和社長の長男（39）や、次男（38）のみな

らず、従兄弟も含めて社内でそれぞれの得意

分野を活かして活躍しているため、それぞれ

が候補者と言える状況にある。大和社長は、

後継者を自らが指名するのではなく、できれ

ば候補者間の合議で決定して欲しいとの想い

を抱いている。同社では今後も同族での経営

を軸としながらも、将来に向けてはおよそ

100名にも及ぶ全社員が力を合わせて事業を

継続、発展させていくことが必要と考えてい

る（図表24、25）。

おわりに

　本稿の冒頭でも指摘してきたような、ファ

ミリービジネスの「継続力」を探っていくう

えで極めて大きなカギを握るとみられる

“ファミリーガバナンス”の存在は、今回の

企業ヒアリングのなかでも随所にみられたよ

うに思われた。

　例えば、㈲岩切美巧堂（鹿児島県霧島市）

や日東香料㈱（東京都目黒区）あるいは㈱大

和三光製作所（東京都新宿区）のケースで

は、現社長を中心としつつも、代々の社長

（父親や叔父）や社長の兄弟、従兄弟、息子

たちなど、複数の親族がそれぞれの現場で活

躍し続けており、一般の企業（非ファミリー

ビジネス）にはみられない強い“団結力”の

ようなものが、事業の長期存続の原動力にも

なっているように思われた。さらに、㈱土用

亭（栃木県鹿沼市）や日東香料㈱のケースで

は、現社長の娘が自らの意思で積極的に“家

図表24　同社が入居する新宿三井ビル

（備考）信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影

図表25　同社の乾燥機

（備考）同社提供
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業”を継承しに行くスタンスが明確で、その

ような状況を生み出してきた親世代の経営ス

タンスの中に、後継者を生み出していく

“ファミリーガバナンス”と呼べるような何

かが息づいていたのではないかと思われた。

また、娘婿への事業継承が視野に入っている

㈱黒川商会・伊万里運輸㈱（佐賀県伊万里

市）のケースでは、業種柄、現社長の娘が自

らの意思で“跡継ぎを見つけてきた”という

ような形ではあるが、前出2社と同様に、社

長の娘をキーパーソンとした展開によって

「継続力」が発揮されており、ファミリービ

ジネスにおける事業承継のカギを握る“ファ

ミリーガバナンス”の存在を感じさせるもの

であった（図表25）。

　近年、“ガバナンス”といえば、「管理・統

治」という意味で使われることが多く、企業

経営のキーワードのひとつとしてしばしば用

図表25　ヒアリング企業にみる「継続力」の源泉	
「継続力」の源泉

～“ファミリービジネス”の強み～

有限会社岩切美巧堂
（薩摩錫器の製造）

　会社が健全で長く継続するためには、社長1人だけで判断するのではなく、複数名の
親族経営者による合議制で決議することにより、互いが納得したうえで業務を行うこと
ができている。さらには社長が会社を私物化しないことでガバナンスを効かせて、健全
な経営を持続し長期にわたって継続可能な事業とすることができている。また、親族で
得意分野を活かして力を合わせて経営を行うことで経営力、継続力の強化につながって
いると感じられる。

株式会社土用亭
（飲食業）

　社長の次女・福田桐子氏は、幼少期から家業で苦労する両親の姿を見ていたこと、学
生時代から店を手伝っていたことから、厳しい環境下でも家業を何とか立て直したいと
いう思いが強く、結婚については婿養子をもらう覚悟でいた。桐子氏は父親のうなぎ料
理を個人的にも大変美味しく感じており、この味をより多くの人に伝え、広めたいとい
う思いも事業を継続させている原動力となっていたと思われる。桐子氏は父親の仕事を
好きになろうと工夫する姿勢を感じさせ、職人気質が強すぎないことも事業承継のしや
すさにつながっていると思われる。飲食業界という変化の激しい業界においても、家族
で力を合わせて得意分野を活かして困難を乗り越えていることが継続力、経営力につな
がっていると思われる。

日東香料株式会社
（香料製造販売）

　事業継続の秘訣としては、創業者の急逝により、今井佳代子社長の父親が2人の弟と
力を合わせて様々な市場競争力のある商品を開発し、大手食品メーカーや加工メーカー
にとってなくてはならない存在となったことが大きく寄与している。
　今井社長は、幼少期から父親と叔父が香料の開発を行っている際に出てくるバターや
クッキー等の香料の匂いが忘れられないことや、祖父（創業者）に毎日が誕生日のよう
に可愛がられていたことなど、事業承継については会社に愛着と強い思い入れがあるた
め、損得勘定ではなく一族で力を合わせて会社を発展させていきたいと語っており、そ
れが今後の成長、発展の原動力になっていくとみられる。

株式会社黒川商会
伊万里運輸株式会社
（細骨材の販売、
土木建設、運輸業）

　黒川社長は、事業計画や経営計画を熱心に学んできたことを活かし、毎年度ごとに同社
の経営計画を自らの手で作成、それを社員一人ひとりの目標と共有化している。
　黒川社長には3人の娘がいるが、男性社会の色彩が強い業種で、娘たちへの事業承継は
想定しづらく、第三者への事業譲渡も視野に入れていた。しかし、長女・亜紀子氏から、
結婚に際して自らの意思で「夫を婿養子とし、家業の後継者候補として迎え入れてほしい」
という旨を打診され、受け入れる。婿養子を商工会議所の青年部などへ積極的に参画させ
ることなどで“後継者育成”に努め、中枢業務の引継ぎを行い、近い将来事業承継予定。こ
のように家族が力を合わせることが事業の承継、発展につながっている。

株式会社大和三光製作所
（乾燥装置等の製造）

　当社は代々、大和社長以外にも取締役や、技術者として親族が在籍しているが、製造
工程、経営判断等については親族と血縁関係のない役員も会議で、全員が自分の考えや
思いを主張し、方針を決定している。
　このように、1人の事業承継者の独断ではなく、多くの経営幹部や一般社員が協力
し、力を合わせ、風通しよく意見できることで、多角的に事象を検討することができ、
ガバナンスが効き、経営力、継続力が培われている。

（備考）信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成
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いられている。例えば“コーポレートガバナ

ンス（企業ガバナンス）”といえば、統治面

も含めた企業の管理体制のことを指すのが一

般的である。

　これに対して、“ファミリーガバナンス”

というキーワードは、ファミリービジネスと

いう概念が定まり切れていないのと連動し

て、まだまだ一般的には馴染みのない概念か

もしれない。しかし、「継続力」を発揮して

いるファミリービジネスに出会うたびに、

“ファミリーガバナンス”というべき何かが

そこに存在していることを確信する。そし

て、その中心的な役割を果たしているのは、

創業者を筆頭とした代々の経営者たちであ

り、その存在の大きさそのものが求心力を生

み、一族としての“まとまり”につながって

いるのは紛れもない事実であろう。

　ファミリービジネスにおける“ファミリー

ガバナンス”の存在は、次代を担う後継者を

生み出す原動力となっていることは間違いな

い。今後も引き続き、中小企業の「継続力」

というテーマを極めていくうえで、“ファミ

リーガバナンス”の存在も念頭に置きなが

ら、その解明に努めていくこととしたい。

〈参考文献〉
・落合康弘『事業承継のジレンマ　－後継者の制約と自律のマネジメント－』（2016年5月、㈱白桃書房）

・後藤俊夫『長寿企業のリスクマネジメント～生き残るためのDNA～』（2017年3月、第一法規㈱）

・後藤俊夫『事業承継と地方再生（「日経グローカル」連載記事）』（2018.4.2～2019.5.6、日本経済新聞社）

・後藤俊夫『ファミリービジネスの視点から見た事業承継』（信金中金月報、2019年11月号）

・一般財団法人商工総合研究所『コーポレートガバナンスと中小企業』（2017年12月）

・中小企業庁『事業承継ガイドライン（2016年12月版）』

・中小企業庁『中小企業白書』（2019年版）

・東京商工リサーチ『休廃業・解散企業動向調査』（2018年）

・日経トップリーダー・小野田鶴『星野佳路と考えるファミリービジネスの教科書』（2019年11月、㈱日経BP）

・日経ビジネス『特集　知られざる実像	同族経営』（2019.6.10、㈱日経BP）

・日本経済新聞社『100年企業　強さの秘密』（2019年6月）

・野村進『千年、働いてきました　老舗企業大国ニッポン』（2018年8月、㈱新潮社）

・ファミリービジネス白書企画編集委員会『ファミリービジネス白書（2015年版）－100年経営をめざして－』（2016年
1月、㈱同友館）

・ファミリービジネス白書企画編集委員会『ファミリービジネス白書（2018年版）－100年経営とガバナンス－』（2018
年5月、㈱白桃書房）
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（キーワード）　�働き方改革、ワークライフバランス、生産性向上、事業継続性、�
経営改革・革新、経営管理

（視　点）
　働き方改革の事項適用が順次スタートし、中小企業での対応も一定程度進んでいるようであ
る。もちろん、小規模事業者などの場合、あまり精緻なルール化をしていないことで従業員の
事情に応じた臨機応変で自由度の高い働き方を可能とし、人材の定着や多様な能力の活用など
につなげ、実質的に働き方改革を実践しているケースもあろう。しかし、認識不足や対応すべ
きかがわからない、対応はすべきだがどうしたらよいか分からないなど、やや混乱した状況が
多いようにみえる。このような場合、働き方改革を通じた生産性向上という本来の目的につな
がりにくいどころか、従業員にとっては時短ハラスメント、企業側にもコスト増などむしろマ
イナスの効果が懸念される。そこで、関連法対応のためにとりあえず形式を満たすような目先
的なHow	Toではなく、本来の目的である生産性向上、すなわち、企業の事業継続力ある稼ぐ力
につなげるためにどのようなことが根源的な部分で求められるのかについて、働き方改革に取
り組み、成果を上げている中小企業事例から考えてみたい。

（要　旨）
⃝	中小企業の働き方改革は、認識・理解不足、どう対応すればよいかわからない、形式的な
対応にとどまるなど課題がある場合が少なくないようである。しかし、働き方改革による
従業員の能力発揮は、生産性向上をもたらす重要なポイントである。

⃝	中小企業事例として、厳しい環境下ながら働き方改革による体制整備で店舗や配達機能な
どを生かし新たな付加価値創出を図る鹿沼相互信用金庫取引先の株式会社瀬谷新聞店（栃
木県鹿沼市）、約30年前からの徹底した働き方改革で高収益企業に変貌した建設機材レンタ
ルの拓新産業株式会社（福岡県福岡市）、経営革新を働き方改革で成し遂げ活力ある組織を
実現させた黒糖焼酎醸造の株式会社町田酒造（鹿児島県大島郡）の3社を紹介する。

⃝	上記3事例では、従業員を付加価値創出に不可欠な経営資源と認識し、特に近年は人口減少
や働き方への意識が大きく変わる構造変化の中で、働き易く能力を発揮できる労働環境を、
経営管理の結果を生かし業務のあり方にまで遡ってチェックして実現させている。　

調 査

中小企業の働き方改革を通じた生産性向上に必要なこととは
−働き方改革には経営改革・革新が不可欠−

信金中央金庫 地域・中小企業研究所主任研究員

矢口　有寿

信金中央金庫 地域・中小企業研究所主任研究員

藤津　勝一
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はじめに

　働き方改革の事項適用が順次始まってお

り、今後も、中小企業については20年4月の

罰則付きの「残業時間の上限」、21年4月の

「同一労働同一賃金原則」、23年4月には「月

60時間超の残業の割増賃金率引き上げ」など

が適用開始となる。大企業では対応が進み、

中小企業も従業員が同居親族のみの個人事業

など働き方改革への対応が必要のないところ

以外では、罰則のある項目を中心に一定程度

の取組みは行われているようである。ただ、

中には働き方改革の項目の名称や内容を認識

していない、対応が必要かどうかわからない、

必要だが何をすべきかわからないというとこ

ろもまだある。また、罰則があるから仕方な

くなど消極的で受身の対応になっている場合

にも注意すべき点がある。すなわち、働き方

にかかる業務の現状把握が不十分で対応の内

容が適切さを欠くと、業務遂行への支障や取

組みが時短ハラスメントを惹起するなど、む

しろ生産性やモチベーションを低下させ従業

員と企業の双方に逆効果となる懸念がある。

　ところで、経営環境の大きな変化に対し

て、中小企業も自社の付加価値の内容やその

効果的な創出方法、提供方法などを適応させ

ていくことが事業の継続発展に不可欠である

ことは言うまでもない。実際、人口の減少と

その構造変化、情報化、グローバル化などの

経営への大きなインパクトは、中小企業経営

者自身が強く感じているはずである。事業継

続に求められるのは、ニーズに相応しい価値

を効果的に創出すること、すなわち「生産性

向上（＝稼ぐ力の向上）」である。実は、従

業員の活性化を通じた「生産性向上」こそが

働き方改革の目的である。信金中金月報

2018年12月号『「働き方改革」を中小企業の

成長力強化に結び付けるためのヒント』での

中小企業3事例では、改革の成否のカギは経

営者の目的意識・意欲と現場重視の試行錯誤

で実効性を追求する姿勢にあった。

　そこで、まず働き方改革に関する中小企業

の対応についてのいくつかの調査結果で状況

を確認し留意点をみていく。その後、上記レ

ポートでの働き方改革の実効性のポイントを

踏まえ、相対的に取り組みの困難性が大きい

とされる受注産業の業種を含めて新たな中小

企業3事例を加え、どのように着手し取り組

むべきか、実効性・生産性向上に資する基本

的考え方のポイントをみていきたい。

1	．中小企業の働き方改革における懸
念と求められる生産性向上への姿勢

（1	）中小企業の働き方改革への取り組みで

の懸念

　図表1（注1）のような働き方改革の改正事項

（注）1	．働き方改革の事項・内容などについて、詳しくは厚生労働省「労働施策基本方針」（2018年12月28日）の	
「働き方改革を進めるための関係法律整備に関する概要」（https://www.mhlw.go.jp/content/000332869.pdf）
「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/	
0000148322_00001.html）
「時間外労働の上限規制」（https://www.mhlw.go.jp/content/00046185.pdf）
「年5日の年次有給休暇の確実な取得解説」（https://www.mhlw.go.jp/content/00463186.pdf）などを参照のこと。
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の適用が、中小企業と大企業別に一部開始時

期の差はあるが順次スタートしている。中小

企業には、19年4月に適用となった年次有給

休暇10日以上の保有者に対する年5日以上の

取得と、20年4月に適用となる罰則付きの残

業時間の上限規制が特に身近な事項とされて

いる。そこで、まずは対応の状況をいくつか

の調査でみてみる。

　まず、帝国データバンクの「特別企画：働

き方改革に対する企業の意識調査」（2018年

9月14日：調査対象のうち中小企業が79.7％）

では、「取り組んでいる（37.5％）」と「現在

は取り組んでいないが、今後取り組む予定

（25.6％）」という前向きな層が63.1％と、取

組みは進みつつあるようにみえる。

　さらに、図表2の日本商工会議所・東京商

工会議所が2019年1月9日に発表した中小企

業を対象とした「働き方改革関連法への準備

状況等に関する調査集計結果」（注2）でも、「対

応済・対応の目途が付いている」としている

（注）2	．調査期間は18年10月22日から12月3日、中小企業2,881社を対象とし回答企業数は2,045社（回答率：71.0％）、従業員規模
別の企業数割合は20人まで27.9％、50人まで58.9％、100人まで77.5％、300人までで95.8％

図表1	　主な働き方改革の事項と企業規模別適用開始時期

主な改正事項
適用時期

中小企業 大企業

年5日間の年次有給休暇の取得 2019年4月1日 2019年4月1日

勤務間インターバル制度の導入促進 2019年4月1日 2019年4月1日

産業医・産業保健機能の強化（労働時間の客観的把握義務を含む） 2019年4月1日 2019年4月1日

高度プロフェッショナル制度新設 2019年4月1日 2019年4月1日

フレックスタイム制の拡充 2019年4月1日 2019年4月1日

残業時間の上限（罰則付き） 2020年4月1日 2019年4月1日

同一労働同一賃金原則の適用 2021年4月1日 2020年4月1日

月60時間超の残業の割増賃金率引き上げ 2023年4月1日 2010年4月1日

（備考）1	．大企業の月60時間超の残業の割増賃金率引き上げは2010年4月1日に実施済み。
2．信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成

図表2　中小企業の働き方改革の準備状況
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（備考	）日本商工会議所・東京商工会議所『「働き方改革関連法への準備状況等に関する調査」集計結果』（2019年1月9日発
表、調査対象は中小企業2,881社、回答企業2,045社）より信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成



	 調　査	 39

のは19年4月適用の「年次有給休暇の取得義

務化」で44.0％、20年4月から適用の「時間

外労働の上限規制」で45.9％、21年4月から

適用の「同一労働同一賃金」で31.0％と、こ

の調査でも中小企業の取組みは一定程度進み

つつあるようだ。

　ただ、この商工会議所の調査では図表3の

ような認識不足を示す結果も出ている。すな

わち、「年次有給休暇の取得義務」につい

て、「名称は知っているが内容は知らない」

の18.9％と「名称も内容も知らない」の

5.4％を合わせて24.3％（従業員50人以下で

は33.9％）、その施行時期を「知らない」が

23.5％（同33.3％と3分の1）となっている。

「時間外労働の上限規制」についても、「名称

は知っているが内容は知らない」が33.9％あ

り、「名称も内容も知らない」の5.4％を合わ

せて39.3％と4割近く（同52.0％と過半）、そ

の施行時期について「知らない」が33.7％

（同44.0％）である。さらに、「同一労働同一

賃金」では「名称は知っているが内容は知ら

ない」の35.6％と「名称も内容も知らない」

の12.2％を合わせて47.8％（同59.6％とほぼ

6割）、施行時期を「知らない」が49.6％（同

61.4％）である。認識が不十分な中小企業経

営者も少なからず存在し、規模間格差がある。

　このような気にかかる点は、当研究所の調

査結果にもみられる。図表4は、全国の信用

金庫取引先約16,000先（従業員数20人未満が

約7割）を対象とした「全国中小企業景気動

向調査」の特別調査で、働き方改革への取組

みについて「現在取り組んでいる、あるいは

今後重点的に取り組もうとしている項目」

を、2017年1〜3月期調査と2019年4〜6月期

調査で比較したものである。「長時間労働の

是正（残業規制、有休義務化）」と「外国人

材の受け入れ」「何をやればよいのかわから

ない」は2017年1〜3月期調査より増加して

いる。特に、「長時間労働是正（残業規制、

有休義務化）」が17年3月期調査の25.4％から

37.4％へ12.0％ポイントもアップしており、

適用時期や罰則のある項目を優先させて取り

組んでいる合理的な行動の結果といえる。

「外国人材の受け入れ」も人手不足の深刻化

を映して7.1％とごくわずかだが前回比1.6％

ポイント増加している。

図表3　働き方改革の項目別認知状況

35.6%

33.9%

18.9%

12.2%

5.4%

5.4%

51.5%

60.4%

75.4%

0.8%

0.3%

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

同一労働同一賃金

時間外労働の上限規制

年次有給休暇の取得義務化 名称・内容ともに知っている

名称は知っているが
内容は知らない

名称も内容も知らない

知らない24.3%

0.3%
無回答

39.3%

47.8%

（%）

（備考	）図表2に同じ。



40	 信金中金月報　2020.2

　気にかかるのは、「何をやればよいのかわ

からない」の3.9％ポイントの増加と、上記

の「長時間労働是正」「外国人材の受入れ」

以外の項目で取組割合が軒並み低下している

点である。確かに、余裕のない中で優先度の

高い長時間労働の問題から取り組んでおり他

の項目は先行き実施する、あるいは既に実施

済ということもあるのかもしれない。しか

し、上記の認識の状況や「何をやればよいの

かわからない」の増加などからは、取組割合

が低下した項目について、実施済や先行き実

施することを視野に入れている中小企業が多

数あるとはあまり考えにくい。

　割合が低下した項目別の状況は、「女性・

若者が活躍しやすい環境整備」が36.7％から

22.9％と13.8％ポイントも低下、その他も

「高齢者の就業促進」は19.3％から15.3％、

「同一労働同一賃金など非正規雇用処遇改

善」は10.8％から8.2％、「病気治療、子育

て・介護と仕事の両立」は10.1％から5.9％、

「賃金引上げと労働生産性向上」（＝付加価値

向上）も34.0％から29.4％などとなってい

る。これらは、生産性向上という働き方改革

の本来の目的達成に関係する重要な項目であ

る。すなわち、従業員が事情に合わせた働き

方を選択しやすい環境整備や、そのための業

務の内容と方法の適正化、女性・高齢者・障

害者なども含め幅広い人材の雇用・能力の活

用、従業員の相互連携による多様な能力の発

揮、外部資源の効果的活用など、モチベー

ションが高くより付加価値を生み出す組織の

実現に関係する項目だからである。

　また、既に取り組んでいる中小企業におい

ても、現状の取り組みで一定の働き方の改善

があり、従前以上の付加価値創出（＝生産性

向上）が見込めるのならよい。しかし、不十

分な現状認識・分析に基づいていたり、罰則

や適用開始時期を意識して形式を整えること

を優先してしまった場合などは、取組みが形

骸化していないか注意が必要である。

図表4　働き方改革への取組み

3.1

7.6

10.1

5.5

10.8

19.3

36.7

25.4

34.0

25.4

2.7

4.4

5.9

7.1

8.2

15.3

22.9

29.3

29.4

37.4

0 10 20 30 40（%）

テレワーク、副業・兼業など柔軟な働き方

柔軟な転職支援、格差是正のための人材育成

病気治療、子育て、介護と仕事の両立

外国人材の受入れ

同一労働同一賃金など非正規雇用処遇改善

高齢者の就業促進

女性・若者が活躍しやすい環境整備

何をやればよいのかわからない

賃金引上げと労働生産性向上

長時間労働是正（残業規制、有休義務化） 2017年1～3月2017年1～3月
2019年4～6月

（備考）1	．信金中央金庫	地域・中小企業研究所『第176回全国中小企業景気動向調査：特別調査　中小企業における人手不
足の状況と働き方改革への対応について』より作成
2．最大3つまで複数回答
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（2	）中小企業が働き方改革に積極的に取り

組みにくい理由

　このように、働き方改革に取り組まない、

取り組めない、むしろ生産性やモチベーショ

ン低下となっていないかが懸念され、その理

由として以下のようなものが考えられる。

　①前述の商工会議所の調査結果にあるよう

に「名称も内容も知らない」「名称は知って

いるが内容は知らない」という認識や意識の

欠如、②一定の認識や意識はあるが情報や知

識の不足で実際にどう対応すべきかに窮して

いる、③残業時間の上限のような罰則がある

項目には仕
・

方
・

な
・

く
・

36協定（注3）締結と労働基準

監督署への届出などで形
・

式
・

は
・

整
・

え
・

対応した、

④人事面その他管理についての意識がやや希

薄なため感覚的な管理でルール化に消極的、

⑤売上確保や取引継続のためなど目先の対応

に追われ取り組む余裕などないという意識が

強い、⑥業務の属人性依存が大きいため手を

付けにくい、⑦ICTの活用や合理化設備導入

などで従業員の負担軽減や業務効率化をする

ことへの意欲・情報・知識・資金の不足、な

どである。

　①の経営に関する情報感度や意識がやや低

い層、②の意識はあるが具体的にどうすべき

か困っている層、⑦の中でも情報や知識、資

金面の問題については、行政や支援機関、金

融機関などが情報提供や専門家の紹介など具

体的なサポートにつなげる必要がある。

　③から⑦については、中小企業には余裕が

なく対応が難しい、自社には関係ない、中小

企業と大企業は違うなどの意識が強く、働き

方改革には積極的に取り組めない、取り組み

ようがないなどの考え方から抜け出せず、思

考停止のような状況ともいえよう。

　また、③のような受身の対応では注意すべ

き点がある。つまり、罰則に抵触しないよう

になど対応は進めていても、現場の実態把握

やそれを基にした業務遂行に支障のない具体

性・納得性のある施策、つまり業務のあり方

の適正化が欠けているなど、取り組み方の問

題である。こうした場合、表面的には残業が

減少し、休日の取得も増える。しかし、業務

の量や内容、実施方法などはほぼ従来通りの

ため、遂行に支障が出る。その結果、従業員

には残業代の減少の一方で、隠れ残業や仕事

の持ち帰りでの対応などが起こり、いわゆる

時短ハラスメントになりかねない。企業側も

業務遂行に支障を来たし、その対応のために

外注費などでコスト負担が増え生産性が低下

するなどもあり得る。

　また、CSR・SDGs（注4）などに取り組む大

企業などのサプライチェーンの中にある中小

企業は、これらの観点からも直接だけでなく

関節的な関係も含めて取引継続の条件として

「働き方改革」で問題のないことが求められ

ることも考えられる。この場合も、生産性向

上に結びつかなければ、③と同様にとりあえ
（注）3	．正式には「時間外・休日労働に関する協定届」という。労働基準法第36条により、会社は法定労働時間（1日8時間、週40

時間）を超える時間外労働及び休日勤務などを命じる場合、労働者が一人であっても書面による協定を結び労働基準監督署
に届け出ることが義務付けられている。時間外労働の上限時間が法的に定められており、厳密な労働時間の管理が不可欠で
違反に対しては罰則も設けられている。
4	．CSRとSDGsについては信金中金月報2019年10月号『事例に見るS

エスディージーズ

DGs（持続可能な開発目標）による中小企業の経営力強
化』を参照
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ずは凌いだとしても、生産性や競争力の低下で

事業の継続性に問題が生じる可能性が高まる。

（3	）従業員を貴重な経営資源として重視す

る姿勢がもたらす生産性向上

　確かに、業務量・内容・遂行方法などは従

来のままで、単純に残業削減や休暇取得など

を進めれば、業務に支障を来たし、貴重な経

営資源である「人」の疲弊や離職などを引き

起こすのは当然である。働き易い環境の整備

により、離職防止や活性化、意欲や能力のあ

る人材の採用・育成につなげ、自主性や向上

心を持ちモチベーションの高い従業員が存分

に能力を発揮でき、多様性を生かせる組織に

していく。その結果として、新たな発想やより

ニーズに合致し差異化され付加価値の高い製

商品・サービスを効率的に創出する生産性向

上がもたらされる。働き方改革の目的である

生産性向上（＝付加価値の増大）の実効性の

ためには、事業・業務について創出すべき価

値の明確化と現状の適切な把握、その結果か

ら効果的で無理のない業務遂行に向けての経

営改革・革新は必須といえる。中小企業経営

にとって厳しい現実があるからこそ、働き易い

環境の整備などで付加価値を高める絶えざる

改革・革新という経営者本来の役割が、事業

継続のためにより強く求められるはずである。

　信金中金月報2018年12月号『「働き方改

革」を中小企業の成長力強化に結び付けるた

めのヒント』で述べたように、一見遠回りの

ようだが、働きやすい環境整備がもたらす従

業員の主体性を伴った能力発揮や相互に事情

を考慮したモチベーションの高い働き方が、

生産性向上をもたらす重要な要素となってい

る。すなわち、業務の適正な量と質のコント

ロール、適切な人員配置や合理的・効果的な

業務配分、個々の従業員のスキルアップやモ

チベーションにつながる多能工化など人材育

成・能力向上、従業員相互の連携・協働など

で付加価値向上を図る仕組みの組織とするこ

とである。

　同レポートの中小企業事例3社では、持続

的な経営のために、従業員を目指す付加価値

を生み出す貴重な経営資源として重視する、

あるいは、働き方の理想を追求する姿勢が経

営者に共通してみられた。

　具体的には、データ入力やプログラム開発

の企業は、残業がなく個々の事情に合わせた

働き方ができる企業を徹底して目指した。納

得性が高く平等な人事評価に基づく完全時給

制による同一労働同一賃金をベースに、全員

を正社員化し自由出勤などを実現させた。働

き易い環境が高い能力の人材の採用や能力発

揮に結びつき、業務の質と顧客の評価を高め、

厳しい環境下でも黒字経営を継続する収益性

を生み出している。

　サイン・看板の企画施工企業は、目指す価

値の創出のために情報共有による進捗管理や

特定個人に偏重しない合理的な業務の割り振

りなどで生産性を向上させ、創造性の高い仕

事の実現と残業削減や休暇取得促進を両立さ

せた。

　事務機器販売企業は、ICTを活用しペー

パーレスやテレワーク、サテライトオフィスな
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どで自社の働き方改革と生産性向上を推進し

つつ、そのノウハウを生かした中小企業に相

応しい働き方と生産性向上を顧客企業にもた

らすソフト面の独自価値を事務機器やソフト

ウエア販売に付加した。また、自社オフィス

を働き方改革の成果を見せるショールーム化

し、属人化しやすい営業は組織的対応として

営業力を格段に向上させ、競合他社との大き

な差異化に成功した。

　いずれも、目指す価値のためにどのような

事業や業務のあり方が相応しいのか、そのた

めに「人」にどのようにして能力を存分に発

揮し持続的・効果的に働いてもらえばよいの

か、必要なルールや仕組みをそれぞれの企業

の事情に合わせて試行錯誤しつつ構築してい

る。図表5は、この3事例から事業継続性の

ある経営力強化の観点で基本的に重視すべき

と思われる6つのポイントである。

　もちろん、中小企業の場合、あまり精緻な

ルール化をしていないことがむしろ従業員の

事情に応じた臨機応変な対応につながり、働

き方の自由度を高め人材の多様な能力の活用

や経験豊富な人材の離職防止などにつながっ

ているケースもあろう。一見ルーズではある

が、こうした効果的対応も否定するものでは

ない。ただ、その場合も経営者の働き方への

理解や柔軟性・行動力と業務遂行の両立を考

えた適切な対応があるからこそである。

「人」という経営資源を経営者がどのように

価値創出に結びつけるかという根本的な部分

の考え方により、働き方への取り組み方は大

きく左右されるのではないか。

　次章では、こうした取組みでのポイントを

踏まえつつ、上記の当研究所の特別調査の結

果から、人手不足感が強く改革に取り組みに

くいのではと思われる建設関連など受注産業

の企業や、取り組み項目の割合として「長時

間労働の是正」に続き大きかった「賃金引上

げと労働生産性向上」や「女性・若者が活躍

しやすい環境整備」などの視点も含め、働き

方改革を積極的に進めてきた新たな中小企業

の事例を紹介したい。

2	．働き方改革による経営改革・革新
が付加価値を高める中小企業事例

（1	）株式会社瀬谷新聞店…働き易い環境整

備で新聞店の新価値創造にチャレンジ

　イ．企業概要

　当社は、栃木県足利市で有限会社瀬谷新

聞店を経営していた現社長の父親の瀬谷健

一氏が、店主が高齢化し後継者も不在と

なっていた鹿沼市の新聞店の営業権を引き

継ぐため、足利市の同社とは別に株式会社

図表5	　働き方改革の実効性のための基本的
な6つのポイント	

1 経営者の働き方改革への取組の目的と理由が前向
きで明確

2 従業員が懸念なく働き方の選択や休暇などの制度
を利用できるための配慮

3 業務の過度な属人化を廃し効果的に組織で成果を
上げられる体制構築

4 従業員にとっての取組目的・理由を理解（=従業
員が自分事として理解）し全社的な取組みとする。

5 従業員の自律的で責任感ある業務とプライベート
のタイムマネジメント

6 実効性向上のための制度等の適合性改善への継続
的な努力

（備考	）信金中金月報2018年12月号『「働き方改革」を中小企
業の成長力強化に結び付けるためのヒント』より作成
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瀬谷新聞店を2007年4月に設立したことに

始まる。09年には下都賀郡壬
み

生
ぶ

町に安塚

店を開店し、2店舗体制とした。新聞6紙

を扱い、鹿沼市のほぼ全域と壬生町の一部

をエリアに、配達部数は約6,000部、太宗

を占める鹿沼市でのシェアは20％程度で

ある（図表6、図表7）。

　前社長の急逝で11年に事業承継した現社

長は、新聞配達の地域密着という特徴のさ

らなる強化や単なる新聞配達にとどまらな

い多様な価値の提供で、事業基盤である地

域の活性化を担うプラットフォームとして

是非ともあってほしい存在を目指してい

る。このため、新事業の開始、他業種との

コラボレーションやビジネスマッチング、

地域・社会貢献の場とすべく18年に鹿沼店

を新築移転し、これを機に牛乳販売と2階

部分のレンタルスペース事業を開始した。

　併せて、地元情報を掲載する無料ミニコ

ミ紙「せやTOWN」の制作配布、店舗前

スペースを活用した地域コミュニティづく

りの場として春と秋に「せやマルシェ」の

開催、毎年夏に小中学生を対象に新聞を教

材として様々な事への関心を高め読解力向

上を図るNIE（Newspaper	 In	Education）

「せや塾」の開催、フィリピンなど東南ア

ジアを中心に貧しい子供達のために不要と

なった靴を回収してNPO法人を通じて送

る社会貢献など活動の幅を広げ、地域での

存在感を高めている（図表8から図表11）。

　社長は、当初は事業承継の意識はあまり

なかったとのことである。ただ、幼少期か

ら両親の苦労する姿をみてきており、いつ

図表6	　株式会社瀬谷新聞店の概要

当社の概要

社 名
代 表 者
所 在 地
創 業
資 本 金
年 商
役 職 員 数

事 業 内 容

株式会社瀬谷新聞店
代表取締役　瀬谷一世	（2代目）
栃木県鹿沼市下田町1-1021-20
2007年
100万円
2億8,200万円（2019年3月期）
46人（役員1人、正社員8人、パート・アル
バイト37人）
新聞販売、牛乳乳製品販売、レンタルス
ペース

（備考）信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成

図表7　瀬谷一世社長

（備考）信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影

図表8　店舗2階のレンタルスペース

（備考）信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影
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かは事業を継がなければという思いはどこ

かにあり、前社長の急逝に際し、周囲から

女性経営者の少ない業種だからこそ自分ら

しい経営をすればよいという背中を押す言

葉もあった。現在ではその言葉のように多

様な活動に積極的に取り組み、地元メディ

アなどにも頻繁に取り上げられる存在と

なっている。自らの活発な情報発信とメ

ディアによるパブリシティー効果は、「瀬

谷ブランド」の構築に大いに貢献している

と考えられる。

ロ	．働き方改革による構造変化への対応と

成果

　人口減少、ネットでの新聞購読やニュー

スその他の情報閲覧増加などで印刷物の新

聞離れが起き、その一方では配達人材の確

保難など、新聞販売業を取り巻く環境は厳

しさを増している。こうした構造的な変化

の中で、社長は新聞の価値を再度認識して

もらうこと、また、新聞販売店の店や人

材、配達ネットワークといった経営資源

を、前述のように様々な活動に活用して新

たな付加価値創造につなげ、果敢に事業継

続性を高めつつある。

　こうした活動のベースとして、財務面や

業務を効率的・効果的に進めるための体制

づくりは欠かせない。社長は就任前から経

図表10　せやマルシェ

（備考）株式会社瀬谷新聞店HPより

図表11　せや塾

（備考）株式会社瀬谷新聞店HPより

図表9	　新たな価値創出を目指す取組み	
項　目 内　容

乳製品の販売・配達 高齢者の健康維持を推進すべく2018年（平成30年）10月の本社移転を機に開始。現在
年間250先（月間売上高約80万円）の配達先を500先へ拡大を目指す。

せやTOWN（ミニコミ紙） 同社と愛読者を結ぶ架け橋として地元の身近なニュースや出来事を記事にし情報発信を
行っている。

せやマルシェ 春と秋に開催する青空市場。同社が地域のコミュニティの場として人と人を繋げるため
のイベントとして実施している。

せや塾

NIE（Newspaper	In	Education・学校などで新聞を教材として活用すること）の理解と浸透
を図ることを目的に小中学生を対象に毎年夏に開催している。NIEを通し、子供達がこれか
らの社会がどんなに変化して予測困難な時代になっても、自ら課題を見つけ、自ら学び、自
ら考え、判断して行動し、それぞれに思い描く幸せを実現させるために実施している。

社会貢献 不要になった靴を集め、東南アジアを中心とした世界の貧しい子供達に贈る活動を行っ
ている。地元住民の協力もあり、現在までに約2,000足以上を寄贈している。

（備考）信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成
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営数値などについて自ら確認し、課題など

を把握していた。前社長の急逝により11

年に実際に経営を担う立場になり、鹿沼相

互信用金庫への相談や社会保険労務士を積

極的に活用するなどして、財務体質改善や

無理・無駄・ムラがなく安全や健康、ワー

クライフバランスに配慮した働き方への改

革を進めていった（図表12）。

　当社では、設立時から社会保険労務士を

活用して人事労務規定は導入されていた

が、前新聞店時代から引き継いだ非効率な

配達体制や人手不足の状況からほぼ休みな

しの勤務が実情となっていた。そんな折、

本来休日であった配達員に急遽出勤を依頼

し、出勤途中に交通事故で亡くなるという

前社長時代の出来事が、働き方改革への本

格的な取組みの大きなきっかけとなった。

　勤務実態を正しく把握するため、配達員

に面談調査を実施したところ、テリトリー

の割り振りや配達ルートなどに問題が確認

された。そこで、配達員の週1回の確実な

休暇取得と配達時間は1日3時間までとい

う「基本に忠実」な本来の労働環境に改善

した。すなわち、配達員には兼業・副業と

いった人も多く他の仕事に無理や不都合が

及ばないようにすることなども考え、テリ

トリーやルートを効率的なものに見直し、

さらに業務量に見合った人員とするため配

達員3人の増員も行った。

　ただ、本来あるべき環境となったのだが、

労働時間減少は給与減ともなるため、中に

は理解が得られない配達員もいた。この点

について社長は、実際の収入減以外に急遽

若い社長となり、従業員とのコミュニケー

ション、信頼関係構築などの不十分さにも

原因があると考えた。そこで、足利市から

の通いをやめ鹿沼市に居を移し、配達業務

もいっしょにこなすなど約3年をかけて徐々

に信頼関係を構築し、適切な業務量とこれ

に見合った賃金、休暇が確実に取得できる

体制への理解を浸透させていった。3人の増

員でも人件費負担が増加することもなく適

切な労働環境で業務遂行が可能となり、入

れ替わりが多いとされる配達員の定着率も

向上した。しかも、業務中の交通事故が格

段に減少したことは大きな成果としている。

　一方、事務関係でも配達・集金はすでに

システム化されていたが、集金後の帳簿管

理が手作業で、毎月、事務職員が残業で対

応する実態があった。そこで、低コストで

帳簿管理が可能となるクラウド化のシステ

ムを導入した。これにより、作業量削減と

正確な事務処理が実現し、現在は配達と事

務の双方で基本的に残業はなくなっている。

図表12	　働き方改革への取組み実績	
項目 内容

①
配達員の1日3時間までの勤務と週1日休暇取得
という本来の勤務が可能な体制の確立（残業、
休日出勤なしへ）

② 帳簿管理のクラウド化により事務職員の残業を
ほぼ解消

③ 産休・育休の完全取得

④ 女性活用の促進（19年11月にパート2名を正社
員に登用）

⑤ 生活弱者（引きこもり者）雇用による自立支援
と配達員確保の両立（5人採用）

（備考）信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成
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　また、産休・育休は社長自らが取得し、

女性従業員の対象者も全員取得している。

さらに、女性従業員の能力・意欲を生かせ

るよう19年11月にパート従業員2名を正社

員に登用した。

　さらに引きこもりなど生活弱者を積極的

に雇用することも進めている。新聞配達

は、ルートを覚えればこうした人達が不得

手とする人との接触がなくとも業務をこな

せるため、彼らの自活支援と人手確保の目

的で、自治体や支援施設からの紹介でこれ

までに5人を採用し活躍している。

　こうした女性の活用、新聞を活用した

「せや塾」のような子供の教育、地域内の

生活弱者の能力を生かす活動などは、本業

に関連して社会課題の解決と事業の成立を

達成するSDGsの活動としても注目される

ものである。

　ハ	．従業員満足度向上で目指すさらなる体

制強化

　働き方改革に関連した取組みでは、生活

弱者支援・活用を生活保護受給者や介護な

ど事情に合わせられる働き口が見つからな

い人などにも広げることを検討している。

また、ベースアップの実施や、社会保険労

務士と相談しつつハラスメント等への対応

などを盛り込んだ就業規則の改定について

も現在進めている。

　事業環境が厳しさを増す中で、目標とす

る「地域で生き残る新聞店は、地域に一番

密着・浸透した新聞店」のためには、地域

に在ってほしい存在となる新たな付加価値

創出が必要である。そのための地域活性化

の様々な取り組みと、そのベースとなる

「人財力」を高める働き方改革が、今後、一

段と効果を発揮してくるものと期待される。

（2	）拓新産業株式会社…30年前からの徹底

した職場改革で高収益体質に変貌

　イ．企業概要

　当社は、福岡市早
さわ

良
ら

区の建設機材レンタ

ル業者である。藤河次宏会長が、大学卒業

後、建材商社勤務を経て1976年に建設機

材販売業として創業、85年にレンタル業

に転換した。役職員64人、年商は7億円

（2019年9月期）、具体的なレンタル商品は、工

事現場の足場を主力に、トイレ、ハウス、備品

などである（図表13、図表14、図表15）。

図表13	　拓新産業株式会社の概要

当社の概要

社 名
代 表 者
所 在 地
創 業
資 本 金
年 商
役 職 員 数

事 業 内 容

拓新産業株式会社
代表取締役　宮里	誠（2代目）
福岡県福岡市早良区早良2-10-6
1976年（1977年設立）
4,500万円
7億円（2019年9月期）
64人（役員3人、正社員51人、嘱託6人、
パート4人）
建設機材レンタル業

（備考）信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成
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　従業員であった現在の宮里社長は、藤河

会長の経営理念や経営方針を推進すべく事

業承継に手を挙げ、他の従業員の賛同も得

て18年7月に就任した2代目である。

　「わが社の繁栄と社員の幸せとの調和を

図り、地域の発展に寄与しよう」という経

営理念のもと、①「働きやすい職場環境」、

②「変化に耐えられる強靭な体質をもった

企業」、③「利益の一部を早良地区へ、平

成8年より継続的に寄付」という三つのベス

ト・バランスを常に重視している（図表16）。

　①はまさに働き方改革に関するもので、

図表16の当社の考えるベスト・バランス

とは、の最初の“社員にとって”の記述にあ

る「完全週休二日制・有給休暇の完全消

化・残業ゼロ・休日出勤ゼロ」を実現させ

ている。その結果が②や③に波及している

といえよう。

図表14　藤河次宏会長

（備考）信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影

図表15　レンタル用仮設機材置き場

（備考）信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影

図表16	　拓新産業株式会社の経営理念とベスト・バランス

当社の「経営理念」
“わが社の繁栄と社員の幸せとの調和を図り、地域の発展に寄与しよう” 
この経営理念の下、当社は、「ベスト・バランス」を常に心がけています。

当社の考えるベスト･バランスとは、

社員にとって、「働きやすい職場環境」を作る
当社は平成元年から、
完全週休二日制・有給休暇の完全消化・残業ゼロ・休日出勤ゼロを
実現させています。

将来も安心して、安定した生活設計が立てられる企業づくりを目指しています。

当社にとって、「変化に耐えられる強靭な体質をもった企業」（強い会社）

地域にとって、利益の一部を早良地区へ、平成8年より継続的に寄付
このことから早良商工会では、「地域社会福祉活動復興基金」として福祉事業へ取り組みが
開始されたほか、当社がきっかけとなり地域内で寄付の輪も広がりました。

これからも、この三つの課題を解決していきます。

（備考	）拓新産業株式会社HPより信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成
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　新卒採用では就職情報サイトなどには

いっさい頼らず、自社HPに採用説明会の

掲示をするだけで、魅力ある職場環境の効

果から毎年2〜3人程度の採用に対して数

百人の学生が応募してくる人気ぶりであ

る。女性の採用も進み、現在、役職員の

39％が女性となっている。

　創業以来一貫して黒字経営で、とりわけ

働き方改革を契機としたキャッシュフロー

重視の付加価値経営への傾斜が奏功してい

る。ちなみに、売上高は非効率な受注の削

減でピーク比2割程度減少しているが、逆

に利益は大幅に増加し、売上高経常利益率

では働き方改革をスタートさせた30年前

の2％程度からここ6〜7年の実績では12〜

15％という高い収益性をキープしている。

　ロ	．事業継続力向上のため魅力ある職場環

境に大改革

　当社の働き方に関する取組みは、創業者

である現会長がスタートさせたもので、そ

の粘り強く実効性を伴う継続的な取組み

は、（公財）日本生産性本部「ワークライ

フバランス推進会議〜生涯活躍と働き方改

革を実現する民間運動〜」の第8回ワーク・

ライフ・バランス大賞優秀賞受賞（2014

年）、経済産業省「ダイバーシティ経営企

業100選」選出（2015年）、人を大切にする

経営学会「第6回日本でいちばんたいせつ

にしたい会社大賞」（経済産業省および中

小企業庁の後援）審査委員会特別賞受賞

（2016年）など、外部からの高い評価にも

結びついている。

　働き易い職場と生産性向上を見事に両立

させ、注目される当社であるが、創業から

10年が経ち事業の内容をそれまでの足場

機材の販売からレンタルに転換した頃、新

卒採用の合同説明会に参加したものの、

ブースにはひとりも学生が来なかった。実

は、これが当社の働き方改革を通じた経営

革新のきっかけとなった。当時社長であっ

た藤河会長も、採用に際して一定の厳しさ

があることは当然承知していた。しかし、

学生がひとりも来ないという事態に大きな

ショックを受け、魅力ある企業にならなけ

れば将来がないとの強い危機感を持ったと

のことである。そこで、「一流の中小企業

を目指す」、すなわち、規模の拡大ではな

く働き易い環境で個々の従業員が能力を発

揮し活力ある質の高い企業の実現を決意

し、魅力ある職場環境にすることに本気で

取り組むことを社内で宣言した。

　具体的な取組みとしては、①まず年次有

給休暇の完全消化、②続いて完全週休2日

制、③残業ゼロ・休日出勤ゼロ、④女性社

員の育児休業の100％取得・全員復帰など

である（図表17）。もちろん、社内外での

抵抗もあり簡単に導入が進んだわけではな

く、施策の実施および実効性のために様々

な取組み・工夫がなされた。たとえば、有

給休暇取得促進のため、休暇理由の記載を

不要にし、消化率が低い従業員を朝礼で3

か月に一度社長自ら発表したり直接面談す

るなど、取得するのが当たり前となるよう
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社内の意識改革のために経営者の本気度を

伝えることに注力した。

　同時に、ただ休暇取得などを促すだけで

はなく、実際に社員が有給休暇を取得しや

すい業務のあり方への見直しや、コミュニ

ケーション活発化による良好な社内の関係

性構築、経営理念や目標共有のための仕組

みや工夫など環境整備を進めた。

　このために欠かせないのは、まず業務の

適切な実態把握に基づき、従業員に過剰な

負荷のかからない受注の量と質とする体

制、様々な無駄の排除、業務を効率的に行

うための従業員の相互補完・連携など、従

来からの仕事のあり方を徹底的に見直して

いった。もちろん、実効性と持続性のため

に重要な、従業員が十分に理解し自主的に

効率的な業務遂行に取り組むものにするこ

とも忘れていない。そのきっかけとして、

たとえば残業の原因となっていた書類作成

の過度な集中を、優先度に応じて支障のな

いものは翌日対応として分散するなど、細

かな改善の具体的な事例を積み重ねてその

効果を社員に見せていくことで、しだいに

従業員側からの主体的な改善策が出てくる

自主的な活動につなげていった。部門を跨

ぐメンバーでの社員の自主的な委員会活動

も、社内の課題解決や人材育成、相互理解

やスムーズな人間関係作りに寄与し、働き

易い環境づくりに役立っている。ダイバー

シティの観点では、女性活用で総務部の女

性の能力の効果的活用として仕入れや消耗

品、光熱費など経費の削減などを進め、こ

れが全社的なコスト削減にも波及した。

　産休や育休、介護休暇や急な休みでも業

務に支障が出ないよう、事務の女性従業員

は2〜3年で業務のローテーションを行い、多

業務対応が可能な人材育成を図っている。

加えて、育児休業からの復帰のしやすさにも

配慮し、15分単位で設定可能な時短勤務や

時差出勤、土曜日の交替出勤制の免除、子

供の看護休暇など支援体制を整備している。

　ところで、受注産業である当社でなによ

り困難性が大きかったのは、休日や時間外

の顧客対応をしないことに協力を得るた

め、断固たる姿勢を顧客に示すことであっ

たと思われる。受注する側が自らの都合を

図表17	　主な働き方改革の取組みとその実績	
主な働き方改革の取組み 取組実績

完全週休2日制への移行 90年から交替制の土曜休日、94年から土曜出勤者の水曜休業の導入により完全週休2日
体制を確立

年次有給休暇の完全消化
完全週休2日制とともに最初に当時の藤河社長が社内に実施を宣言して取り組み始め
た。朝礼で取得率の低い社員を発表するなど取得徹底に注力し、3年程をかけて浸透さ
せほぼ達成

残業ゼロ・休日出勤ゼロ 25年くらい前から取り組み、ほぼ残業ゼロを達成。水曜日のノー残業デーから始め、
業務効率化などでその他の曜日も全社員がほとんど定時退社、休日出勤も無し

育児休暇完全取得
「育児休業・介護休業ガイドブック」作成で周知、育休は復帰後時短勤務を15分単位で
設定可能とし、時差出勤、土曜交替出勤免除などの体制整備と相まって100％取得全員
復帰。介護休暇取得の社員も珍しくない。

（備考）信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成
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強く主張するなど、取引継続や売上確保の

力関係からすればとてもできないと考える

のが普通であろう。しかし当社は、実は収

益性悪化の原因となる休日の仕事や時間外

のレンタル機材の返却等は一切断ってい

る。もちろん、取引先には理由の説明と協

力要請は工夫して継続的に行っている。す

なわち、効率的でミスのない質の高い顧客

対応に十分に配慮しつつ、立場を考慮して

営業ではなく機材センターの人員が顧客の

現場を月に一度は訪問している。また、顧

客からの無理な要望など不合理な受注を回

避しやすい状況とするため、かつては1社

で売上高の10％以上を占める取引先も

あったが、現在は分散化で2％程度に抑え

ている。規模を追わず、自社の方針に合わ

ない無理な受注の排除が結果として収益性

の大幅向上・健全経営を実現させている。

　前述のとおり、当社は規模拡大ではなく

社員・会社・地域の3つのベスト・バラン

スで質が高く継続性のある経営を目指して

おり、売上高経常利益率が10％以上とい

う極めて高い収益性を実現させ、賞与など

で従業員に報いている。課題の根源を見据

えた表面的ではない働き方改革への取組み

が、働き易さと効率的な業務推進で生産性

を大きく向上させているのである。

　ハ	．働き易い環境による持続可能なビジネ

スモデルのさらなる強化を目指す

　今後も、少子高齢化により人材の問題が

経営上最大のポイントとの認識で、適切な

現状把握や事業環境を考えた財務シミュ

レーションなどで、継続性を検討・確認し

つつ経営力の源泉である人材の働き易い環

境の維持向上を重視していく。規模を追う

のではなく当社の強みであるモチベーショ

ンが高く質の高い人材を生かし、中小規模

に相応しい無理のない効率的で付加価値の

高い事業展開のさらなる推進である。

（3	）町田酒造株式会社…働き方改革での従

業員活性化がもたらす経営革新

　イ．企業概要

　当社は、91年発売の「里の曙」ブラン

ドで知られる鹿児島県奄美大島特産の黒糖

焼酎（黒糖焼酎の製造は奄美群島に限られ

る）のメーカーである（図表18、図表19、

図表20）。ボトルのラベルに栃木県栃木市

出身で、奄美に移住しその自然を描き日本

図表18	　町田酒造株式会社の概要

当社の概要

社 名
代 表 者
所 在 地
創 業
資 本 金
年 商
役 職 員 数
事 業 内 容

町田酒造株式会社
代表取締役　中村安久（8代目）
鹿児島県大島郡龍郷町大勝3321
1983年（有限会社石原酒造取得）
2,000万円
20億4,900万円（2019年3月期）
64人（役員7人、正社員52人、パート5人）
黒糖焼酎醸造

（備考）信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成
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のゴーギャンとも称される日本画家、田中

一村の日本画を使用したものもある。

　当社は、戦前より「住の江」という銘柄

名で焼酎を製造し83年に有限会社となっ

た石原酒造を町田實孝氏が経営する株式会

社町田建設が88年に買い取り、91年3月に

現在地に移転し新工場での操業を開始し

た。同年4月に株式会社化、11月には現社

名の町田酒造株式会社に商号を変更した。

　里の曙は、通常より黒糖の使用割合を増

やし、黒糖焼酎で初めての減圧蒸留の採用

と3年貯蔵による雑味がなくまろやかで

スッキリとした口当たりで従来のイメージ

を一新し、島外を含めて広く人気を集める

ことになった。18年5月の「ロサンゼルス

国際スピリッツコンペティション」で「里

の曙	ゴールド」「里の曙	原酒」「NANKAI	

SYOCYU」の出品した3商品が全てゴール

ドメダルを受賞し、なかでも「里の曙	ゴー

ルド」は焼酎カテゴリー部門最高評価の

「BEST	OF	SHOCYU」となった。翌19年

も3月の「ベルリン国際スピリッツコンペ

ティション」において「里の曙」が金賞、

「里の曙	ゴールド」が銀賞を受賞した。さ

らに、4月にパリで行われた女性のワイン

のプロが審査する「フェミナリーズ世界ワ

インコンクール2019」ではリキュールで

「奄美たんかん酒」が金賞と、相次いで受

賞歴を重ねている。

　研究開発室も設け専門スタッフを3名配

置し、製造品の成分分析など品質管理の徹

底や新商品開発などブランド力を支える製

品造りに大きな力を注いでいる。さらに、

国内だけでなく国際展開の強化のため、

19年4月には国際的な食品衛生管理手法

「HACCP」（ハサップ）の認証を取得し、

現在はより要求水準の高い食品安全マネジ

メントの認証規格FSSC2200の取得を目指

している。環境面でも発生する焼酎粕をリ

サイクルプラントで飼料や肥料にし、排水

も浄水設備で処理する徹底ぶりである。

　ロ	．働き方改革を通じた従業員の意識改革

による経営革新

　当社は、強いリーダーシップを発揮して

いた創業者でもある町田實孝社長が13年

図表19	　18年12月完成のレセプションホー
ルのショップで中村社長と女性社員

（備考）信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影

図表20　主な製品

（備考）町田酒造株式会社HPより
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に急逝し、その後、経営の方向性が定まら

ず、やや混乱状態となっていた。働き方改

革による経営革新の立役者である現在の中

村社長は、金融機関の支店長として当社を

取引先としていたが、この時は既に奄美大

島の支店からは異動していた。ところが、

創業社長夫人からの信任が厚く、経営の混

乱収拾を懇願され、意を決して金融マンか

ら当社社長に転身したという経緯がある。

当然ながら、いきなり金融マンから経営者

として全責任を負うには相当の覚悟が必要

であったものと推察される。ただ一方で

は、金融機関時代の人事部での人事課長と

しての勤務経験や、多くの企業経営者を見

てきたこと、また、社長は公益財団法人日

本生産性本部の認定経営コンサルタントの

資格も有し、外部の目線で企業経営を冷静

に見られたことが社長の言う「第二創業」

と位置づける経営革新に大いにプラスに

なったと考えられる。

　遊休資産の処分による負債圧縮や低利融

資への借換え、過剰在庫圧縮のため新規焼

酎製造の一時停止、費用対効果を考えた広

告宣伝費の削減、出張経費の定額支給から

実費支給への変更や割安なパック旅行商品

の利用などによる節減、役員出張時の日当

全額廃止、設備投資や経費支出に際しての

3先以上への相見積もり徹底などを断行し

た。環境が厳しさを増す中で、経営の混乱

からそれまで手が付けられていなかった。

　さらに、これらにも増して注目されるの

が、矢継ぎ早の「働き方改革」施策の導入

である。その目的は、従業員が能力を存分

に発揮できる働き易い環境整備を通じた意

識改革・活力ある企業文化醸成にある。中

村社長は、経営参画こそ働き方改革の柱と

位置付けており、現在では委員会活動を通

じて従業員が主体的に課題解決に取り組む

など、仕事を「自分事」とする意識の醸成

が変化対応力のある活性化された組織の推

進力となっている。

　こうした積極的な取組みの背景には、中

村社長の金融マン時代の人事部を含む経験

や知識・ノウハウがある。加えて、奄美群

島では役所や金融機関など一部を除くとま

だ週休1日が普通といった状況で、従業員

の健康や生活の安定、能力を十分に発揮し

主体的に事業に貢献できる働き方との

ギャップを強く認識していたと推察される。

　図表21は主な実施施策の取組内容であ

る。16年4月の社長就任早々、隔週週休2

日制の2か月の試行を行い、従業員や取引

先等の関係者から苦情や不都合とする意見

はなく、6月には就業規則の大幅改定を機

に完全週休2日制（年56日の休日増）の実

施に踏み切った。各職場での業務効率化・

創意工夫により残業や休日出勤が増加する

ことなく完全週休2日制を達成した。これ

だけでも従前と比較すれば働き易さと生産

性は大きく向上しているが、この就業規則

改定では、図表21のように有給休暇の半

日単位・時間単位取得や兼業･副業の推奨

以外にも配偶者出産時特別休暇制度（有給

で2日）、育児休業当初5日間有給制度、自
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己啓発支援制度なども取り入れられた。さ

らに、同年10月に育児休業期間等の法律

上の規定を上回る期間や回数の付与、慶弔

見舞金規定改定で結婚祝い金や出産祝い

金・災害見舞金その他の提供を開始、12

月には女性の積極活用としてベテラン非役

職女性従業員2名の管理職登用と営業企画

職に初の女性従業員登用を行った。

　続く17年は、4月に創業以来の大幅な給

与規定改定を実施し平均7.71％、1人平均

月額2万円の賃上げを実施するとともに、

多くの従業員を役職に就け、初任給も地元

金融機関と同水準とした。さらには、子育

て支援手当ての拡充、有給の人間ドック休

暇制度やバースディ休暇制度導入、インフ

ルエンザ予防接種全額補助、労働災害補償

上乗せ保険加入、パートタイマーの希望者

を正社員に登用する制度を導入。続いて、

10月には定年を60歳から70歳へ大幅延長、

県内企業初となる育孫休暇制度なども取り

入れた。18年には退職金制度全面改定で、

支給額を職位に応じて従来水準の1.49倍か

ら2.13倍に拡充した。このように、次々に

従業員の生活や働き易さを改善、働きがい

やモチベーションの向上を図る施策を実現

させていった。

　もちろん、会社としてはコスト増にもな

るが、業務の効率化や経費節減とともに、

働き易い環境整備による主体性を持った従

業員による生産性向上、業容拡大などの経

図表21　主な働き方改革の実施施策	
実施時期 項　目 実績等

2016年

6月

4月から2か月の隔週週休2日の試行を経て完全
週休2日制 残業、休日出勤など副作用なく完全定着

兼業・副業禁止規定を廃止し推奨・積極促進 12名が活用

有給休暇半日単位・時間単位取得制度 取得者多数

自己啓発支援制度 業務上必要な免許・資格等を合格取得の場合、受
験料・旅費・登録料等と報奨金を支給。7名受給

10月 法律に定める期間や条件を上回る育児休業期
間、介護休業期間、子の看護休暇回数付与制度 取得者はまだなし

12月 女性の管理職登用 2名を初登用し、月額給与は10万円以上アップ

2017年
4月

職能資格給導入 給与規定改定の中で成果・能力主義人事制度のた
め導入。主任・係長・課長代理を多数発令

大幅賃上げの実施（平均7.71%アップ） 給与規定改定の一環で月額給与を平均7.71%アップ

初任給制定（地元金融機関並みへ） 地元金融機関と同水準の初任給

子育て支援手当て拡充 第1子8,000円、第2子6,000円から1人当たり8,000
円で人数打ち切りなし

パートタイマー正社員登用 希望者は全員150時間の研修・訓練後に正社員に
登用。これまで1名の実績

10月 定年延長 60歳から70歳へ大幅延長、適用者2名

2018年 4月 退職金制度全面改訂
最終職位により従来の1.49倍から2.13倍へ。30歳
中途入社、60歳で退職と仮定して職位により
1,200万円から1,500万円程度

（備考	）町田酒造㈱資料より信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成
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営革新効果が大きく上回っているというこ

とである。

　これらの取組みは、2018年に鹿児島県

知事からの県内企業初の「かごしま働き方

改革推進企業」の認定と奄美群島企業初の

「女性活躍推進優良企業」として表彰、鹿

児島県労働局からこれも奄美群島企業初の

「ベストプラクティス企業」選定などに輝

いている。当然、新聞その他で取り上げら

れるケースや、中村社長がセミナーの講師

などに招聘されることも多く、パブリシ

ティ効果もかなり大きいと考えられる。

　ハ	．グローバル展開も目指すダイバーシ

ティ経営

　当社は、23年3月期に年商28億円（19年

度予想比20％増）、当期利益で1億2,000万

円（同50％増）を目指している。19年4月

から販促活動を北海道から東北へ、続いて

北関東、沖縄でも開始し、通販関連業者と

の関係強化も推進している。一方、輸出で

は17年10月にロサンゼルス、18年4月に中

国、さらにマレーシアへも展開する。働き

方改革の効果で、人材採用ではUターンに

加えてIターンによる他県出身者、大学院

卒でTOEIC900点台の語学堪能者、大手百

貨店の外商経験者、19年1月には米国ユタ

大学化学工学科で微生物や醸造を専攻した

米国人も入社と、多様性やグローバルなダ

イバーシティ経営が実現しつつある。さら

なる事業継続力のアップに向けて、働き方

改革による多様な人材獲得、能力と自主性

を生かす人材育成・活用が大きな力を発揮

している。

3	．働き方改革での企業と従業員の
Win-Winの関係による事業継続力

（1	）働き方改革は構造的変化対応として極

めて重要

　前章で積極的に働き方改革、あるいは働き

易い環境整備への取組事例での経営者の考え

方や具体的取組をみたところで、第1章でも

みたような中小企業で働き方改革が進まな

い、進みにくい、形式的にとどまるなどの状

況と比べてどうであろうか。

　中小企業は法定労働時間を超える場合は書

面協定が必要という「36協定」の締結率の低

さなどにもみられるように人事や労使問題へ

の意識の不十分さがあるといえないだろうか

（図表22）。中小規模の厳しさ・事情はあるに

せよ、とかく売上高や目先対応に直結するこ

とを優先させるあまり、中長期的な視点や人

事・労務・財務面その他の適切な経営判断に

必要な現状把握、最低限のルール化などが不

図表22	　特別条項付き36協定の締結状況と延
長時間

従業員数 締結割合

全体 40.50%

1〜9人 35.70%

10〜30人 45.60%

31〜100人 52.50%

101〜300人 68.10%

301人以上 96.10%

（備考	）厚生労働省『平成25年度労働時間等総合実態調査』
より信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成
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十分となりがちである。また、受注産業など

で立場が弱いため取引確保・継続のためには

不採算や長時間労働につながる不合理な要求

にも対応せざるを得ず、働き方改革は進めに

くいという強迫観念といえるようなものもあ

る。こうしたことの結果、働き方改革に取り

組んでいる場合でも、仕方なく、もしくは形

式的などとなりがちである。経営者が、従業

員には残業削減や休暇取得などのメリットは

あるが、企業側にはコスト増や売上減少など

負担を強いるものでしかないといった認識を

している場合も少なくないと推察される。

　本稿の事例3企業の経営者における働き方

改革に対する理解や行動は、こうしたものと

は全く逆である。すなわち、働き方改革が形

式的で業務の見直しを伴っていないと、従業

員と企業の双方にとって効果は見込みにく

い。根本的な経営課題に遡っての事業のあり

方の見直しや業務の棚卸をし、無理・無駄・

ムラの排除と働きやすい環境を通じた従業員

の効果的・効率的な能力発揮につながる仕組

みを再構築する。これにより、評価される付

加価値を効率的に創出し、生産性向上で事業

継続力を高めることを目的として取り組まれ

ている。働き方改革などと言われるまでもな

く、事業の継続発展のために不可欠なことと

して主体的に、そして組織全体を巻き込む形

で推進されている。しかも、3社は経営に余

裕があるから取り組んだわけではない。むし

ろ厳しい状況だからこそ取り組むべきと考え

るがゆえに、実効性を追求したものになった

といえる。

　また、働き方改革の目的として忘れてはな

らない重要な理由がある。信金中金月報

2018年12月号『「働き方改革」を中小企業の

成長力強化に結び付けるためのヒント』でも

述べたように、人口減少など構造的変化への

対応である。これは中小企業も既に実感し、

不可避のものである。拓新産業株式会社の藤

河会長が、新卒採用の合同説明会で自社ブー

スに学生がひとりも来なかったことに大きな

ショックを受け、このままでは将来はないと

感じて働き方改革に着手したのは約30年前

である。現在の人手確保の難易度はその当時

よりかなり高いはずである。重要な点は、

30年前のような人口増加時とはまったく逆

に、現在は人口減少、とりわけ生産年齢人口

が急速に減少する変化の中にあり、これは

10年や20年で解決するような問題ではない

ということである。つまり、働き方改革関連

法への対応という以前に、さらなる人手確保

の深刻化が予想され、一方で労働環境・働き

方に対する考え方も大きく変化していること

を十分に認識しておく必要がある。生産性向

上を通じた事業継続性向上には、機械化や

ICTの効果的導入などもあるが、人材の採用

と「人財」として能力を高め、変化に対応し

た付加価値向上に主体的に寄与するような育

成・活用がカギを握ることになる。事情の変

化に応じて一定の働き方の選択が可能で、過

度な負担を強いることなくワークライフバラ

ンスが実現でき、自らの成長期待が持て、コ

ミュニケーションによる相互理解や協同によ

る効率的で変化対応力のある組織が求められ
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ている。

　人手不足の中で、既に採用では企業が人を

一方的に選ぶ時代ではなく、むしろ、企業側

が選ばれる時代といえる。求職者や従業員に

とって事情に合わせた働き方が選択できる意

味は大きく、必ずしも給与水準が求職者の企

業選択での最大要因ではないことは、中小企

業の有能な人材採用と活用に大きなチャンス

とみることもできる。それでも現実には中小

企業が働きやすい環境を積極的に整備できる

程甘くはないという意見もあろう。しかし、

本当に改善の余地はまったくないのか。多様

な視点でみてみることが必要であろう。実際

に、前章の事例3社は、働き方改革関連法

云々ではなく、前向きに働き方の環境整備を

して活力ある組織を構築し、稼ぐ力の向上に

つなげている。その取組みからポイントを整

理してみよう。

（2	）本稿事例3社の経営革新をもたらす働き

方改革におけるポイント

　第2章の事例3社は、自ら働き易い環境の

必要性を認識してその実現に積極的に取り組

み、企業と従業員、さらには顧客や地域住民

などのステークホルダーも含めたWin-Winの

関係構築に努力し、事業継続性や収益力の向

上という結果につなげている。こうした点は

第1章の図表5の3社での実効性のポイントと

も共通している（図表23）。

図表23	　事例3社の働き方改革におけるポイント

項　目 内　容 共通する内容の
図表5の項目番号

イ
「人」が付加価値創
出の欠くべからざる
経営資源と認識

● 	経営者が事業の継続性やそのための収益力確保に「人」が主体性を
持って能力を発揮することが不可欠と強く認識している。

● 	「人」の確保・育成・能力発揮のために、従業員の私的な面も考慮
した働き方の選択ができる働き易い環境整備（ワークライフバラン
スの実現）が必要であることを理解している。

1

ロ

事業・業務の棚卸や
人の確保・育成のた
めのキャリア目標な
どの提示

● 	働き方改革施策の実効性のため、適切な現状把握に基づき無理なく
施策が実行できるよう、経費節減や不必要な業務のリストラ、逆に必
要な部分へは経営資源を投入するなど無理・無駄・ムラなく業務が
スムーズに進められるようメリハリある見直し、改革を行っている。

● 	賃金や休暇などで具体的なメリットを示したり、求められる人材像
や昇進・昇格の基準や女性活用の推進などを明確化するとともに、
キャリアアップを支援し従業員の意識改革や能力向上を積極的に後
押ししている。

2、3

ハ

働き方施策の実効性
のための現場で無理
なく実行できる内容
を重視

● 	実効性確保のため、実際に施策対象となる従業員の納得性や実際の
制度等の利用のしやすさを確保するため、試行期間を設けたりボト
ムアップで現場で回せる仕組みづくりに注力するなどの努力がなさ
れている。

● 	働き方改革の意義の真の理解や取組の実効性確保のために従業員を
活動の主役として巻き込む努力がなされている。経営者からの積極
的な説明や社内の委員会活動を通じた自主的な取組みにより、従業
員にとって「自分事」とする工夫やコミュニケーションによる相互
理解の促進などが図られている。

4、5、6

ニ

取組み・成果の積極
的情報発信や外部評
価の獲得によるブラ
ンディング効果

● 	社内だけでなく外部に対してのこうした活動の積極的な情報発信が
行われ、また、地域貢献などとも結びついたPR活動が、従業員の
モチベーション向上や、魅力ある企業として多様な人材を引き付け
る大きな力となり、ブランディングの効果を発揮している。

4、6

（備考）信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成
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　イ	．「人」が付加価値創出の欠くべからざ

る経営資源と認識

　経営者が、従業員は付加価値創出の欠く

べからざる経営資源であり、その能力を発

揮し易い労働環境とすることで取組意識が

向上し、事業成果も大きく違ってくると理

解している。従業員が主体的・効率的に能

力を発揮し、有機的に連携する活性化され

た組織を構築するものであり、私的な事情

も考慮され一定の働き方の選択ができる働

き易い環境整備、すなわち、ワークライフ

バランスを重視することがポイントとなる。

　ロ	．事業・業務の棚卸や人の確保・育成の

ためのキャリア目標などの提示

　業務の見直しや棚卸をすることで、常識

や当然として疑わなかったことも含めて冷

静な視点で再評価し、事業継続や働き易さ

を阻害する無理･無駄･ムラのチェックと解

消に取り組んでいる。冷静な視点とは、経

営者だけでなく、従業員、取引先、顧客や

地域など多様な視点も含めて理解・判断で

きる、ということである。すなわち、この

業務や作業の本当の目的は何か、何のため

に行っているのか、本当に必要なのか、行

う際のポイントは何か、などを突き詰めて

「見える化」することが棚卸である。その

上で、どのようにすれば合目的的で、無

理・無駄・ムラがなく生産性向上と必要な

価値創出ができるのかが浮き彫りにされて

くるからである。

　また、給与や休暇制度その他の支援施策

なども最低限のレベルを満たしていればよ

いのではなく、自社や地域などの実態・質

を考慮し可能な対応を図っている。そのた

めのベースアップや賞与、様々な手当てな

どでの支援、業務量に見合った合理的な増

員などの負担増は、財務面の改善効果や無

駄な業務・経費の削減、また、業務効率化

による採算向上などの成果を活用した無理

のないものとしている。つまり、無理・無

駄・ムラを省き、効率的に業務が遂行され

たことによる収益力向上の成果配分なので

ある。

　さらに、従業員が自らのキャリアアップ

の見通しや目標をわかり易くする、女性活

用など活躍の可能性を示すなど、モチベー

ションアップや努力につなげ易くすること

も重要である。こうした働き易く先行きの

展望が具体的にイメージできる環境が、中

長期的にも経営力を左右する人材を引き付

ける採用力をアップし、能力向上意欲や定

着にも結びついている。

　ハ	．働き方施策の実効性のための現場重視

とその人材育成効果

　経営者のリーダーシップの一方で、現場

を重視し、トライアル期間を設けるなど現

場で実際に取り組める仕組みとなるよう、

ボトムアップで実効性を確かなものとする

工夫もなされている。さらに、働き方改革

の主役たる従業員自身が意義や施策などを

十分に理解し、公私ともに充実してワーク

ライフバランスの達成と業務の成果向上の
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両立がなされるよう、経営者から折に触れ

た説明など情報発信がなされている。

　また、委員会活動を活用して業務や働き

方を「自分事」としてとらえ、主体的活動

や組織内のコミュニケーションが活発化

し、部門間の壁も越えての情報共有・相互

理解、連携して成果を上げることのできる

組織が目指されている。実は、従業員には

そうした制度・仕組みなど整備された環境

を活用しつつ効率的に業務をこなし、生産

性向上と私生活面を両立できるよう自らを

コントロールする自立性も求められる。実

効性のある働き方改革は、こうした人材育

成のツールになり得る点も見逃せない。

　ニ	．取組み・成果の積極的情報発信や外部

評価の獲得によるブランディング効果

　働き方改革への取組みの成果や製品など

の積極的な情報発信、それらの受賞・表

彰・認定など外部からの様々な評価とそれ

に伴うマスコミ等への露出などでのブラン

ディングの効果と従業員のモチベーション

向上も見逃せない。従業員にとっては働き

方改革による直接的メリットとともに、こ

れら様々な副次効果によるブランディング

が製品や自社への愛着心、自己研鑽や業務

への取組み意識向上などをもたらしている。

　例えば、株式会社瀬谷新聞店では、乳製

品の配達やレンタルスペースなどの新展

開、さらに地域活性化への貢献活動などの

相乗効果で「瀬谷ブランド」を地域内で着

実に浸透させ、厳しい業界環境下ながら差

異化により展開力を向上させていると考え

られる。

　拓新産業株式会社では、中小規模で最も

強みを発揮できるよう、売上規模やエリア

の拡大を追わず、優良取引先の囲い込みと

質の高い従業員の無理・無駄・ムラのない

効率的な働き方の追求が収益性の高い企業

を実現させ、「拓新ブランド」が構築され

ている。

　町田酒造株式会社も、国内だけでなく海

外展開を念頭に置いた品質・環境対応の製

品造り、ブランド浸透を目指す積極的PR

や販路開拓の進展、さらには地域活性化の

活動などにも積極的で、様々な媒体への露

出も多く、ブランド力を高めている。もち

ろん、その背景には働き方改革を起爆剤と

した人材の活性化がある。

　いずれも、働き方の環境整備による個々

の従業員の力が発揮された組織力があって

こそで、環境変化に対応する付加価値創造

といえよう。中小企業には難しい、慣行や

常識などとして思考停止に陥らないよう、

本当に業務のあり方が現状のままでよいの

か、無理・無駄・ムラはないのか、多様な

視点で眺めれば、改革・改善が可能な点は

まだまだあるはずである。

（3	）経営の本質の捉え方が左右する働き方

改革

　第1章でも述べたように、受注産業では取

引先との関係上、働き方改革が進めにくいと

よくいわれる。しかし、従業員への過剰な負
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担の常態化は事業継続性の低下を来たす場合

が少なくない。この点では拓新産業株式会社

の働き方改革を通じた事業モデルの革新が参

考となる。同社では、どのような顧客ター

ゲットを対象にすることが自社の経営にとっ

て合理的なのか、ヒト・モノ・カネなど経営

資源の質と量及びそれらが無理なく最も効果

を発揮できる事業・業務のあり方を考え、売

上規模の拡大や大口取引継続を最優先するの

ではなく、利益・採算・キャッシュフローを

重視する経営を追求している。藤河会長は、

顧客からの不合理な受注や時間外での対応要

求などは低価格受注や残業・休日出勤など従

業員への過剰な負荷やコスト増を招きよいこ

とはないとして、断固としてこれには応じな

い。顧客への説明努力は続けつつ、時には受

注を断ってでも理解のある優良な取引先への

小口分散化を図っている。もちろん、営業部

門など社内での抵抗もあったが、藤河会長が

リーダーシップを発揮して社内文化を変革し

ていった。結果は前述のとおり高収益体質の

実現である。もちろん、こうした方針の大転

換には時間をかけ、試行錯誤しつつ無理のな

いよう着実に進められている。本当は何が自

社の、そして従業員のためになるのかを考え

る姿勢がある。すなわち、数字での確認など

事実を冷静に把握し、受注産業の中小企業が

リスクを低減させ強みを無理なく発揮すべ

く、できること、本当にやるべきことは何

か、取組順位等を勘案しつつ試行錯誤で現場

で実行可能なものとして進め、企業文化を変

えていくことの重要性を示している。

　受注産業ではないが、他の2社でも同じよ

うな考え方が根底にはあると思われる。株式

会社瀬谷新聞店では、配達のテリトリーや

ルートの適正化などで配達員の本来の勤務

ルールでの勤務体制とし、残業削減や休暇取

得を人件費負担増なく行った。事務でも帳簿

管理のクラウド化での作業量削減と正確な処

理の実現やパート従業員の正社員化など従業

員が活性化する体制とした。もちろん企業側

も生産性が向上し、その付加価値創出効果の

従業員への利益配分として現在はベースアッ

プの具体化が検討されている。

　町田酒造株式会社も、中村社長が従業員の

意識改革を働き方改革によるショック療法で

行い、それまでの常識を打破する経営革新を

行ったといえる。従業員の残業や休暇、給与

水準、育児や介護などの都合に合わせた働き

方、女性活用、健康への配慮、副業による能

力発揮と広い視野の獲得、多様な人材採用な

どを通じて意欲や自主性を高め、業務の効

率・質の向上を実現させる企業文化の一新を

実現した。

　結局、受注産業であるかどうかという以前

に、そもそも、自社がどのような価値を提供

してどのような目標・目的を達成したいの

か。そのための仕組み（事業・業務のあり

方）に無理・無駄・ムラはないのか、もし問

題があれば事業継続性・稼ぐ力に欠ける。無

理・無駄・ムラへの対応は、部分最適ではな

く全体最適を図ることであり、企業と従業員

がWIN-WINの関係で事業が組み立てられて

いることが本質的に重要なのである。自ら考
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え行動し他の経営資源を使って付加価値を生

み出す「人」の意識や能力向上・発揮、組織

のあり方、そして企業文化に深く関係する働

き方は、事業の根幹を左右するものといえよ

う。働き方改革に取り組んでいない、取組み

が形式的といった企業と本稿の事例3社で

は、こうした部分で認識や取組みの本質の捉

え方、本気度に差異があるのではないだろう

か。ショートターミズムや必要以上に常識や

慣行などにとらわれ本質的な改革・改善を先

送りし続けるのか、本来あるべき前向きの目

的を持って構造変化に対応し活力ある企業を

目指すのか、経営の根本にかかる考え方が最

大のカギといえる。

　このような観点から、事例3社のそうした

考え方が現れた経営への取組みで注目される

点を最後に紹介しておきたい。すなわち、自

社の置かれている状況を常に客観的・具体的

に認識する視点を持ち、実態把握に基づく課

題の把握と対応を行っている。だからこそ、

これが常識であるとか仕方がないではなく、

一見できそうにないと思われる課題も数字な

どで状況を冷静に確認し、重要度や改善点、

施策の優先度などのヒントを得るとともに、

柔軟で多様な攻めの視点からできることを考

えている。要するに経営者にとって最重要の

役割である経営の舵取りに判断材料を提供す

る経営管理で業務全体をきちんと捉える事を

行っている。第1章（2）の取り組みにくい理

由の④に事例3社は取り組んでいるというこ

とである。

　実際、3社の社長とも財務面などはきちん

と自らチェックし、金融機関への説明・対

応、あるいは相談も行っている。瀬谷社長は

社長就任前から経営数値について自分の目で

確認をし、自社の特長や課題を把握してい

た。経営を担う立場になると、メインバンク

である鹿沼相互信用金庫への財務面の課題解

決に向けての相談や、人事労務でも社会保険

労務士を積極的に活用するなどで、財務体質

の改善や無理・無駄・ムラがなく安全や健

康、ワークライフバランスに配慮した働き方

への改革を進めていった。藤河会長は、前述

のとおり財務を重視し、事業環境の変化を常

に確認して業績予想のシミュレーションを自

身の手で常に行なっている。働き方改革でも

これを基にリスクを考えつつ進めている。中

村社長も、元金融マンで経営コンサルタント

としての知識・ノウハウを存分に発揮したの

は当然である。財務面と現場の実態から、収

益構造や組織、従業員の意識などの課題を冷

静にチェックし、柔軟な発想で成すべきこと

を着実に実行していった。

　3社とも働き方改革の施策に必要な費用は

実態の把握に基づく無理・無駄・ムラの排除

で捻出するなど、一定の目途や裏付けを持ち

工夫して取り組んでいる。現場実態や数値等

を把握し、冷静な目線や柔軟な発想で実効性

を確保するために合理的で可能な対応を積み

上げ、その判断のための現状把握に必要な管

理をきちんと行っているのである。実は、中

小企業経営者が働き方改革を進めにくいと感

じている背景として、こうした経営管理面の

課題、つまり現実が具体的に捉えられていな
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いため、適切な経営判断がしにくいという点

が意外に大きいのではないだろうか。

　ただ様子を見て時間が過ぎるのではなく、

とにかく自社の実態と働き方改革についての

情報収集からでも着手し、実効性ある施策に

つなげてほしい。もちろん、小規模企業で経

営資源の制約が大きいこともあろうし、必ず

しも経営者がこの分野に明るいとも限らな

い。社内に知識を持つ人材がいないこともあ

ろう。さらに、働き方の問題は、同業種同規

模でも個社毎に事情は異なり、オーダーメー

ド対応が必要である。そこで、まず一歩踏み

出すために、専門的な知識やノウハウについ

ては、事例企業でもあった社会保険労務士な

どの専門家への相談・活用が考えられる。こ

の点では、全国各都道府県に設置されている

「働き方改革推進支援センター」（注5）や「よろ

ず支援拠点」（注6）などが相談窓口となり、専

門家の紹介や具体的な対応を支援している。

また、金融機関や経営者団体などが主催する

セミナーで取組事例の紹介や専門家のアドバ

イスが受けられる機会もあろう。

　働き方改革への取組みをチャンスに、より

多くの中小企業経営者が根本的な経営課題を

把握し具体的解決に取り組み、事業継続性を

再構築していくことを期待したい。

おわりに

　中小企業が変化に対応し、価値を創出して

事業継続力をより確かなものにするために、

従業員が能力を発揮できる働き易い環境整

備、つまり働き方改革の必要性は、高まりこ

そすれ低下することはなかろう。成否は、経

営者が従業員を重要な経営資源としてどれだ

け理解し実効性ある具体策につなげられる

か、知識やノウハウの有無ではなく本気度と

行動力・実行力にかかっているのではないだ

ろうか。

〈参考文献〉
・藤津勝一「「働き方改革」を中小企業の成長力強化に結び付けるためのヒント」信金中金月報2018年12月号	

・藤津勝一「事例にみるS
エスディージーズ

DGs（持続可能な開発目標）による中小企業の経営力強化」信金中金月報2019年10月号

（注）5	．働き方改革に向けて、特に中小企業・小規模事業者の様々な課題に対応するため、ワンストップ相談窓口として厚生労働
省が各都道府県に開設、配置している。社会保険労務士などの専門家が、無料で労務管理上の問題を聞き、	就業規則の作成
方法、賃金規定の見直しや労働関係助成金の活用などを含めたアドバイスを行う。対応は、窓口相談、電話、メール、さら
に、企業への訪問もある。
6	．中小企業、小規模事業者の経営上のあらゆる相談に応えるために、国が各都道府県に設置した無料の経営相談所。独立行
政法人中小企業基盤整備機構が全国本部となっている。
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日本中小企業学会第39回全国大会
国際交流セッション講演抄録

滋賀大学	経済学部教授

弘中史子
（日本中小企業学会理事）

はじめに
日本中小企業学会第 39 回全国大会に
ついて

　 日 本 中 小 企 業 学 会 第39回 全 国 大 会 は、

2019年9月14日と15日の2日間にわたり、名

古屋市北区の愛知学院大学名城公園キャンパ

スにて開催された。

　副会長の林伸彦氏（愛知学院大学）にプロ

グラム委員長、関千里氏（愛知学院大学）に

大会準備委員長をお引き受けいただき、開催

準備が進められた。

　今大会の統一論題は「事業承継と中小企業

～大廃業時代を生き抜く中小企業～」であっ

た。2017年に開催された第37回大会の前日

に、日本経済新聞で「大廃業時代」という言

葉がトップに掲載され、これがプログラム委

員会の着想へとつながった。中小企業経営者

の平均的な引退年齢は70歳とされるが、2025

年に70歳を超える経営者が245万人になると

いう。特に課題とされているのは、黒字企業

でありながら後継者がいないことを理由にす

る廃業が多々見受けられることである。本学

会では、第30回の大会でも「世代交代期の中

小企業経営」というテーマで事業承継をとり

あげたが、その後ほぼ10年が経過し、中小企

業をとりまく環境も大きく変化している。そ

こで、改めて事業承継について問い直したい

という意図から、統一論題が設定された。

　統一論題セッションでは、佐竹隆幸氏（関

西学院大学）と渡辺俊三氏（名城大学）が座長

をつとめ、報告者として3名にご登壇いただ

いた。第一報告の神谷宣泰氏（名古屋市立大

学）には、「後継経営者の状況的学習と課題－

中小製造業の事業承継と経営革新－」という

タイトルでご報告いただき、黒瀬直宏（嘉悦

大学）が討論者をつとめた。第二報告の鉢嶺

実氏（信金中央金庫 地域・中小企業研究所）

には、「事業承継問題の陰に潜む“技能・ノウ

国際交流セッション共通演題
「ASEAN諸国の中小企業政策:マレーシアを中心に」

信金中金だより
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ハウ”の承継問題～経営者のバトンタッチだ

けでは完結しない現場レベルの承継問題を考

える～」というタイトルでご報告いただき、

山田基成氏（名古屋大学）が討論者をつとめ

た。第三報告の辻田素子氏・松岡憲司氏（龍

谷大学）は、「老舗・長寿企業の事業承継～京都

老舗企業にみるイノベーション～」というタ

イトルでご報告いただき、髙橋美樹氏（慶應

義塾大学）が討論者をつとめた。

国際交流セッションの概要

　 第39回 大 会 の 国 際 交 流 セ ッ シ ョ ン は

「ASEAN諸国の中小企業政策：マレーシアを

中心に」を共通演題に掲げ、信金中央金庫 

地域・中小企業研究所の協賛を得て、大会第

一日目の9月14日の午後に開催された。

　国際交流セッションの企画は本学会中部部

会役員会で構想した。その結果、日本経済に

大きな影響をあたえ、今後も関係が拡大・深

化すると思われるASEAN諸国を題材にする

こととし、中でもこれまであまり注目されて

こなかったマレーシアを取り上げることにし

たのである。

　ASEAN諸国は一様ではない。各国がそれぞ

れの歴史・文化・社会をもち、経済にもそれ

が色濃く影響している。そこでまず、ASEAN

各国の産業構造等の特徴と発展の歴史、課

題・展望を明らかにしたいと考え、第一報告

を舟橋學氏（国際協力機構）に依頼した。

　舟橋氏は、学部で経営学を専攻し、デン

マーク、スウェーデンの専門商社、日本の

メーカーでの勤務の後、青年海外協力隊員

（職種：経済）としてボツワナに赴任した。協

力隊終了後に米国の大学院（専攻:公共政策）

を経て、本格的に途上国の中小企業振興に関

わるようになり、これまでにブルガリア、セ

ルビア・モンテネグロ、インドネシア、ベト

ナムに長期専門家として派遣されている。各

国の政府機関の中で中小企業・産業振興に従

事してこられ、博士論文では、インドネシア

の地方の中小零細企業を取り上げておられ

る。現在は、JICAで民間セクター開発分野

の国際協力専門員として、アジア、アフリ

カ、中東、南東欧、南米における産業・中小

企業振興に関わっておられる。

　第二・第三報告はマレーシアに焦点をあ

て、第二報告ではマレーシアの現地の中小企

業、第三報告ではマレーシアに進出する日本

企業についての理解を深めたいと考えた。

そこで第二報告は、プトラ・マレーシア大学

からZariyawati Binti Mohd Ashhari氏を招聘

し、マレーシアの中小企業政策の概要と、

ローカルの中小企業の現状についてご報告い

ただくことにした。

　マレーシアのプトラ・マレーシア大学は、

経済・経営学分野の研究実績でマレーシアの

トップにたつ大学である。Zariyawati氏は同

大学の会計ファイナンス学科の上級講師で、

公認会計士の資格も持つ。専門はファイナン

スで、近年は中小・零細企業のファイナンス

に関心を持っており、マレーシアの中小企業

公社のプロジェクトに関わったり、現地の中

小企業へのインタビュー調査や統計的実証分

析を行なったりと精力的に研究している。ま
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た筆者とは、日本とマレーシアの中小企業に

関する比較研究を行なっている。

　第三報告は、日本貿易振興機構の関根成子

氏に依頼した。マレーシアはASEAN諸国の

中で、日本企業の進出が最も早くから進んで

きた国の1つである。そこで、マレーシアの

文化・歴史的な背景と経済状況を踏まえた上

で、同国に進出している日本企業・中小企業

がどのような課題を抱え、どのような展望を

持っているのかを学ぶことが重要と考え、同

氏に依頼した。

　同氏は1989年に東京外国語大学のインド

ネシア・マレーシア語学科をご卒業後、日本

貿易振興機構（ジェトロ）へ入構し、市場開

拓展示事業部、お客様サポート部、ビジネス

ライブラリー、貿易投資相談課（経済連携協

定や東南アジア地域を担当）などを歴任し

た。2013年にクアラルンプール事務所次長

としてマレーシアに駐在し、2016年からは

海 外 調 査 部 主 査（TPP担 当 ） を つ と め、

2018年から福井貿易情報センター所長をつ

とめている。得意分野は経済連携協定、自由

貿易協定を活用するための実務（原産地証明

など）である。

　国際交流セッション当日は、筆者を司会と

して、最初に協賛者である信金中央金庫 地

域・中小企業研究所の松崎英一所長からご挨

拶をいただいた。次に、足立文彦氏 （金城学

院大学）、岡室博之氏（一橋大学）がコー

ディネータをつとめ、3名にご登壇いただい

た。その後、参加者からの質問をベースにパ

ネル・ディスカッションが行われた。

　報告での使用言語は、舟橋氏、関根氏は日

本語、Zariyawati 氏は英語（通訳なし）と

した。ただしZariyawati氏に対しては、ミッ

クインターナショナル株式会社所属の鈴木美

津子氏に、ウィスパリング通訳で舟橋氏・関

根氏の報告内容を伝えていただいた。またパ

ネル・ディスカッションの Zariyawati 氏へ

の通訳も、鈴木氏に依頼した。

　以下では、当日の報告概要を記したい。

第一報告の概要　舟橋學氏（国際協
力機構）「ASEAN諸国の中小企業政
策の比較と今後の展望:工業化と裾野
産業振興政策を中心に」

　舟橋氏の報告は、工業化と裾野産業の育成

という視点から、ASEAN諸国の中小企業政

策を比較するものであった。

　まず各国の工業化の経緯を、日本の代表的

産業である家庭用電化製品・自動車から概観

した。日本、韓国、タイ、マレーシア、イン

ドネシア、ベトナム各国で、これら2分野の

輸出・輸入比率が時系列でどのように変化し

てきたかが示された。家庭用電化製品では、

ASEANの中でタイが順調に輸出比率を伸ば

し、自動車においても、タイが1990年代後

半に急激に伸長してきた。またタイは、海外

からの投資増加と経済成長が同期しており、

政変・洪水でも成長に陰りがみえなかった。

一方でマレーシアはFDIに過度に依存せず成

長してきた。

　次に、マレーシアに焦点をあて、その工業

振興を主としてタイと比較して分析した。時
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系列でみると、タイはマレーシアよりもわず

かに早く外資100%出資を許可し、金型をはじ

め部品加工分野に対して投資優遇を積極的に

行なっていた。またODAを活用しながら、サ

プライヤーとなるローカル企業への技術支援

も着実に実施してきた。一方でマレーシアも、

外資系企業を含む大企業と中小企業とのリン

ケージを創出し、ローカル企業を育成しよう

と試みた。しかしながらマレーシアのプログ

ラムに参加した日系企業の7割以上がローカ

ル企業の育成が困難であると感じ、マレーシ

ア政府のプログラムにも否定的であった。

　両国の政策に類似点が多いにもかかわら

ず、異なる結果が生まれてしまった理由は、

プラザ合意・アジア通貨危機前後の政策と、

政策が発するメッセージに原因があると類推

される。マレーシアはプラザ合意という外的

ショックが起きてから出資比率制限緩和を

行った。しかも、それは従来の保守志向と異

なる政策であったことから、諸外国の政府・

企業にメッセージが伝わりにくかった可能性

がある。またマレーシアは、プラザ合意と通

貨危機のわずか2-3年前というタイミングで

国民車の新会社が設立されたため、海外から

の投資意欲減退の影響を受けることとなって

しまった。

　最後に、舟橋氏はASEANの中でも新新興

国であるベトナムにも着目する。ベトナムは

日本商工会の法人会員数、FDI総額、輸出額

の変遷でタイと同様のカーブを描いている。

また電子機器の輸出においてサムスンの進出

をきっかけに急激な成長を見せており、資本

財や中間財等の輸入も増加している。一方で

裾野産業向けの優遇政策が具体性に欠けてい

ること、特定少数の外資に依存しているため

ローカルのサプライヤー数の増加が遅いこ

と、日本企業が期待する自動車分野での成長

が未知数であるという課題も抱えている。

第二報告の概要　Zariyawati	 Binti	
Mohd	Ashhari	 氏（プトラ・マレーシ
ア大学）「マレーシアの中小企業:そ
の現状と課題」

　Zariyawati氏はマレーシアの中小企業と中小

企業政策について概観したあとで、対照的な2

社のケーススタディを示し、最後にマレーシ

アの中小企業が直面する課題を提示した。

　マレーシアの中小企業は従業員数と売上高

によって定義され、「製造業」と「それ以

外」の業種で基準が異なる。また、従業員数

と売上高によって中企業・小企業・零細企業

に区分されている。全企業の98.5%が中小企

業で、中小企業の中ではサービス業が9割近

くを占めており、最も多い。女性がオーナー

シップを持つ企業も2割を超えている。中小

企業はマレーシア経済に大きな役割を果た

し、GDP比率で3割を占めており、この比率

は年々増加している。

　中小企業政策という面からみると、中小企

業開発協議会の傘下に中小企業庁がおかれ、

様々な省庁や民間組織、各地方政府など多く

の組織が中小企業支援に関わっている。支援

プログラムは、人材育成、資金調達のアクセ

ス、市場へのアクセス、イノベーションと技
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術の採用、インフラストラクチャー、法律

面・規制などへの対応など多岐にわたる。こ

の他にも、民間企業と協力して女性起業家を

支援するためのプログラムもあるZariyawati

氏の所属する大学も中小企業向けプログラム

を開講しているという。こうしたプログラム

によって、中小企業の業績向上を包括的に支

援できている。

　ケースとして紹介された1社目はNuri社で

ある。家族経営で伝統的な食品を生産し、地

元に販売していた企業であったが、世代間で

事業継承を行うごとに、革新的な経営を進め

てきた。政府のHALAL認証を取得し、さら

にブランディングに注力して、現在は全国に

販売網を広げ、輸出にも積極的に取り組んで

いる。2社目はAlif Ceria社である。女性が

設立した新興企業で、幼児教育で画期的な教

育システムを提供して急成長している。ミッ

ションやコミットメント・行動原則を明確に

定めて、それとカリキュラム・プログラム等

を連動させている。マレーシアでは共働きが

多いため、そうした家庭向けのサービスも提

供している。

　マレーシア政府は、現在、観光業に携わる

中小企業の振興に力を入れている。自然保護

をすすめるとともに、地方の貧困を削減し経

済成長をもたらすと考えられるからである。

　最後に、マレーシアの中小企業の直面する

課題として、「イノベーション・技術の適用」

「資金へのアクセス」「法・規制への適応」

「人材の育成」「市場へのアクセス」「インフラ

ストラクチャーの整備」などがあげられた。

第三報告の概要　関根成子氏（日本
貿易振興機構）「マレーシアの投資環
境	:	マレーシアに進出する日本企業
の現状と課題」

　関根氏の報告では、マレーシアの概要に続

いて経済・産業の全体像が紹介され、最後に

日本企業の投資先としてのマレーシアについ

て分析がなされた。

　マレーシアの大きな特徴として、ブミプト

ラ、華人系、インド系等からなる多民族国家

であることをあげられる。国語はマレー語で

あるが、英語・中国語・タミル語の話者がい

る。国教はイスラム教であるが、各民族は信

仰の自由がある。

　同国は1957年に独立後、7代の首相が就任

している。建国後、長らく国民戦線（BN）

による政権が続いてきたが、2018年に野党

連合であった希望連盟が政権を獲得し、マハ

ティール氏が再び首相に返り咲いた。同国の

有名な政策としては、マレー系・先住民族を

優遇するブミプトラ政策、日本・韓国をロー

ルモデルとするルック・イーストボリシー

（最近は中国も対象）などがある。

　経済面でみると、マレーシアはASEAN諸

国のなかでも堅調な内需を背景に安定的な成

長をとげてきた。同国の1人あたりGDPは、

シンガポール・ブルネイについでASEAN諸

国の中で第3位であり、消費意欲が旺盛であ

る。同じ製品分野でも設定価格帯が上下に広

く、嗜好も幅広いのが特徴である。またイス

ラム教徒が多く、多民族国家であるためハ

ラール認証が定着し、食品や化粧品、金融な



68 信金中金月報　2020.2

どの産業に活用されている。一方で、通貨が

原油価格や為替と連動するため不透明な先行

きであると同時に、他のASEAN諸国と比較

して財政赤字がやや多いという不安要因も抱

えている。

　産業面でみると、マレーシアのリーディン

グ産業は電気・電子産業関連であり輸出の4

割、輸入の3割を占める。マレーシアに進出

している日本の製造業も、約4割が同産業関

連である。日本で関心が高い自動車分野につ

いては、2.0%から3.0%の安定的な成長が続

いている。マレーシアは東南アジアで唯一国

民車を生産する国であり、2019年には新た

な国家自動車計画が発表される予定である。

　投資面でみると、日本はシンガポールにつ

いでマレーシアでの投資残高が多く2位で、

日本企業にとっては国民の語学力と親日性が

魅力となっている。また日本と比較すると、

労働の担い手である若年者の層が厚いのも特

徴である。

　マレーシアに進出する日本企業の課題は労

務問題である。これまで外国人労働者に大き

く依存してきたが、政府は就労許可を厳格化

し、新規の外国人労働者の流入を制限するよ

うになり労働力がひっ迫するようになった。

また、最低賃金令を施行し、雇用保険も導入

したため、労務コストが大幅に増加している。

　マレーシアの商工会議所会員約600社のう

ち、約120社が中小企業である。サービス産

業においては会社設立時の最低払込資本金が

高額であるため、進出自体が難しい。すでに

進出している企業にとっては人材・労働者の

確保以外にも、為替レートの変動、コスト競

争の激化、新規開拓、などが課題となってい

る。これらは、中小企業により大きな影響を

与えている。

パネル・ディスカッションとまとめ

　3名の報告が行われた後に、パネル・ディ

スカッションが実施された。参加者からの質

問・関心は、「マレーシアでは、高い付加価

値を追求する中小企業が増えているのか」

「マレーシアの女性起業家はどのような現状

にあるのか（ワークライフバランスはどう

なっているのか、イスラム教としての制約は

あるのか）」、「日本企業と現地企業との取引

関係はどのような状況なのか（ローカルの自

動車メーカーの一次部品メーカーとして、日

系企業がどの程度食い込んでいるのか）」「中

国経済はどのような影響を与えているのか」

など、多岐にわたった。パネル・ディスカッ

ションの時間にやや制約があったことが心残

りであった。

　最後に、コーディネータの岡室氏から、日

本の中小企業と深い関わりのあるASEAN諸

国への理解を深めるとともに、その発展経緯

の違いを把握することの重要性が強調され

た。また足立氏からは、各国に関わる研究を

する際に、まずは経済関連の統計データを抑

えた上で論じることが必要であり、その際に

国際協力機構や日本貿易振興機構がデータ

ソースとして貴重であることが指摘された。

　日本の中小企業のグローバル化が進む中

で、改めてASEAN諸国の状況を比較・整理
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して理解し、これまで本学会ではメインでと

りあげることのなかったマレーシアに着目で

きたことは、このセッションの大きな成果で

あると考えている。
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地域・中小企業研究所が
「業務効率化セミナー」を開催

　地域・中小企業研究所では、「しんきん実務研修プログラム」の一環として、「業務効率化セ

ミナー」を2019年12月6日（金）に東京で開催しました。

　本セミナーは、信用金庫を取り巻く経営環境が厳しさを増し、経営全般の効率化や生産性向

上が課題となるなか、業務の効率化・集中化に積極的に取り組む信用金庫の事例を紹介するこ

とにより、信用金庫の経営効率化、営業店を「事務処理の場」から「相談・セールスの場」に

変革し営業力強化につなげる取組みを支援する目的で開催したもので、全国から101金庫、

137人の信用金庫役職員が参加しました。

　はじめに、旭川信用金庫の取組事例として、システム部の石田管理役と人事部の古田管理役

が情報系WEBシステムの構築による金庫内情報の効率的な蓄積・共有を中心とした当金庫の

業務効率化の取組みについて講演を行いました。

　次に、京都信用金庫の取組事例として、事務集中部の四方部長、藤田課長および西村調査役

が講演を行い、バックオフィスセンター（BOC）の導入による営業店事務の集中化について

紹介しました。

　両金庫の講演に続き、信金中央金庫 事務統括部の羽根次長と赤松審議役が本中金における

業務効率化の取組みとして、RPAの導入や電子契約サービスの活用等について紹介しました。

　参加者からは「他信金における業務効率化の実例を聞くことができ、当庫でも応用できると

ころは積極的に取り入れたい。」、「支店のムダ・ムリなものを省き、相談業務に特化していき

たい悩みは、どの信金にもあると思う。同じようにできない部分もあるが、参考になった。」、

「考え方や目指したい方向は大いに共感できた。」などの感想が寄せられました 。

講師陣
※右から 旭川信用金庫　古田様、石田様
　　　　 京都信用金庫　四方様、藤田様、西村様
　　　　 本中金 事務統括部　羽根次長、赤松審議役

セミナーの様子

信金中金だより
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地域・中小企業関連経済金融日誌（2019年12月）

3日 〇 中小企業庁、令和元年台風第19号「被災中小企業者等支援策ガイドブック」なら
びに各種リーフレットを更新（20日に再度更新）

6日 ● 金融庁、「地域銀行の令和元年9月期決算の概要」を公表 資料1

● 金融庁、「主要行等の令和元年9月期決算の概要」を公表 資料2

● 日本銀行、地域経済報告－さくらレポート－（別冊シリーズ）「地域における人材
の確保・育成に向けた企業等の取り組み」を公表

資料3

〇 経済産業省、平成30年7月豪雨「中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業」の
交付を決定（愛媛県において愛媛信用金庫が代表者を務める1グループを含む23グ
ループ52者に対して）

12日 ● 経済産業省、第158回中小企業景況調査（2019年10-12月期）の結果を公表 資料4

13日 ● 日本銀行、全国企業短期経済観測調査（短観、2019年12月）を公表 資料5

18日 ● 金融庁、預金等受入金融機関に係る検査マニュアル等を廃止、「検査マニュアル廃
止後の融資に関する検査・監督の考え方と進め方」を策定し、融資に関する検査・
監督についての相談受付窓口を設置

資料6

20日 ● 金融庁、令和2年度税制改正の大綱における主要項目について公表 資料7

● 金融庁、金融審議会「決済法制及び金融サービス仲介法制に関するワーキング・
グループ」報告を公表

資料8

○ 金融庁、NISA・ジュニアNISA口座の利用状況に関する調査結果を公表

〇 金融庁、「金融庁の1年（2018事務年度版）」を公表

〇 内閣官房　まち・ひと・しごと創生本部、まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（令和
元年改訂版）および第2期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の閣議決定を公表

〇 総務省、「令和2年度地方債計画」を公表

23日 〇 内閣官房　まち・ひと・しごと創生本部、「地域再生基本方針の一部変更について」
の閣議決定を公表

24日 ● 金融庁、事業承継時に焦点を当てた「経営者保証に関するガイドライン」の特則につ
いて公表（中小企業庁も25日に公表）

資料9

〇 金融庁、「経営者保証に関するガイドライン」の特則の積極的な活用について、金
融機関関係団体等に対し要請

〇 内閣官房　まち・ひと・しごと創生本部、RESAS最新データを更新

25日 ● 中小企業庁、令和2年度税制改正（中小企業・小規模事業者関係）の概要を公表 資料10

〇 金融庁、信用金庫電子決済等代行業者等届出一覧を公表

〇 金融庁、株式会社徳島銀行と株式会社大正銀行の合併を認可
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（資料1）

金融庁、「地域銀行の令和元年 9月期決算の概要」を公表（12月 6日）

1．損益の状況（銀行単体ベース）

　中間純利益は、4,667億円を計上した。前年同期に比べて資金利益、役務取引等利益および株

式等関係損益が減少したものの、債券等関係損益が増加し、与信関係費用が減少したこと等から、

前年同期比 10.4% 増加した。

2．不良債権の状況（銀行単体ベース）

　不良債権額（4.8 兆円）は前期比横ばいとなり、不良債権比率（1.72%）は前期に比べ 0.02 ポイ

ント低下した。

3．自己資本比率の状況（銀行単体ベース）

（1）	国際統一基準行（11行）の総自己資本比率（14.13%）は、前期に比べ 0.29 ポイント、普通株

式等 Tier1 比率（13.62%）は、同 0.25 ポイント上昇した。

（2）	国内基準行（93 行）の自己資本比率（9.62%）については、前期（94 行）に比べ 0.15 ポイン

ト上昇した。

（https://www.fsa.go.jp/news/r1/ginkou/20191206-2/20191206-2.html 参照）

（資料 2）

金融庁、「主要行等の令和元年 9月期決算の概要」を公表（12月 6日）

1．損益の状況（グループ連結ベース）

　親会社株主に帰属する当期純利益は、15,610 億円を計上した。債券等関係損益が増加し、経費

が減少したものの、資金利益、役務取引等利益および株式等関係損益が減少し、与信関係費用が

増加したことから、前年同期比 10.6% 減少した。

2．不良債権の状況（銀行単体ベース）

26日 〇 金融庁、貸金業関係資料集を更新

〇 経済産業省、平成30年7月豪雨「中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業」の
交付を決定（岡山県、広島県において呉信用金庫が代表者を務める1グループを含
む42グループ133者に対して）

〇 中小企業庁、2019年11月末までに先端設備等導入に伴う固定資産税ゼロの措置（注）

（復興特措法による減免を含む）を実現した自治体1,639を公表
（注	）「生産性向上特別措置法」で、自治体の策定する「導入促進基本計画」に基づき「先端設備等導入計画」

の認定を受けた中小企業に対して、自治体の判断により固定資産税の特例をゼロとする制度が新設され
たことを受けた措置

27日 〇 内閣府	地方創生推進事務局、中心市街地再生促進プログラム（2020-2024）（仮
称）中間とりまとめを公表

※	「地域・中小企業関連経済金融日誌」は、官公庁等の公表資料等をもとに、地域金融や中小企業金融に関連が深い項目につ
いて、当研究所が取りまとめたものである。

　「●」表示の項目については、解説資料を掲載している。
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　不良債権額（2.0 兆円）は前期比横ばいとなり、不良債権比率（0.61%）は前期に比べ 0.03 ポイ

ント上昇した。

3．自己資本比率の状況（グループ連結ベース）

（1）	国際統一基準行（4グループ）の総自己資本比率（17.83%）は前期比横ばい、普通株式等

Tier1 比率（13.41%）も同 0.10 ポイント上昇した。

（2）	国内基準行（3グループ）の自己資本比率（11.16%）は、前期比 0.64 ポイント上昇した。

（https://www.fsa.go.jp/news/r1/ginkou/20191206-1/20191206-1.html 参照）

（資料 3）

日本銀行、地域経済報告－さくらレポート－（別冊シリーズ）「地域における人材の確保・育成に向

けた企業等の取り組み」を公表（12月 6日）

　日本銀行は、地域経済報告－さくらレポート－（別冊シリーズ）「地域における人材の確保・育成

に向けた企業等の取り組み」を公表した。目次は以下のとおり。

要旨

1．はじめに

2．人材の確保・育成に向けた具体的な取組み

（1）個別企業の取組み

　①企業の認知度向上による中長期的な採用力の強化

　②採用範囲の拡大と自前の人材育成の強化

　③ダイバーシティの推進

　④就労意識の変化への制度・運用面のきめ細かな対応

　⑤給与・人事制度の見直し等を通じたモチベーションの向上

（2）関係者と連携した取組み

　①教育機関等との連携の強化

　②地域の「強み」を活かした事業や起業への支援

3．おわりに	～課題と展望～

（BOX）テレワークの活用による新しい働き方の実現

（http://www.boj.or.jp/research/brp/rer/rerb191206.htm/ 参照）

（資料 4）

経済産業省、第158 回中小企業景況調査（2019 年 10-12 月期）の結果を公表（12月12日）

　経済産業省は、第 158 回中小企業景況調査（2019 年10-12月期）	の結果を公表した。

　2019 年10-12月期の全産業の業況判断D.I. は、前期（2019 年 7-9月期）比で4.5	ポイント減少

の△ 21.1となり、4 期連続で低下した。産業別にみると製造業 D.I. は、同 5.2 ポイント減少の△

22.4となった。非製造業 D.I. は、同 4.2 ポイント減少の△ 20.6となっている。
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（https://www.meti.go.jp/press/2019/12/20191212003/20191212003.html 参照）

（資料 5）

日本銀行、全国企業短期経済観測調査（短観、2019 年 12 月）を公表（12月13日）

　日本銀行は、全国企業短期経済観測調査（短観、2019 年12月）を公表した。中小企業の業況

判断D.I. は以下のとおり。

1．中小企業製造業

　中小企業製造業は、前期比 5ポイント悪化のマイナス9となった。悪化幅が大きかった業種は、「鉄

鋼」（11ポイント悪化のマイナス20）、「生産用機械」（10ポイント悪化のマイナス8）など。

2．中小企業非製造業

　中小企業非製造業は、前期比 3ポイント悪化のプラス7となった。悪化幅が大きかった業種は、「通

信」（19ポイント悪化のプラス15）、「小売」（10ポイント悪化のマイナス14）、「宿泊・飲食サービス」

（10ポイント悪化のマイナス15）など。

（http://www.boj.or.jp/statistics/tk/tankan12a.htm/ 参照）

（資料 6）

金融庁、預金等受入金融機関に係る検査マニュアル等を廃止、「検査マニュアル廃止後の融資に

関する検査・監督の考え方と進め方」を策定し、融資に関する検査・監督についての相談受付窓

口を設置（12月18日）

　金融庁は、預金等受入金融機関に係る検査マニュアル等を廃止し、「検査マニュアル廃止後の融

資に関する検査・監督の考え方と進め方」を策定した。本文書は、引当・償却について現状の実

務を否定するものではない。現在の債務者区分を出発点に、現行の会計基準に沿って、金融機関

が自らの融資方針や債務者の実態等を踏まえ、認識している信用リスクをより的確に引当に反映す

るための見積りの道筋を示したものである。本文書では、どのような見積方法が信用リスクをより的

確に引当に反映することができるかは、金融機関ごとに異なると考えられている。ここでは、各金

融機関がその経営理念、経営戦略・方針、内部管理態勢、融資方針やリスク管理等を踏まえた上

で検討することとしている。また、検討に際して生じる悩みや課題について関係者で議論できるよう、

金融庁に融資に関する検査・監督についての相談受付窓口を設置した。

（https://www.fsa.go.jp/news/r1/yuushidp/20191218.html 参照）

（資料 7）

金融庁、令和 2 年度税制改正の大綱における主要項目について公表（12月20日）

　金融庁は、「令和 2年度税制改正について－税制改正大綱における主要項目－」を公表した。内

容構成は以下のとおり。

1．資産形成を支援する環境整備

　◆	NISA 制度の見直し
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2．簡素で中立的な投資環境の整備

　◆		金融所得課税の一体化（金融商品に係る損益通算範囲の拡大）	〔金融庁主担、農林水産省・

経済産業省が共同要望〕

3．保険・特別法人税

　◆	生命保険料控除制度の拡充

　◆	特別法人税の撤廃または課税停止措置の延長〔厚生労働省主担、金融庁ほか5省が共同要望〕

（https://www.fsa.go.jp/news/r1/sonota/20191220.html 参照）

（資料 8）

金融庁、金融審議会「決済法制及び金融サービス仲介法制に関するワーキング・グループ」報告

を公表（12月20日）

　金融庁は、金融審議会「決済法制及び金融サービス仲介法制に関するワーキング・グループ」報

告を公表した。

　その「概要」の中で、まず決済法制について、「キャッシュレス時代の利用者ニーズに応え、利便

性が高く安心・安全な決済サービスを実現するため、柔軟かつ過不足のない規制を整備」するとし

ている。そこで「資金移動業」、「前払式支払手段」、「無権限取引への対応」、「収納代行」につい

て検討内容を説明している。

　次に、「金融サービス仲介法制」について、「多様な金融サービスの提供をワンストップで受けられ

る利便性の高い金融仲介サービスを実現する観点から、このようなサービスを提供しようとする仲

介業者に適した業種を創設」するとしている。そこで、「新たな仲介業の創設」とそれについての「業

務範囲」、「参入規制」、「行為規制」、「その他」について検討内容を説明している。

（https://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/tosin/20191220.html 参照）

（資料 9）

金融庁、事業承継時に焦点を当てた「経営者保証に関するガイドライン」の特則について公表（中

小企業庁も25日に公表）（12月24日）

　金融庁および中小企業庁は、相次いで事業承継時に焦点を当てた「経営者保証に関するガイドラ

イン」の特則について公表した。この特則には、経営者保証が事業承継の阻害要因とならないよう、

原則として前経営者、後継者の双方からの二重徴求を行わないことが盛り込まれている。中小企業

庁によると、ポイントは以下のとおり。

　①前経営者、後継者の双方からの二重徴求の原則禁止

　②後継者との保証契約は、事業承継の阻害要因となり得ることを考慮し、柔軟に判断

　③前経営者との保証契約の適切な見直し

　④	金融機関における内部規定等の整備や職員への周知徹底による債務者への具体的な説明の

必要性
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　⑤事業承継を控える事業者におけるガイドライン要件の充足に向けた主体的な取組みの必要性

（https://www.chusho.meti.go.jp/kinyu/keieihosyou/191225jigyoshokei.html 参照）

（資料10）

中小企業庁、令和 2 年度税制改正（中小企業・小規模事業者関係）の概要を公表（12月25日）

　中小企業庁は、令和 2年度税制改正（中小企業・小規模事業者関係）の概要を公表した。資料

にある改正内容の主な項目は、以下のとおり。
●オープンイノベーション促進税制の創設（法人税・法人住民税・事業税）（新設）
●	特定新規中小会社が発行した株式を取得した場合の課税の特例および特定中小会社が発行した

株式の取得に要した金額の控除等（エンジェル税制）（所得税・個人住民税）（拡充）
●	中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例措置の延長（所得税・法人税・

個人住民税・法人住民税・事業税）（延長）
●中小法人の交際費課税の特例措置の延長（法人税・法人住民税・事業税）（延長）
●	中小企業・小規模事業者の再編・統合等にかかる税負担の軽減措置の延長（登録免許税・不動

産取得税）（延長）

（https://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/zeisei/2019/191225zeiritu.html 参照）
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信金中金だより 

信金中央金庫 地域・中小企業研究所活動記録（12月）

1．レポート等の発行
発行日 レポート分類 通巻 タ　　イ　　ト　　ル 執 筆 者

19.12.2 金融調査情報 2019-23 信用金庫の本店・本部の建替え事例
―北門信用金庫・さわやか信用金庫－

刀禰和之

19.12.2 金融調査情報 2019-24 地域金融機関の副業の解禁（制度化）動向 刀禰和之

19.12.3 内外金利・為替見通し 2019-9 米国、欧州の中央銀行に合わせる形で、日銀も当面は様子
見姿勢を保とう

角田　匠 
奥津智彦

19.12.4 内外経済・金融動向 2019-5 中小企業の経営状況と生産性の規模別比較 
―税務・財務等の各種統計からみた日本企業の収益状況の推移―

峯岸直輝

19.12.11 経済見通し 2019-4 実質成長率は19年度0.9％、20年度0.3％と予測 
－消費税増税の影響で今年度下期は個人消費が弱含み－

角田　匠

19.12.12 ニュース＆トピックス 2019-53 民法改正の実務への影響について 
－消滅時効の改正に伴う書類の保存期間の見直し－

安川武志

19.12.13 金融調査情報 2019-25 SDGsを原動力とした地域創生と地域金融機関（１）-１ 
－地方公共団体（鹿児島県大崎町）の事例から－

吉田哲朗

19.12.18 産業企業情報 2019-6 中小企業の働き方改革を通じた生産性向上に必要なこととは 
－働き方改革には経営改革・革新が不可欠－

矢口有寿 
藤津勝一

19.12.25 産業企業情報 2019-7 中小企業の「継続力」を考える③ 
－ファミリービジネスにおける“ファミリーガバナンス”の力－

曽根翔太 
鉢嶺　実

19.12.26 ニュース＆トピックス 2019-62 対米貿易摩擦に翻弄される中国経済
－第一段階の合意は本格的な貿易摩擦の始まりに過ぎない－

黒岩達也

2．講座・講演・放送等の実施
実施日 種類 タ　　イ　　ト　　ル 講座・講演会・番組名称 主催 講 師 等

19.12.5 講演 信用金庫を取り巻く経営環
境と今後の成長戦略

理事長会 群馬県信用金庫協会 松崎英一

19.12.9 講演 国内外の経済・金利見通し 資金運用担当者情報交換会 千葉県信用金庫協会 角田　匠

19.12.18 講演 内外経済情勢と金融市場の
展望

第340回ならちゅうしん経営研究会 奈良中央信用金庫 角田　匠

19.12.21 講演 地域創生をめぐる主な動き
および信用金庫の取組事例

第23期　かしん経営大学 鹿児島信用金庫 広沢将之
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3．原稿掲載
発行日 タ　　イ　　ト　　ル 掲載紙 発　行 執 筆 者

19.12.1 アプローチの精度を高めるCRMの活用ノウハウ 
－（第1回）非効率な営業実態とCRMの活
用による改善余地－

近代セールス ㈱近代セールス社 佐々木城夛

19.12.1 銀行対応時の“ちょっとの工夫” 
－融資取引条件の見直し交渉に先立って
準備すべきこと－

粉体技術 （一社）日本粉体工業技術協会 佐々木城夛

19.12.5 フィナンシャルトピック 
－債権法改正前の突貫作業－

中部経済新聞 ㈱中部経済新聞社 佐々木城夛

19.12.5 ミクスチャー時代の視点 
－非対面セールスの模索余地－

金融財政Business ㈱時事通信社 佐々木城夛

19.12.5 債権法改正で保証の実務はこう変わる！施
行後の保証契約ではこんな取組みを行おう

バンクビジネス ㈱近代セールス社 佐々木城夛

19.12.19 フィナンシャルトピック 
－膨れ上がる“紙”との格闘－

中部経済新聞 ㈱中部経済新聞社 佐々木城夛

19.12.19 銀行目線での基本リスクマネジメント
－実際のところ銀行はリスクをどう捉え
てどう業務に落としているのか？－

〔中小・零細事業者に携わるオペレーショ
ナル・リスク〕

保険毎日新聞 ㈱保険毎日新聞社 佐々木城夛

19.12.23 社長さんに伝えたい〔5〕銀行はあなたのコ
コを見ている
－不況時を生き抜くために－

新日本保険新聞
（生保版）

㈱新日本保険新聞社 佐々木城夛

19.12.30 ぶっちゃけ銀行事情 アポロニア21 ㈱日本歯科新聞社 佐々木城夛

19.12.30 リテール金融戦線 異変あり 月刊 消費者信用 （一社）金融財政事情研究会 佐々木城夛

19.12.30 営業店の「生産性向上」ゼミナール
－繁忙日における提案と事務の両立－

近代セールス ㈱近代セールス社 佐々木城夛

19.12.30 アプローチの精度を高めるCRMの活用ノ
ウハウ－個人顧客の開拓・深耕につながる
データの活用方法－

近代セールス ㈱近代セールス社 佐々木城夛
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１．(1)    信用金庫の店舗数、合併等

信用金庫の店舗数、会員数、常勤役職員数の推移
（単位：店、人）

店　　　舗　　　数 常　勤　役　職　員　数

年 月 末 本  店 職　　　員
(信用金庫数) 男　子 女　子 計

会　員　数
支  店 出張所 合  計 常勤役員 合　計

1．信用金庫統計
（1）信用金庫の店舗数、合併等
（2）信用金庫の預金種類別預金・地区別預金
（3）信用金庫の預金者別預金
（4）信用金庫の科目別貸出金・地区別貸出金
（5）信用金庫の貸出先別貸出金
（6）信用金庫の余裕資金運用状況

2．金融機関業態別統計

					（1）業態別預貯金等						（2）業態別貸出金

統 計

（凡　例）
1．金額は、単位未満切捨てとした。
2．比率は、原則として小数点以下第1位までとし第2位以下切捨てとした。
3．記号・符号表示は次のとおり。
　　〔 0〕ゼロまたは単位未満の計数	 〔—〕該当計数なし	 〔△〕減少または負
　　〔…〕不詳または算出不能	 〔＊〕1,000%以上の増加率	 〔ｐ〕速報数字
　　〔ｒ〕訂正数字	 〔ｂ〕ｂ印までの数字と次期以降の数字は不連続
4．地区別統計における地区のうち、関東には山梨、長野、新潟を含む。東海は静岡、愛知、岐阜、三重の
4県、九州北部は福岡、佐賀、長崎の3県、南九州は熊本、大分、宮崎、鹿児島の4県である。

※	信金中金	地域・中小企業研究所のホームページ（https://www.scbri.jp/）よりExcel形式の統計資料をダウンロードすることができます。

統計資料の照会先：
信金中央金庫 地域・中小企業研究所
Tel	03‒5202‒7671　Fax	03‒3278‒7048

信信用用金金庫庫のの合合併併等等
年　月　日 異　　　動　　　金　　　庫　　　名 新金庫名 金庫数 異動の種類

2013年11月5日 大阪市 大阪東 大福 大阪シティ 合併

2014年1月6日 三浦藤沢 かながわ 名称変更

2014年2月24日 十三 摂津水都 北おおさか 合併

2016年1月12日 大垣 西濃 大垣西濃 合併

2016年2月15日 福井 武生 福井 合併

2017年1月23日 江差 函館 道南うみ街 合併

2018年1月1日 札幌 小樽 北海 北海道 合併

2018年1月22日 宮崎 都城 宮崎都城 合併

2019年1月21日 浜松 磐田 浜松磐田 合併

2019年2月25日 桑名　　　 三重 桑名三重 合併

2019年6月24日 掛川 島田 島田掛川 合併

2019年7月16日 静岡 焼津 しずおか焼津 合併

2020年1月20日 宮崎都城 南郷 宮崎第一 合併

1．（1）信用金庫の店舗数、合併等
信用金庫の店舗数、会員数、常勤役職員数の推移

信用金庫の合併等
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１．(2)  信用金庫の預金種類別預金・地区別預金

預金種類別預金 (単位:億円、％)

要求払 定期性  外貨預金等
前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 25.3
△ 0.3 △ 7.7
△ 0.3
△ 0.2 △ 12.1
△ 0.7 △ 15.2
△ 0.8 △ 13.4
△ 1.0 △ 10.5
△ 1.0
△ 1.0
△ 0.9 △ 10.5
△ 1.1 △ 4.9
△ 1.5
△ 1.6 △ 7.1
△ 1.6 △ 4.5
△ 1.7 △ 1.3
△ 1.6
△ 1.6
△ 1.6 △ 4.3

(備考) １. 預金計には譲渡性預金を含まない。
２. 実質預金は預金計から小切手･手形を差し引いたもの

地区別預金 (単位:億円、％)

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 0.1
△ 0.2
△ 0.5
△ 0.1
△ 0.0

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

(備考) 沖縄地区は全国に含めた。

全 国 計年 月 末

年 月 末

近  畿 中  国 四  国 九州北部 南九州

年 月 末
預金計  実質預金  譲渡性預金

北海道 東  北 東  京 関  東 北  陸 東  海

1．（2）信用金庫の預金種類別預金・地区別預金
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１．(3)  信用金庫の預金者別預金

(単位:億円、％)

預金計   個人預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 30.4

△ 4.6

△ 1.4

△ 0.9

△ 1.1

△ 1.3

△ 1.4

△ 1.6

△ 1.6

△ 1.7

△ 1.7

△ 1.8 △ 0.8

△ 1.9

△ 2.0

△ 2.0

△ 2.1

△ 2.2

△ 2.1

△ 2.1

  一般法人預金   公金預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 10.0

△ 1.1

△ 0.4 △ 0.7

△ 0.6

△ 0.1 △ 3.7

△ 0.5 △ 8.8

△ 6.5

△ 17.0

△ 6.3

△ 3.9

△ 7.8

△ 4.8 △ 4.2

△ 3.1

△ 1.8

△ 6.1 △ 2.8

  金融機関預金 政府関係 譲渡性
要求払 定期性  外貨預金等 預 り 金 預  金

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

･･･ △ 9.9
△ 51.5
△ 100.0 △ 0.4

△ 15.5 ･･･
△ 16.5 ･･･ △ 3.4

･･･ △ 4.7
･･･ △ 4.8
･･･

△ 100.0
△ 100.0

･･･ △ 5.5
△ 100.0 △ 9.7
△ 100.0 △ 5.5
△ 100.0 △ 3.0

･･･ △ 8.2
△ 17.8 ･･･ △ 14.2

･･･ △ 0.4
△ 0.5 ･･･ △ 6.4

△ 17.2 ･･･ △ 11.9
(備考) 　日本銀行｢預金現金貸出金調査表」より作成。このため、「日計表」による(2)預金種類別・地区別預金の
　　　　 預金計とは一致しない。

年 月 末

１．(3)  信用金庫の預金者別預金

(単位:億円、％)

預金計   個人預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 30.4

△ 4.6

△ 1.4

△ 0.9

△ 1.1

△ 1.3

△ 1.4

△ 1.6

△ 1.6

△ 1.7

△ 1.7

△ 1.8 △ 0.8

△ 1.9

△ 2.0

△ 2.0

△ 2.1

△ 2.2

△ 2.1

△ 2.1

  一般法人預金   公金預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 10.0

△ 1.1

△ 0.4 △ 0.7

△ 0.6

△ 0.1 △ 3.7

△ 0.5 △ 8.8

△ 6.5

△ 17.0

△ 6.3

△ 3.9

△ 7.8

△ 4.8 △ 4.2

△ 3.1

△ 1.8

△ 6.1 △ 2.8

  金融機関預金 政府関係 譲渡性
要求払 定期性  外貨預金等 預 り 金 預  金

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

･･･ △ 9.9
△ 51.5
△ 100.0 △ 0.4

△ 15.5 ･･･
△ 16.5 ･･･ △ 3.4

･･･ △ 4.7
･･･ △ 4.8
･･･

△ 100.0
△ 100.0

･･･ △ 5.5
△ 100.0 △ 9.7
△ 100.0 △ 5.5
△ 100.0 △ 3.0

･･･ △ 8.2
△ 17.8 ･･･ △ 14.2

･･･ △ 0.4
△ 0.5 ･･･ △ 6.4

△ 17.2 ･･･ △ 11.9
(備考) 　日本銀行｢預金現金貸出金調査表」より作成。このため、「日計表」による(2)預金種類別・地区別預金の
　　　　 預金計とは一致しない。

年 月 末

１．(3)  信用金庫の預金者別預金

(単位:億円、％)

預金計   個人預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 30.4

△ 4.6

△ 1.4

△ 0.9

△ 1.1

△ 1.3

△ 1.4

△ 1.6

△ 1.6

△ 1.7

△ 1.7

△ 1.8 △ 0.8

△ 1.9

△ 2.0

△ 2.0

△ 2.1

△ 2.2

△ 2.1

△ 2.1

  一般法人預金   公金預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 10.0

△ 1.1

△ 0.4 △ 0.7

△ 0.6

△ 0.1 △ 3.7

△ 0.5 △ 8.8

△ 6.5

△ 17.0

△ 6.3

△ 3.9

△ 7.8

△ 4.8 △ 4.2

△ 3.1

△ 1.8

△ 6.1 △ 2.8

  金融機関預金 政府関係 譲渡性
要求払 定期性  外貨預金等 預 り 金 預  金

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

･･･ △ 9.9
△ 51.5

△ 100.0 △ 0.4
△ 15.5 ･･･
△ 16.5 ･･･ △ 3.4

･･･ △ 4.7
･･･ △ 4.8
･･･

△ 100.0
△ 100.0

･･･ △ 5.5
△ 100.0 △ 9.7
△ 100.0 △ 5.5
△ 100.0 △ 3.0

･･･ △ 8.2
△ 17.8 ･･･ △ 14.2

･･･ △ 0.4
△ 0.5 ･･･ △ 6.4
△ 17.2 ･･･ △ 11.9

(備考) 　日本銀行｢預金現金貸出金調査表」より作成。このため、「日計表」による(2)預金種類別・地区別預金の
　　　　 預金計とは一致しない。

年 月 末

1．（3）信用金庫の預金者別預金
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１．(4)  信用金庫の科目別貸出金・地区別貸出金

科目別貸出金 (単位:億円、％)

手形貸付 証書貸付 当座貸越
前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 4.8 △ 2.9
△ 7.3 △ 4.1
△ 8.5 △ 0.6

△ 4.3
△ 5.5
△ 5.2
△ 4.3
△ 3.5
△ 3.9
△ 4.1
△ 6.1
△ 6.2
△ 7.4

△ 18.5
△ 8.3

地区別貸出金 (単位:億円、％)

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 0.5

△ 0.8 △ 0.2
△ 0.3 △ 0.2
△ 0.1 △ 0.4
△ 0.4 △ 0.5
△ 0.3 △ 0.7

△ 0.4
△ 0.5
△ 0.1
△ 0.5
△ 0.5
△ 0.4

△ 0.0 △ 0.5
△ 0.0 △ 0.0
△ 0.1

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 0.2

△ 0.4
△ 0.7
△ 0.3
△ 0.3
△ 0.1

(備考) 沖縄地区は全国に含めた。

年 月 末

関  東 北  陸 東  海
年 月 末

近  畿 中  国 四  国 九州北部 南九州 全 国 計

貸出金計
割引手形 貸付金

年 月 末

北海道 東  北 東  京

1．（4）信用金庫の科目別貸出金・地区別貸出金
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1．（5）信用金庫の貸出先別貸出金
１．(5)  信用金庫の貸出先別貸出金

(単位:億円、％)

貸出金計 　企業向け計
年 月 末 製造業 建設業

前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 1.6 △ 0.3
△ 1.3 △ 0.1
△ 1.1
△ 0.9

△ 0.6
△ 0.1

△ 0.0
△ 1.0

年 月 末 卸売業 小売業 　不動産業
　個人による貸家業

前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 1.5 △ 1.1
△ 1.3 △ 1.7
△ 1.1
△ 0.2 △ 0.1

△ 0.0 △ 0.5
△ 0.6 △ 0.8
△ 0.6 △ 1.2

△ 0.8 △ 0.6 △ 1.6

年 月 末 飲食業 宿泊業 　医療・福祉 　物品賃貸業

前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 3.1 △ 1.5
△ 1.3 △ 1.9

△ 0.4

△ 0.1
△ 0.1
△ 0.5 △ 1.5
△ 0.6 △ 0.8
△ 1.0 △ 1.3
△ 1.3
△ 0.6

年 月 末 　住宅ローン

前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 2.7

△ 8.6

△ 4.1
△ 2.0 △ 0.2

△ 19.9 △ 0.9
△ 23.0 △ 2.3

(備考) １．日本銀行「業種別貸出金調査表」より作成。このため、「日計表」による(4)科目別・地区別貸出金の貸出金計とは一致しない。

　　　 ２．海外円借款、国内店名義現地貸を企業向け計の内訳として掲載

  地方公共団体 個  人 海外円借款、国内店名義現地貸
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1．（6）信用金庫の余裕資金運用状況１．(6)  信用金庫の余裕資金運用状況

(単位:億円、％)

コール 買 現 先 債券貸借取引 買入金銭 金 銭 の 商    品
現    金 買入手形 ローン 勘　　定 支払保証金 債    権 信    託 有価証券

公社公団債 金 融 債 そ の 他
(△2.2)
(△6.3) (△0.0)

(△1.4) (△7.3) (△4.9)
(△0.1) (△10.7) (△4.2)

(△11.9) (△4.9)
(△4.4) (△3.3)
(△7.4) (△3.6)

(△12.3) (△4.1)
(△15.1) (△3.6)
(△13.5) (△3.3)
(△11.3) (△2.6)
(△11.5) (△1.5)
(△11.8) (△1.1)
(△13.3) (△1.1)

(△0.2) (△16.1) (△0.6)
(△1.2) (△17.4) (△0.9)
(△1.3) (△17.8) (△0.2)
(△1.0) (△16.0)
(△0.1) (△13.7)

信金中金
その他の 利 用 額 預 貸 率 (Ａ)/預金 預 証 率 (Ｂ)/預金 (Ｂ)/(Ａ)
証    券 （Ｂ）

(備考) 1. (   )内は前年同月比増減率
預貸率＝貸出金/預金×100(%)、預証率＝有価証券/預金×100(%)（預金には譲渡性預金を含む。）
余資運用資産計は、現金、預け金、買入手形、コールローン、買現先勘定、債券貸借取引支払保証金、
買入金銭債権、金銭の信託、商品有価証券、有価証券の合計

短期社債 社    債 株    式

余資運用資産計(A)年 月 末
貸付信託 投資信託外国証券

預 け 金年 月 末
うち信金中金預け金

有価証券年 月 末
国    債 地 方 債
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2．（1）業態別預貯金等２．(1)  業態別預貯金等

(単位:億円、％)

信用金庫 国内銀行 大手銀行 地方銀行

年 月 末 (債券､信託を含む) (債券､信託を含む) 　うち都市銀行

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 0.1

第二地銀 郵便貯金 預貯金等合計

年 月 末
前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 1.4
△ 1.6
△ 2.0 ―　 ― ―　 ―
△ 2.1
△ 2.2 ―　 ― ―　 ―
△ 2.1 ―　 ― ―　 ―
△ 1.9
△ 8.1 ―　 ― ―　 ―
△ 5.3 ―　 ― ―　 ―
△ 5.1
△ 5.0 ―　 ― ―　 ―
△ 4.6 ―　 ― ―　 ―
△ 5.5
△ 5.0 ―　 ― ―　 ―
△ 4.6 ―　 ― ―　 ―

(備考) 1. 日本銀行『金融経済統計月報』、ゆうちょ銀行ホームページ等より作成

大手銀行は、国内銀行－(地方銀行＋第二地銀)の計数

国内銀行･大手銀行には、全国内銀行の債券および信託勘定の金銭信託・貸付信託・年金信託・財産形成給付信託を含めた。

郵便貯金は2008年４月より四半期ベースで公表

預貯金等合計は、単位（億円）未満を切り捨てた各業態の預貯金等の残高の合計により算出

うち預金
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2．（2）業態別貸出金２．(2)  業態別貸出金

(単位:億円、％)

信用金庫 大手銀行 都市銀行 地方銀行 第二地銀 合  計

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 0.1
△ 1.3

△ 0.3
△ 0.3
△ 0.5

△ 0.4 △ 0.5
△ 0.3 △ 0.3

△ 0.4
△ 7.9
△ 5.2

△ 0.2 △ 5.3
△ 0.2 △ 5.4

△ 5.2
△ 5.8
△ 5.6
△ 5.4

(備考) １．日本銀行『金融経済統計月報』等より作成
２．大手銀行は、国内銀行－(地方銀行＋第二地銀)の計数
３．合計は、単位（億円）未満を切り捨てた各業態の貸出金残高の合計により算出

年 月 末
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